
 

 

 

旭川市社会福祉審議会高齢者福祉専門分科会 

（令和５年度第７回） 

 

 

 

審議事項 第１号 

 

第９期旭川市高齢者保健福祉計画・介護保険 

事業計画（案）について 

 



議案趣旨説明  

審議事項第１号  

第９期旭川市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画（案）について 

 
（資料１） 

第９期旭川市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画（素案）について，令和５年 

１２月２２日から令和６年１月２６日まで意見提出手続（パブリックコメント）を行っ

たところ，意見提出はありませんでした。  

 

（資料２） 

 本市において，令和５年５月から「旭川市政アドバイザー」を設置し，外部人材の活

用による効果的な市政運営を行うことを目的として，本市の重要課題などについて専

門知識や技術，経験等を有する方から助言・提言を受けております。  

 第９期旭川市高齢者保健福祉計画・介護保険計画の策定に当たり，より多角的な視点

で効果的な施策を進めるため，市政アドバイザー制度を活用し，計画素案に対する助言

をいただきました。 

今回助言をいただいた宇都宮氏は，厚生労働省医師臨床研修推進室長，健康局長など

を歴任されており，保健・医療・介護の分野に関する専門的知見から助言をいただいて

おります。 

主に助言いただいた内容は資料２に記載したとおりです。  

 

（資料３，４）  

 助言いただいた内容を基に，資料３のとおり，計画素案から修正を行っております。

主な修正内容としましては，重点施策１～６に関する記載内容を充実させ，各事業の 

内容や評価指標について市民にわかりやすい表現に整理し，計画値の追加や修正など 

を行っております。  

 

 また，前回の分科会で審議いただいた第９期計画期間における介護保険料の設定に

関する内容について，計画案の１０５ページから１２３ページのとおり，修正を行って

おります。 

 介護保険サービス給付費の実績値を１２月末時点の見込値に修正を行い，直近の実

績及び報酬改正等を反映させた介護保険サービスの量及び給付費の見込みに修正して

おります。また，それらの費用を基に介護保険料を算出した過程，介護保険料への影響

要因，段階別の保険料年額について記載しました。 

 前回の分科会でお伝えしたとおり，第９期保険料基準額については，第８期と同額の

６，１９０円を維持することとしております。また，保険料段階をこれまでの１３段階

から１５段階とし，所得の高い方には保険料を多く負担いただき，所得の低い方の保険

料を据え置くとともに，第１段階については保険料の軽減を行っております。  

 

第９期旭川市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画につきましては，この後，旭川

市議会令和６年第１回定例会において，旭川市介護保険条例改正案及び令和６年度当

初予算案の審議後，本年３月末に本計画を正式決定する予定です。  

 

本計画が決定いたしましたら，委員の皆様に改めて送付させていただきます。  



 

第９期旭川市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画（素案）に対する 

意見提出手続（パブリックコメント）結果について 

 

 第９期旭川市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画を策定するに当たり，計画素案に 

ついて市民に意見を求めた。 

 

１ 意見の提出期間    

令和５年１２月２２日（金）～令和６年１月２６日（金） 

 

２ 市民への周知方法   

広報誌１２月号とホームページに掲載 

 

３ 配布場所（２９か所） 

  長寿社会課，市政情報コーナー，各支所（出張所及び東部まちづくりセンター含む）， 

各公民館（分館除く），北部老人福祉センター，東部老人福祉センター，いきいきセンター新

旭川，いきいきセンター永山，いきいきセンター神楽及び近文市民ふれあいセンター 

 

４ 意見提出者数 個人：１ 団体：０  

意見提出者の区分 意見提出者数 

１ 市内に住所がある方 １ 

２ 市内に事務所・事業所がある個人・法人・その他の団体 ０ 

３ 市内にある事務所・事業所に勤務している方 ０ 

４ 市内にある学校に在学している方 ０ 

５ 意見提出手続に関する事案に利害関係があるもの ０ 

６ 不 明（記載なし） ０ 

合 計 １ 

 

５ 意見数 延べ意見数：３件 

 

   意見の内容 意見 N0. 意見数 

１ 介護職員等に対する自立支援に関する知識の普及啓発について １ １ 

２ 「あさひかわ安心つながり手帳」の効果検証について ２ １ 

３ 
認知症支援の専門職としての精神保健福祉士の配置及び位置づ

けについて 
３ １ 

 合 計  ３ 

 

６ 意見に対する回答  

（１）回答一覧を作成した（別紙「第９期高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画（素案）に 

寄せられた御意見と旭川市の考え方」のとおり） 

（２）回答一覧は意見の提出者へ送付するとともに，配布場所と同じ場所に据え置き，市ホー 

ムページで公表する。 

 

７ 計画への反映について 

  提出のあった意見による計画書の変更は行わないが，今後の計画推進の際の参考とする。 

資料１ 



第９期高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画（素案）に寄せられた御意見と旭川市の考え方 

 

 

№ 御意見の内容 御意見に対する市の考え方 

１ ・P68イについて 

ケアプラン点検は，国が定めた介護給付費適正

化事業の一環として行われるものであるため，実

施は必要であると思われます。しかし，実際に利

用者への支援を行うのは，ケアの現場を担う介護

職員をはじめとする現場職員です。すべての利用

者がリハビリテーション専門職へのアクセスがあ

る訳ではなく，また，リハビリテーション専門職

のマンパワーにも限界があるため，行政として現

場の介護職員等に対する自立支援に関する知識の

普及啓発に努めるべきと感じられました。行政が

率先して介護保険に関わるあらゆる専門職へ自立

支援の普及啓発と介護支援専門員へのケアプラン

点検を行うことで，より高い効果が得られると感

じました。 

 

 いただいた御意見のとおり，介護現場のあらゆ

る職種に対し，自立支援の考え方を普及すること

は，本市における課題の一つと認識しているとこ

ろです。 

そのためには，介護保険制度における支援の中

核的な役割を担う介護支援専門員が作成するケア

プランを通じて，介護現場の状況や課題を把握さ

せていただく必要がありますので，今後も，ケア

プラン点検等の取組を通じて，介護支援専門員の

方々と連携し，市内関係者に対する自立支援に関

する知識・技術の普及啓発の取組を強化してまい

ります。 

２ ・P98ア④について 

「あさひかわ安心つながり手帳」が平成 30 年

頃から配布が開始され，今後の配布計画数が設定

されておりますが，利用者への認知度・活用度、

医療福祉連携への貢献度等，その効果の検証がな

く，配布することが目的になってしまっていると

感じます。手帳の製作に貴重な市民の血税が投入

されている以上，効果の検証ないまま，ただ配布

が継続されることがないように運用していただき

たいと思います。 

「あさひかわ安心つながり手帳」につきまして

は，高齢者御本人と関わりのある医療機関や介護

事業所，緊急時の連絡先等を記入していただくこ

とで，医療・介護関係者が連携相手を把握し，つ

ながりを生かした支援をすること等を目的とし

て，要介護認定を受けられた方に，市内の介護支

援専門員などから配付しているものです。 

 いただいた御意見につきましては，医療・介護

関係者の連携において手帳がより効果的に活用さ

れるよう，今後の運用において参考とさせていた

だきます。 



№ 御意見の内容 御意見に対する市の考え方 

３ ・全体を通して 

旭川市内の地域包括支援センターには，旭川市

独自に認知症支援の専門職として精神保健福祉士

が配置されておりますが，本計画案には「精神保

健福祉士」の文字がひとつもありません。認知症

支援の専門職として地域包括支援センターへ配置

を義務付けた以上は，認知症地域支援推進員と読

み替えるのではなく，その役割を計画中にも位置

付けるべきと考えます。 

 

認知症施策を推進するにあたり，精神保健福祉

士が持つ専門的視点は大変重要なことと認識して

おり，中心的な役割を持つ職種として,国で定め

られた保健師，社会福祉士，主任介護支援専門員

に加えて，旭川市では独自に配置しているところ

です。 

計画においては，認知症支援についても他の支

援と同様，他の３職種とともに専門的視点と特性

を活かして互いに連携しながらチームとして対応

する必要があることから，精神保健福祉士だけを

とり立てて記載することはしておりません。 

認知症支援の専門職としての重要性は前述のと

おりであり，いただいた御意見を参考としなが

ら，多職種が連携して認知症の方やその家族を支

える地域づくりを進めてまいります。 

 

 



第９期旭川市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画（素案）に対する 

市政アドバイザーからの助言について 

 

本市において，令和５年５月から「旭川市政アドバイザー」を設置し，外部人材の活用

による効果的な市政運営を行うことを目的として，本市の重要課題などについて，専門知

識や技術，経験等を有する方から助言・提言を受けている。 

第９期旭川市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画の策定に当たり，少子高齢化が進

む中，市民ニーズに対応し，より多角的な視点で効果的な施策を進めるため，市政アドバ

イザー制度を活用し，次のとおり助言をいただいた。 

 

１ アドバイザー 

宇都宮 啓 氏 

厚生労働省医師臨床研修推進室長，大臣官房生活衛生・食品安全審議官，健康局長を 

 歴任され，現在も（一財）日本食生活協会 代表理事，慶應義塾大学医学部客員教授など

多くの職務を務められている。 

 

２ 依頼内容 

  第９期旭川市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画（素案）に対する助言 

 

３ 実施期間・方法等 

 「第９期旭川市高齢者保健福祉計画・介護保険計画（素案）」をメールで事前に送付し， 

令和６年１月９日から１月１２日の期間で，電話にて口頭で助言いただいた。 

 

４ 助言いただいた内容 

【計画全般について】 

・計画全般において旭川市の特徴が薄い印象。目標設定や各事業において市の特徴を

活かした取組を実施できると良い。 

【各施策について】 

・重点施策を設定しているが，どこを重点的に取組むかがわかりにくい。これまでの

取り組み，新たに取り組む内容などを市民に伝わるように整理してはどうか。 

・事業内容がわかりにくい事業があるため，市民にわかりやすく具体的に表現して 

はどうか。 

・他市に比べて充実している取組，独自に実施している取組などをアピールして伝え

ると良い。 

・９期計画期間の計画値を設定していない事業があるが，事業を実施するのであれば，

推計値（見込値）でも良いので数値を入れてはどうか。 

資料２ 



・高齢者以外も対象とする事業について，高齢者のみの実績値や計画値，事業内容を

整理して表現できると良い。 

【施設整備について】 

・認知症施策を重点施策としているが，グループホームの整備は現状維持となってい

る。８期までの取組，９期の方向性についてもう少し説明を加えてはどうか。 

【その他】 

・日常生活圏域を１１圏域に設定しているが，国が想定している人口単位から言うと，

もう少し増やした方が良い。次期計画に向けて検討してはどうか。 

・要介護認定区分ごとの認定率の年次推移について，どのように分析しているか。 

・世代間交流，元気高齢者の活躍の場などは今後も重要な取組となる。他市町村では，

公民館や図書館のスペースを交流の場として活用している事例がある。旭川市の百寿

大学なども有効に活用できるのではないか。 

 

５ 計画への反映について 

  今回助言いただいた内容を基に，資料３のとおり，本計画（素案）の内容に追加・修正  

 を正を行った。 

  また，本計画に反映できなかった助言内容については，第９期計画期間における取組， 

 第１０期計画策定に向けた検討を行う際に活用することとする。 



１　市政アドバイザーからの助言等を基に修正した内容

修正内容
計画(案)
ページ

修正箇所

P68～69 【重点施策１】　基本目標１　⑴介護人材確保の推進

P70～71 【重点施策２】　基本目標１　⑶介護給付の適正化

P78～80 【重点施策３】　基本目標２　⑶認知症施策の推進

P87～90 【重点施策４】　基本目標３　⑴介護予防・重度化防止の推進

P97～98 【重点施策５】　基本目標４　⑷地域支え合い活動の推進

P101～103 【重点施策６】　基本目標５　⑴在宅医療・介護連携の推進

P76
「地域まるごと支援員等による包括的支援体制整備事業」の内容を
修正，計画値を修正

P82 「エ 住宅改修支援事業」の内容を修正

P85
「ア 避難行動要支援者名簿整備事業」の実績値・計画値をわかり
やすく整理

P86 「オ 地域歩行空間等整備事業」の内容を修正

P91 「ア 健康増進・スマートウエルネス推進事業」の内容を追加

P92
「エ 栄養改善推進事業」の上の表中の「食生活改善地域講習会受
講者数」に(　)書きを追加，下の表を削除

P95 「ア 就労的活動の支援」の評価指標を追加

P95 「ウ 図書宅配システム事業」の内容を追加，R5年度見込値の修正

P99～100
「イ いきいきセンター」「ウ 老人福祉センター」にセンター数に
関する文言を追加

P70 「イ 介護保険料の収納率向上」の計画値を修正

P72 「ア 介護保険制度趣旨普及事業」の計画値追加

P73
「ア 包括的・継続的ケアマネジメント支援業務」の計画値を修
正，「※」の内容を追加

P74 「ア 総合相談」の計画値追加，事業内容修正

P74 「イ 地域ケア会議」の計画値を修正

P77 「ウ ふれあい収集」の実績値・計画値を高齢者のみの数値に修正

P80 「イ 成年後見制度利用支援事業」の計画値追加

P112 認知症対応型共同生活介護の整備状況，整備方針などの修正

P113 特定施設の【整備状況】の施設数，総定員数を修正

P113
「第９期計画における介護保険施設等の定員数」の特定施設定員数
を修正

P20
在宅生活改善調査結果の表を「在宅サービス」のみの内容に修正，
説明も修正

P80
「ア 地域で支える成年後見推進事業」のR5年度実績値の相談受付
件数，後見人受任件数を修正

P90 「コ 介護予防高齢者補聴器購入助成事業」を追加

P92 「イ 特定健康診査」のR5年度見込値を修正

P99
「ア 長寿大運動会・高齢者文化祭」を「ア 長寿健幸競技会(仮
称)・高齢者文化祭」に修正。事業内容も修正。

第９期旭川市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画（素案）からの修正内容

その他

重点施策１～６について
記載内容を充実
（これまでの取組，新た
な取組など整理）

事業内容，評価指標など
をわかりやすい内容に追
加・修正

計画値の追加・修正

施設整備に関する内容を
修正

資料３



２　介護保険料設定に係る修正内容

P106～108

１ 介護保険サービス給付費の現状

（１）第８期計画の計画値と実績

令和５年度（ 10 月末見込み）の実績値について， 12 月末見込みの実績値に修正

P114～117

３ 介護保険サービスの量及び給付費の見込み

直近の実績及び報酬改定等を反映させた数値に修正

P119～121

（２） 介護保険料基準額の算出

計画期間にかかる費用の見込額，介護保険料の算出，介護保険料への影響要因，段階別の保険料

年額について記載。
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第１章 計画の概要 
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１ 計画の策定根拠 

（１）計画の法的性格 

第9期旭川市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画（以下「第９期計画」という。）は，本市の介護

保険事業を含めた，高齢者に対する保健福祉事業全般を総合的に推進するため，老人福祉法に基づく

市町村老人福祉計画（高齢者保健福祉計画）と介護保険法に基づく市町村介護保険事業計画（介護

保険事業計画）を一体のものとして策定するものです。 

（２）計画の位置づけ（本市の他の計画との関係） 

高齢者保健福祉計画は，本市における地域包括ケアシステム構築・推進，また，そこからの地域共生

社会の実現に向け，高齢者の保健福祉事業を総合的に体系付けるものです（第４章～第６章）。介護保

険事業計画は，持続可能な介護保険運営のために，認定者数や介護保険サービスの給付費等を見込

み，計画期間内のサービス基盤整備方針や介護保険料を定めるものです（第７章）。 

また，本市の市政運営の根幹を成す「第８次旭川市総合計画」を最上位計画として，地域福祉の推進

の基本となる「第５期旭川市地域福祉計画」と理念を共有しながら，本市の福祉関連計画をはじめとす

る他の計画と整合性を図りながら策定します。また，北海道の「第９期北海道高齢者保健福祉計画・介

護保険事業支援計画」及び「北海道医療計画」内の「北海道地域医療構想」との整合性も図ります。 

第９期計画の位置付け 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

第８次旭川市総合計画 

第５期旭川市地域福祉計画 

第９期旭川市高齢者保健福祉計画・ 

介護保険事業計画 

介護保険法（第 117条） 老人福祉法（第 20条の８） 

整合・連携 

旭川市住生活基本計画 

旭川市社会教育基本計画 

第４次旭川市障がい者計画 

第７期旭川市障がい福祉計画・ 

第３期旭川市障がい児福祉計画 

第３次健康日本 21旭川計画 

第２期旭川市子ども・子育てプラン 

スマートウエルネスあさひかわプラン 

第３期旭川市国民健康保険 

保健事業実施計画（データヘルス計画） 

第４期特定健康診査等実施計画 



3 

 

２ 計画の実施期間 

本計画は，介護保険法の規定により，令和６年度（２０２４年度）から令和８年度（２０２６年度）までの 

３か年計画とします。関連する福祉計画と連携して施策を推進することで，既存の施策分野にとらわれ

ない包括的な支援体制の構築を図ります。 

本計画と関連計画の計画期間 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ R10 R11 R12 

          

  

３ 計画の性格 

我が国では，高齢化が依然として続いており，高齢者人口は令和２２年（２０４０年）頃まで増加するこ

とが見込まれています。これに対し，本市の高齢者人口は令和４年（２０２２年）頃から減少局面に入って

おり，国よりも２０年近く高齢化が先行しています。 

本年度あらためて行った人口推計（第２章）では，特に社会的支援が必要になりやすい後期高齢者

は，令和１０年（2028年）に減少局面に移行するとみられます。こうした人口動向を踏まえ，支援体制の

量的な検討をしなければならない状況にあります。 

また，高齢者のひとり暮らしまたは高齢者夫婦のみの世帯の増加に加え，令和２年（２０２０年）から世

界的に蔓延した新型コロナウイルス感染症の影響（以下，「コロナ禍」という。）により，市民の生活は大

きく制限され，家族・地域のつながりの弱体化が懸念されます。それにより，高齢者が社会的孤立状態

になり，生活に困難を抱えながらも誰にも相談できない，あるいは適切な支援に結びつかないケースの

増加が懸念されることから，地域包括ケアシステムの更なる推進が求められます。 

こうした課題を踏まえ，第９期計画の策定に当たっては，国の法制度の整備状況を見据えながら，本

市の地域課題の解決を目指し，施策を位置付けます。 

第９期旭川市高齢者 

保健福祉計画・ 

介護保険事業計画 

第８期旭川市高齢者 

保健福祉計画・ 

介護保険事業計画 

第６期旭川市障がい福祉計
画・第２期旭川市障がい児

福祉計画 

 第４期旭川市地域福祉計画 

 第２期旭川市子ども・子育てプラン 

第 10 期旭川市高齢者 

保健福祉計画・ 

介護保険事業計画 

 第 8次旭川市総合計画 

 第５期旭川市地域福祉計画 

 

 

 

 第４次旭川市障がい者計画  第５次旭川市障がい者計画 

第７期旭川市障がい福祉計
画・第３期旭川市障がい児

福祉計画 

第８期旭川市障がい福祉計
画・第４期旭川市障がい児

福祉計画 
 

  第３次健康日本 21旭川計画 

 第３期旭川市子ども・子育てプラン  

 スマートウエルネス 
あさひかわプラン 

第３期旭川市国民健康保険保健事業実施計画 
（データヘルス計画）第４期特定健康診査等実施計画 
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４ 介護保険法等の改正の概要 

介護保険法第１１７条に基づき，国の示す基本指針に即して市町村は介護保険事業計画を定めるこ

ととされており，これを踏まえて本市の計画を策定します。 

基本指針において，記載を充実する事項とされているものは，次のとおりです。 

 

国の指針における第９期介護保険事業計画へ記載を充実する主な事項 

１ 介護サービス基盤の計画的な整備 

〇今後の高齢者の増減や介護保険サービスのニーズについて関係者と共有し，介護サービス基盤整

備のあり方を議論することで，既存施設や事業所の今後のあり方も含めて検討する。 

○住民の加齢により医療及び介護の効率的かつ効果的な提供が重要になることから，効率的かつ効果

的な実施を計画に定めるよう努める。 

○柔軟なサービス提供によるケアの質の向上や家族負担の軽減に資するよう，従来の地域密着型サー

ビスに加え，新しい複合型サービスを検討する。 

○要介護者の在宅生活を支える定期巡回・随時対応型訪問介護看護，小規模多機能型居宅介護，看

護小規模多機能型居宅介護など地域密着型サービスの更なる普及を図る。 

○関係団体等と連携しながら，訪問リハビリテーション等の更なる普及や，介護老人保健施設による在

宅療養支援機能の充実を図る。 

 

２ 地域包括ケアシステムの深化・推進に向けた取組 

○総合事業の充実化について第９期介護保険事業計画期間中に集中的に取り組むこととし，地域住民

の主体的な参画を促進していく。 

○地域リハビリテーション支援体制の構築を推進する。 

○家族介護者支援について，認知症対応型共同生活介護などの地域拠点が行う伴走型支援，認知症

カフェの活動，ケアマネジャーによる仕事と介護の両立支援などの取組を行うとともに，ヤングケア 

ラーを支援している関係機関とセンターが連携を図る。 

○介護予防支援の指定対象を居宅介護支援事業所に拡大及びそれに伴う包括的・継続的ケアマネジ

メント支援業務による一定の関与等の取組を通じて，地域包括支援センターの業務負担軽減と質の

確保，体制整備等を推進する。 

○重層的支援体制整備事業などによる障がい者福祉や児童福祉など他分野との連携を促進する。 

○国が今後策定する認知症施策推進基本計画の内容を踏まえて認知症施策を推進する。 

○養護者等による高齢者虐待については，PDCAサイクルを活用し計画的に対策に取組む。また，養

護者に該当しない者からの虐待防止やセルフ・ネグレクト等についても高齢者の権利擁護業務として

対応する。 

○介護現場の安全性の確保，リスクマネジメントを推進する。 

○独居の困窮者・高齢者等の増加が見込まれる中で住まいを確保する。 
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○介護事業所間，医療・介護間での連携を円滑に進めるための情報基盤を整備する。 

○保険者機能強化推進交付金等の実効性を高めるための評価指標等の見直しを踏まえた取組を充実

する。 

○給付適正化事業の取組の重点化・内容の充実・見える化を図る。 

 

３ 地域包括ケアシステムを支える介護人材確保及び介護現場の生産性向上 

○ケアマネジメントの質の向上及び人材確保に取組む。 

○ハラスメント対策を含めた働きやすい職場づくりに向けた取組を推進する。 

○外国人介護人材定着に向けた介護福祉士の国家資格取得支援等の学習環境を整備する。 

○介護現場の生産性向上に資する様々な支援・施策に総合的に取組む。 

○介護の経営の協働化・大規模化により，サービスの品質を担保しつつ，人材や資源を有効に活用す

る。 

○文書負担軽減を図っていくため，指定申請や報酬請求等に係る標準様式や「電子申請・届出システ

ム」の使用の基本原則化に向けて取組む。 

○財務状況等の見える化を図る。 
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第２章 高齢者人口等の動向 
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226,885 222,679 219,202 215,538 211,876 208,666

55,268 54,994 55,069 54,599 52,866 50,578

55,844 57,022 57,679 58,451 60,297 62,225

337,997 334,695 331,950 328,588 325,039 321,469

32.9% 33.5% 34.0% 34.4% 34.8% 35.1%
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平成30年 令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年

65歳未満 65～74歳 75歳以上 高齢化率

１ 高齢者人口 

（１）高齢者人口の推移 

本市の高齢化は進んでおり，令和５年（２０２３年）には高齢化率が 35.1％となっています。高齢者人

口は増加傾向にありましたが，令和４年（２０２２年）をピークに減少に転じています。65～７４歳の人口

は令和３年（２０２１年）から減少傾向に入っていますが，７５歳以上の人口はまだ増加傾向にあります。 

高齢者人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高齢者人口（詳細表） 

 
平成 30年 

（2018年） 

令和元年 

（2019年） 

令和２年 

（2020年） 

令和３年 

（2021年） 

令和４年 

（2022年） 

令和５年 

（2023年） 

総人口（Ａ） 337,997 334,695 331,950 328,588 325,039 321,469 

 

65歳未満 226,885 222,679 219,202 215,538 211,876 208,666 

65～74歳（Ｂ） 55,268 54,994 55,069 54,599 52,866 50,578 

75歳以上（C） 55,844 57,022 57,679 58,451 60,297 62,225 

高齢者人口（D） 11１,１１２ 112,０１６ 112,７４８ 11３,０５０ 11３,１６３ 1１２,８０３ 

 
前期高齢化率（B）／（Ａ） 16.4% 16.4% 16.6% 16.6% 16.3% 15.7% 

後期高齢化率（C）／（Ａ） 16.5% 17.0% 17.4% 17.8% 18.6% 19.4% 

高齢化率（D）／（Ａ） 32.9% 33.5% 34.0% 34.4% 34.8% 35.1% 

 

  

（人） 

（出典）住民基本台帳（各年 10 月１日現在） 

（単位：人） 

（出典）住民基本台帳（各年 10 月１日現在） 
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205,039 201,484 198,102 191,168 181,079
144,592

47,857 45,789 43,931 41,218 39,129

42,631

64,712 66,443 67,682 69,065
68,321

60,413

317,608 313,716 309,715 301,451
288,529

247,636

35.4% 35.8% 36.0% 36.6% 37.2%

41.6%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

令和６年 令和７年 令和８年 令和10年 令和13年 令和22年

65歳未満 65～74歳 75歳以上 高齢化率

（２）高齢者人口の推計 

本市の総人口は本計画終了年の令和８年（２０２６年）に 309,７１５人，高齢化率は３６.０%になると

推計しています。その後も総人口は減少し，高齢化率は上昇していくものと考えられます。 

高齢者全体の人口はすでに減少傾向に入っています。前期高齢者は令和 13年（２０３１年）までは減

少傾向にありますが，それ以降は増加に転じ，令和２２年（2040 年）には 42,６３１人まで増加すると見

込まれます。一方，後期高齢者は令和１０年（２０２８年）に 69,０６５人まで増加しますが，それ以降は減

少に転じるものと見込まれます。 

高齢者人口（推計）の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

高齢者人口（推計：詳細表） 

 
令和６年 

（2024年） 

令和７年 

（2025年） 

令和８年 

（2026年） 

令和 10年 

（2028年） 

令和 13年 

（2031年） 

令和 22年 

（2040年） 

総人口（Ａ） 317,608 313,716 309,715 301,451 288,529 247,636 

 

65歳未満 205,039 201,484 198,102 191,168 181,079 144,592 

65～74歳（Ｂ） 47,857 45,789 43,931 41,218 39,129 42,631 

75歳以上（C） 64,712 66,443 67,682 69,065 68,321 60,413 

高齢者人口（D） 112,569 112,232 111,613 110,283 107,450 103,044 

 
前期高齢化率（B）／（Ａ） 15.1% 14.6% 14.2% 13.7% 13.6% 17.2% 

後期高齢化率（C）／（Ａ） 20.4% 21.2% 21.9% 22.9% 23.7% 24.4% 

高齢化率（D）／（Ａ） 35.4% 35.8% 36.0% 36.6% 37.2% 41.6% 

※各年 10 月１日の実績，推計。推計はコーホート要因法による。 

 

  

（単位：人） 

（人） 
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22.0%

24.0%

0

5,000

10,000
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25,000

30,000

35,000

平成28年 平成29年 平成30年 令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年

要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２

要介護３ 要介護４ 要介護５ 認定率

20.0% 20.1%
20.3%

20.5%
20.8%

21.4%

21.8%
21.6%

19.4% 19.5% 19.5%
19.8%

20.0%
20.3%

20.5% 20.6%

17.9% 18.0% 18.0%
18.3%

18.5%
18.7%

18.9% 19.0%

14.0%

16.0%

18.0%

20.0%

22.0%

24.0%

平成28年 平成29年 平成30年 令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年

旭川市 北海道 全国

２ 要介護等認定者 

（１）要介護等認定者の推移 

本市の要介護等認定者数，認定率ともに令和４年（２０２２年）まで増加傾向にあり，令和５年（2023

年）は概ね同じ割合を維持しています。 

認定者数と認定率の推移（各年３月末日） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本市の認定率の水準は，北海道，全国と比較して高い水準で推移しています。 

認定率の推移（各年３月末日） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）厚生労働省「介護保険事業状況報告（年報）」 

 

（人） 

（出典）厚生労働省「介護保険事業状況報告（年報）」 
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4.8%

2.2%

4.5%

2.9%

2.0%

1.7%

2.1%

4.8%

2.4%

5.2%

2.7%

1.8% 1.8%
2.0%

5.1%

2.5%

5.7%

2.6%

1.8%
2.0% 2.0%

0.0%

1.0%

2.0%

3.0%

4.0%

5.0%

6.0%

要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

平成29年 令和２年 令和５年

要介護認定区分ごとの認定率を経年でみると，平成２９年（第６期計画期間）から令和５年（第８期計

画期間）にかけて，要支援１，２と要介護１，４の割合が増加しています。全体として，認定率は上がって

いますが，主に軽度者（要支援１，２と要介護１）が増加しており，重度化が進んでいる状況ではありませ

ん。 

要介護認定区分ごとの認定率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：介護保険事業状況報告（月報），平成 29 年，令和 2 年は３月末，令和５年は８月末 
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（２）要介護等認定者の推計 

地域包括ケア「見える化」システム※１における要介護等認定者数の推計は，令和３年度（２０２１年）か

ら令和５年（２０２３年）までの第１号被保険者※２数及び第２号被保険者※３数の実績及び将来推計人口

の推移を勘案し，算出しています。認定者数は，第１号被保険者においては令和２２年（２０４０年）まで

増加，第２号被保険者においては令和６～８年度は横ばいに推移するものの，その後，令和２２年

（2040 年）まで減少するものと推計します。第１号被保険者と第２号被保険者を合計した認定者数は，

令和２２年（２０４０年）まで増加するものと推計します。 

 ※１ 地域包括ケア「見える化」システム･･･地方自治体の介護保険事業（支援）計画等の策定・実行を支援するために，厚

生労働省が構築したシステム。一部の機能を除き，どなたでも閲覧が可能です。 

 ※２ 第１号被保険者…市町村又は特別区に住所を有する 65 歳以上の方 

 ※３ 第２号被保険者…市町村又は特別区に住所を有する 40 歳以上 65 歳未満の医療保険加入者 

認定者数（第１号被保険者）の実績と推計 

 実 績 推 計 

令和５年 

（2023年） 

令和６年 

（2024年） 

令和７年 

（2025年） 

令和８年 

（2026年） 

令和 10年 

（2028年） 

令和 13年 

（2031年） 

令和 22年 

（2040年） 

認定者数 24,412  24,683  25,266  25,866  27,017  28,625 30,968 

 要支援１ 5,719  5,763  5,902  6,022  6,289  6,627  6,714  

要支援２ 2,866  2,871  2,926  2,986  3,112  3,291  3,490  

要介護１ 6,448  6,441  6,530  6,686  6,969  7,371  7,909  

要介護２ 2,745  2,717  2,786  2,839  2,970  3,157  3,517  

要介護３ 2,040  2,060  2,078  2,122  2,221  2,358  2,627  

要介護４ 2,315  2,431  2,542  2,616  2,741  2,926  3,405  

要介護５ 2,279  2,400  2,502  2,595  2,717  2,896  3,306  

 ※各年度９月末の実績，推計（令和５年度は５月末時点） 

認定者数（第２号被保険者）の実績と推計 

 実 績 推 計 

令和５年 

（2023年） 

令和６年 

（2024年） 

令和７年 

（2025年） 

令和８年 

（2026年） 

令和 10年 

（2028年） 

令和 13年 

（2031年） 

令和 22年 

（2040年） 

認定者数 374  365  366  360  352  ３３７ 274 

 要支援１ 39  35  35  34  33  32  26  

要支援２ 37  39  40  40  39  37  30  

要介護１ 124  117  116  114  111  106  86  

要介護２ 55  56  56  55  54  51  42  

要介護３ 29  28  28  28  28  27  21  

要介護４ 33  30  30  28  28  27  23  

要介護５ 57  60  61  61  60  57  46  

 ※各年度９月末の実績，推計（令和５年度は５月末時点） 

（単位：人） 

（単位：人） 
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22.0% 22.3% 22.8%
23.5%

24.8%

27.0%

30.3%

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

35.0%

0

10,000

20,000

30,000

40,000

令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和10年度 令和13年度 令和22年度

要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２

要介護３ 要介護４ 要介護５ 認定率

 

認定者数（第１号・第２号被保険者計）の実績と推計 

 実 績 推 計 

令和５年 

（2023年） 

令和６年 

（2024年） 

令和７年 

（2025年） 

令和８年 

（2026年） 

令和 10年 

（2028年） 

令和 13年 

（2031年） 

令和 22年 

（2040年） 

認定者数 24,786  25,048  25,632  26,226  27,368 28,963 31,242 

 要支援１ 5,758  5,798  5,937  6,056  6,322  6,658  6,740  

要支援２ 2,903  2,910  2,966  3,026  3,151  3,328  3,520  

要介護１ 6,572  6,558  6,646  6,800  7,080  7,477  7,995  

要介護２ 2,800  2,773  2,842  2,894  3,023  3,208  3,559  

要介護３ 2,069  2,088  2,106  2,150  2,248  2,384  2,648  

要介護４ 2,348  2,461  2,572  2,644  2,769  2,954  3,428  

要介護５ 2,336  2,460  2,563  2,656  2,776  2,953  3,352  

※各年度９月末の実績，推計（令和５年度は５月末時点） 

  

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：人） 

実績値    推計値 （人） 
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第３章 旭川市の地域包括ケアシステムの現状と課題 
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未達成

達成

１ 旭川市の地域包括ケアシステム 

第６期計画以降，本市は地域包括ケアシステム構築に向けて，次のイメージを持って施策の推進を図

ってきました。 

 

旭川市地域包括ケアシステム構築のイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

２ 指標（目標）の達成状況 

第８期計画では施策体系に基づき，次の指標を設定していました。目標と実績は次のとおりとなってい

ます。 

 

基本目標１ 適切な介護サービスを受けることができる，持続可能な介護保険事業の運営 

指標 現状値 目 標 実績 達成 

人材不足を感じている事業所の割合 

※「大いに不足」「不足」「やや不足」を合わせた割合 

（R1介護労働実態把握調査，R4旭川市介護サー

ビス事業実態調査） 

50.4％ 

（令和元年度） 

現状値を 

下回る 

66.0％ 

（令和４年度） 

 

相談窓口としての地域包括支援センターの認知度 

※地域包括支援センターを知っていると回答した方の

割合 （旭川市介護予防・日常生活圏域ニーズ調

査） 

66.1％ 

（令和元年度） 

現状値を 

上回る 

68.2％ 

（令和４年度） 
 

介護サービス基盤の整備 

在宅医療・介護の

充実 

生活支援の基盤整備 

介護予防の効果的な

取組の強化 

安全・安心な 

住まいづくり 

地域包括ケアシステム

の構築 
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未達成

未達成

未達成

達成

基本目標２ 住み慣れた地域で安全・安心に暮らすことができる体制の強化 

指標 現状値 目 標 実績 達成 

暮らしやすいと感じている６０歳以上の方の割合 

※旭川市は暮らしやすいまちだと思うと回答した方の

割合 （旭川市民アンケート） 

60～69歳：
33.2% 

70歳以上：
39.2% 

（令和元年度） 

現状値を 

上回る 

60～69歳：
31.3% 

70歳以上：
42.4% 

（令和３年度） 

 

認知症に関する相談窓口の認知度 

※認知症に関する相談窓口を知っていると回答した

方の割合 （旭川市介護予防・日常生活圏域ニーズ

調査） 

30.0％ 

（令和元年度） 

現状値を 

上回る 

29.9％ 

（令和４年度） 

 

 

基本目標３ 心身ともに自立して健やかに暮らせる環境の充実 

指標 現状値 目 標 実績 達成 

「平均余命」※１と「平均自立期間」※２ 

（国保データベース（KDB）システム※３による算出） 

平均余命 

（令和元年度） 平均余命の

増加分を上

回る平均自

立期間の増

加 

平均余命 

（令和４年度） 

 男性：80.8歳 

女性：86.8歳 

男性：80.6歳 

女性：86.9歳 

平均自立期間 

（令和元年度） 

平均自立期間 

（令和４年度） 

男性：79.3歳 

女性：83.8歳 

男性：79.3歳 

女性：84.2歳 

第１号被保険者における要介護認定者に対する 

要介護３以上の認定を受けている方の割合 

26.9％ 

(令和２年９月) 

現状値を 

下回る 

27.2％ 

(令和５年５月) 

 

 

※１ 平均余命 

ある年齢の人々がその後何年生きられるかという期待値のこと。平均自立期間の比較対象の値として，ここでは 0 歳時点

の平均余命を示す。 

※２ 平均自立期間（健康寿命） 

日常生活動作が自立している期間の平均。要介護２以上認定者を日常生活に制限があるとしている。 

※３ 国保データベース（KDB）システム 

国民健康保険団体連合会が各種業務を通じて管理する給付情報（健診・医療・介護）等から，「統計情報」を保険者向けに情

報提供するシステム。 
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未達成

未達成

基本目標４ 多様な活躍ができ，互いに支え合える地域社会づくりの促進 

指標 現状値 目 標 実績 達成 

週 1回以上趣味や地域活動，仕事等何らかの活動

に参加している方の割合 

（旭川市介護予防・日常生活圏域ニーズ調査） 

43.1％ 

（令和元年度） 

現状値を 

上回る 

42.1％ 

（令和４年度） 

 

地域住民同士の助け合いを感じている 60歳以上

の方の割合 

※お互いに助け合いながら暮らしていると「感じてい

る」又は「少し感じている」を合わせた割合（旭川市

民アンケート） 

60～69歳：

45.3% 

70歳以上：

39.2% 

（令和元年度） 

現状値を 

上回る 

60～69歳：

39.9% 

70歳以上：

55.0% 

（令和４年度） 

 

 

基本目標５ 医療と介護の連携による切れ目のない支援体制の整備 

医療と介護の連携に係る取組は，第７期計画から推進してきました。 

本計画では，計画期間における取組状況とその到達状況を評価します。 

→ 取組状況については P.32。 

 

達成項目は「相談窓口としての地域包括支援センターの認知度」と「平均余命と平均自立期間」となっ

ています。継続的な啓発活動や，市民の意識の向上等から達成につながったものと考えられますが，値と

しては横ばいに近いとも考えられるため，引き続き啓発活動等に取り組む必要があります。 

 

未達成項目のうち，基本目標１の「人材不足を感じている事業所の割合」が顕著に増加しており，介護

サービスの提供体制を確保するための課題となっています。 

基本目標２の「暮らしやすいと感じている６０歳以上の方の割合」は，６０～６９歳が減少したために未達

成となっていますが，７０歳以上は増加しています。市民アンケートの他の年齢層の結果と比較しても，７０

歳以上は特に暮らしやすさを感じている割合が高く，高齢者が住みよいと感じられるまちになっていると

考えられます。「認知症に関する相談窓口の認知度」はほぼ横ばいのため，未達成となっています。引き

続き，認知症に関する正しい知識，相談窓口の周知を行っていく必要があります。 

基本目標３の「第１号被保険者における要介護認定者に対する要介護３以上の認定を受けている方の

割合」は増加しており，未達成となっています。高齢者人口における後期高齢者の比重が今後も増加する

ことが予想されるため，介護予防・重度化防止を推進することで，元気に地域で暮らす方の割合の向上に

努める必要があります。 

基本目標４の「週１回以上趣味や地域活動，仕事等何らかの活動に参加している方の割合」はほぼ横ば

いのため，未達成となっています。アンケートの回答では，現在も新型コロナウイルス感染症への懸念が

外出を避ける要因となっており，感染症対策をとりながら外出する重要性を啓発する必要があります。ま

た，「地域住民同士の助け合いを感じている６０歳以上の方の割合」は，６０～６９歳が減少，７０歳以上が

増加しており，引き続き，高齢者の社会参加，地域における支え合いを推進する必要があります。 

基本目標５については，入退院支援に重点的に取り組みました。今後は，自宅や施設での看取りがより

重要になると考えられ，そのための医療・介護関係者の協議に重点的に取り組む必要があります。 
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３ 地域包括ケアシステムの現状と課題 

（１）適切な介護サービスを受けることができる，持続可能な介護保険事業の運営 

【市の特性・課題】 

■有料老人ホーム・認知症対応型共同生活介護が，中核市の中でも特に多い。 

本市の施設・入所系サービスを他の中核市と比較すると，有料老人ホームの定員数が最も多く，ま

た，認知症対応型生活介護の定員数も中核市の中では充実しています。 

市内の施設・入所系サービスの定員（R5.4.1現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施設・入所系サービスの定員（中核市比較）※１ 

 
旭川市 中核市平均 

旭川市順位

（62市中） 

人口※２（人） 326,057 364,422 38 

高齢化率（％） 34.7 28.9 4 

特別養護老人ホーム（人）※３ 1,400 1,445  30  

介護老人保健施設（人） 922 949  32  

介護療養型医療施設（人） 59 59  14  

介護医療院（人） 195  167  12  

認知症対応型共同生活介護※４（人） 1,310  652 4 

有料老人ホーム※５（人） 7,061 2,529  1  

出典：中核都市要覧（令和４年度） 

※１ 出典資料の時点により，一部サービスの定員数が最新のものと異なります 

※２ 人口は令和４年３月末時点 

※３ 本表の特別養護老人ホームは，地域密着型を含みません 

※４ 認知症対応型共同生活介護のみ地域包括ケア見える化システムが出典 

※５ 有料老人ホームは，老人福祉法に規定するものを対象としており，全ての有料老人ホームと一部のサービス付 

き高齢者向け住宅を含みます 

 施設数 定員 

特別養護老人ホーム（地域密着型含む） 25 1,498 

介護老人保健施設 11 922 

介護療養型医療施設 2 59 

介護医療院 4 195 

認知症対応型共同生活介護（グループホーム） 81 1,319 

有料老人ホーム 270 6,316 

 介護付有料老人ホーム 21 797 

住宅型有料老人ホーム 243 5,394 

健康型有料老人ホーム 6 125 

サービス付き高齢者向け住宅 22 884 

 介護付 3 233 

一般 19 651 
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■在宅生活に必要なサービスとして，ショートステイ，訪問・通所系サービスが求められている。 

基礎調査では，在宅生活の維持が難しくなっている要介護者が，生活改善のために必要な「在宅

サービス」としては，「ショートステイ」の割合が最も高く，次いで「訪問介護，訪問入浴」，「通所介護，

通所リハビリテーション，認知症対応型通所介護」の順となっています。  

 

在宅生活の改善のために必要な「在宅サービス」  

サービス 人数（人） 割合（％） 

ショートステイ １０９ 39.5 

訪問介護，訪問入浴 ９４ ３４．１ 

通所介護，通所リハビリテーション，認知症対応型通所介護 ９２ 33.3 

訪問看護 64 23.2 

小規模多機能型居宅介護 64 23.2 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 50 １８．１ 

訪問リハビリテーション 36 13.0 

夜間対応型訪問介護 19 6.9 

看護小規模多機能型居宅介護 19 6.9 

 

出典：旭川市在宅生活改善調査（令和４年度） 

 

■介護人材の不足感を感じる事業所が増加。 

本市では，旭川市介護サービス事業所実態調査を実施し，事業所の経営状況や人材確保に関す

る実態把握に努めています。令和４年（２０２２年）に実施した調査においては，これまでと比較して特

に不足感が高まっています。 

・人材の不足感 

令和元年（2019 年）の介護労働実態調査と比較すると，令４年（２０２２年）調査においては人材不

足を感じている事業所（「大いに不足」～「やや不足」の合計）が大幅に増加しています。 

 

割合（％） 

大
い
に

不
足 

不
足 

や
や 

不
足 

適
当 

過
剰 

Ｒ４調査（ｎ＝329） 13.7 19.2 ３３．１ 34.0 0.0 

Ｒ１調査（ｎ＝255） 5.4 10.9 ３４．１ 48.8 0.8 

Ｈ29調査（ｎ＝280） 9.1 16.2 32.5 35.7 6.5 

 

 

  

出典：旭川市介護労働実態調査（平成２９年度，令和元年度），旭川市介護サービス事業所実態調査（令和４年度） 

＊現在の生活を改善するために必要なサービスとして「在宅サービス」を選んだ 276 人の集計結果（複数回答） 
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・職種ごとの不足感 

職種ごとの不足感（「大いに不足」～「やや不足」の合計）は，令和元年（２０１９年）調査と比較する

と，訪問介護員や看護職員の不足感が顕著に（１０ポイント以上）増加しています。 

 R４調査 
(n=329) 

R1調査
(n=255) 

H29調査
(n=280) 

割
合
（
％
） 

訪問介護員 79.9  50.4 74.7 

介護職員 73.2  67.9 66.3 

生活相談員 １８．７   9.4 １５．０ 

ケアマネジャー 25.9  28.3 １６．９ 

サービス提供責任者 ２６．１  28.0 １８．０ 

看護職員 33.0  ２１．３ ２１．１ 

ＰＴ・ＯＴ・ＳＴ等 １６．８  23.3 25.9 

全体で見た場合 66.0  50.4 57.8 

※それぞれ，当該職種がいない事業所は除外した割合。 

 

 

【第８期計画における市の取組】 

１ 施設整備 

第８期計画で定めた施設整備の方針と実績は，次のとおりです。 

介護療養型医療施設は，法改正により令和５年度末（２０２３年度末）で廃止となるため，各事業者

の判断のもとで介護医療院への転換もしくは廃止が進んでいます。 

また，認知症対応型共同生活介護は，一部事業所の廃止・定員数減はありましたが，計画の７６床

程度が整備される見込みです。特定施設入居者生活介護については，既存施設からの転換による整

備を計画していましたが，事業者の応募が十分になかったため，令和５年度（２０２３年度）から新規

創設も対象として募集することとしています。 

全体としては，施設・入所系サービスの定員は増加します。 

  

出典：旭川市介護労働実態調査（平成２９年度，令和元年度），旭川市介護サービス事業所実態調査（令和４年度） 
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第８期計画期間の施設・入所系サービス整備の動向 

種類 方針 結果 

特別養護老人ホーム 

（介護老人福祉施設） 

現状維持 
（第 7期：1,498床） 

現状維持 
（第 8期：1,498床） 

介護老人保健施設 
現状維持 
（第 7期：922床） 

現状維持 
※第８期中の定員数減：40床 
（第 8期：882床） 

介護療養型医療施設 

令和５年度末で廃止のため， 
介護医療院への転換を促進 
（第 7期：131床） 

介護医療院への転換：49床 
廃止：33床 
残：49床→令和５年度中に転換又は廃止 

介護医療院 

介護療養型医療施設からの転換の
見込み 
（第 7期：146床） 

介護医療施設からの転換：49床 

認知症対応型共同生活介護 

（グループホーム） 

現行のグループホームで２ユニット
に満たない施設の増床を優先し，
76床を整備 
（第 7期：1,352床） 

R３年度：37床整備 
R４年度：36床整備 
R５年度：45床整備予定 
※第８期中の廃止・定員数減：54床 
（第８期：1,416床予定） 

特定施設入居者生活介護 

231 床の混合型特定施設入居者介
護を整備 
（第 7期：1,429床） 

R３年度：58床整備 
R５年度：69床整備予定 
※第８期中の廃止：52床 
（第８期：1,504床予定） 

 

２ 介護人材の確保 

離職防止と定着促進を目的として，介護職員及び管理者向けオンライン研修と介護職員交流会を

実施し，令和３・４年度（２０２１・２０２２年度）で延べ３８９人の参加がありました。介護職員交流会につ

いては令和４年度（202２年度）に対面式で実施し，１９人の参加がありました。参加者へのアンケート

では，今後の業務に活用できるという声も多く，介護職員の資質・意欲の向上につながったと考えら

れます。 

新たな介護人材確保に向けた，学生を対象とした介護就労体験事業については，コロナ禍の影響

で実施ができていません。今後，若年層への介護の仕事への理解，魅力向上に係るアプローチを検

討する必要があります。 

外国人材の活用について，国や北海道の事業，本市の「外国人材採用セミナー・座談会・体験相談

会」について，各事業所へ周知を行いました。 

 

【総括】 

他都市と比較して，本市は有料老人ホーム，認知症対応型共同生活介護（グループホーム）が特に

充実しています。その一方で，今後も後期高齢者の増加に伴い，施設入所や在宅サービスの利用  

ニーズの増加が予想されるため，ニーズを踏まえたサービス提供体制を確保する必要があります。 

また，在宅生活を継続するためのサービスとして，ショートステイ，訪問介護，通所介護などのサービ

スを必要とする高齢者が多い現状がありますが，これらのサービス提供体制を確保するための介護

人材の確保が重要な課題となっています。 

介護サービス事業所実態調査では，人材不足の課題を抱えている事業所が顕著に増加しており，

今後も介護人材確保は厳しくなることが予想されますが，多様な人材の参入促進，介護職の魅力向上

など，介護現場の負担軽減や人材確保に向けた取組を推進する必要があります。 
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68.2

67.2

69.5

67.2

25.6

29.2

23.5

19.0

6.2

3.6

7.0

13.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(n=2,516)

65-74歳

(n=1,229)

75-84歳

(n=947)

85歳以上

(n=311)

はい いいえ 無回答

23.6%

26.5%

30.4%

33.3%

35.4%

26.2%

28.4%

29.5%

29.8%

31.0%

50.2%

45.1%

40.2%

36.9%

33.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成12年

（44,859世帯）

平成17年

（51,673世帯）

平成22年

（59,452世帯）

平成27年

（67,265世帯）

令和２年

（70,171世帯）

ひとり暮らし高齢者世帯 高齢者の夫婦のみ世帯 その他

（２）住み慣れた地域で安全・安心に暮らすことができる体制の強化 

【市の特性・課題】 

■高齢者のいる世帯の約半数以上が高齢者のみの世帯。 

高齢者のいる世帯は増加傾向にあり，高齢者のみの世帯（ひとり暮らし高齢者世帯と高齢者の夫

婦のみ世帯）も増加傾向にあります。令和２年（２０２０年）には７０,１７１世帯となっており，高齢者のみ

の世帯が占める割合も６６.４％となっています。 

高齢者のいる世帯の構成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：国勢調査 

■相談窓口（地域包括支援センター）の認知度は，いずれの年代も約 7割。 

基礎調査では，地域包括支援センターを知っていると回答した方の割合が６８.２%となっています。

年齢別にみると，「はい」と回答した方の割合に大きな違いはありません。 

前回調査の「はい」と回答した方の割合は６６.１％であり，大きな変化はありません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：旭川市介護予防・日常生活圏域ニーズ調査（令和４年度） 
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■介護者の高齢化が進む。 

基礎調査では，在宅の要介護者を介護しているのは６０代以上が６７.６％，８０歳以上も１４.９％と

なっています。前回調査と比較すると，主な介護者がより高齢化しています。 

 

出典：旭川市在宅介護実態調査（令和元年度，令和４年度） 

 

■介護者が不安に感じる介護に変化がみられる。 

基礎調査では，介護をする方が不安に思うのは「認知症状への対応」が２８.０％で，最も割合が高

くなっています。前回調査と比較すると，「日中の排泄」，「夜間の排泄」の割合が特に増加しています。 

 

出典：旭川市在宅介護実態調査（令和元年度，令和４年度） 

0.0%

0.0%

0.4%

4.7%

21.1%

33.1%

19.6%

14.9%

0.0%

6.2%

0.0%

0.3%

1.2%

6.1%

26.1%

27.9%

17.6%

13.3%

3.0%

4.5%

0% 20% 40%

20歳未満

20代

30代

40代

50代

60代

70代

80歳以上

わからない

無回答

今回調査（n=275）

前回調査（n=330）

20.4%

22.2%

8.7%

21.1%

4.7%

4.0%

15.3%

27.6%

15.3%

28.0%

3.3%

14.2%

11.6%

9.5%

8.0%

6.5%

0.7%

11.3%

6.9%

14.7%

3.8%

18.8%

4.1%

3.1%

16.6%

30.1%

8.5%

21.9%

0.9%

12.5%

14.1%

4.7%

6.9%

10.0%

13.5%

6.0%

0% 20% 40%

日中の排泄

夜間の排泄

食事の介助（食べる時）

入浴・洗身

身だしなみ（洗顔・歯磨き等）

衣服の着脱

屋内の移乗・移動

外出の付き添い、送迎等

服薬

認知症状への対応

医療面での対応（経管栄養、ストーマ 等）

食事の準備（調理等）

その他の家事（掃除、洗濯、買い物 等）

金銭管理や生活面に必要な諸手続き

その他

不安に感じていることは、特にない

主な介護者に確認しないと、わからない

無回答

今回調査（n=275）

前回調査（n=319）
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7,126 6,986 7,838 7,909 7,991 

4,407 4,704 
5,049 5,028 5,414 

11,533 11,690 

12,887 12,935 
13,405 

10.4% 10.4%

11.4% 11.4%
11.8%

0.0%

3.0%

6.0%

9.0%

12.0%

0

5,000

10,000

15,000

20,000

平成30年 令和元年 令和２年 令和３年 令和４年

Ⅱ Ⅲ以上 高齢者人口に占める割合

(人)

0.6%
2.0% 3.4%

6.2%

12.9%

21.9%

40.0%

0.3% 1.3%
2.9%

7.2%

15.7%

32.1%

56.4%

0%

20%

40%

60%

60～64歳 65～69歳 70～74歳 75～79歳 80～84歳 85～89歳 90歳以上

男性 女性

■認知症高齢者の状況 

・認知症高齢者 

要介護認定者の中で認知症高齢者数（「認知症高齢者の日常生活自立度」がⅡ以上）は増加

傾向であり，高齢者人口に占める認知症高齢者の割合は１１.８％（令和４年）となっています。 

認知症高齢者数（自立度Ⅱ以上） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：旭川市（各年 10 月１日現在） 

 

・認知症高齢者は年齢とともに大きく増加。 

年齢ごとの認知症高齢者の割合（人口に占める認知症高齢者の割合）は，高齢になるにつれ増

加しています。特に９０歳以上になると，男性の４０.０%，女性の５６.４%が認知症となっています。 

年齢ごとの認知症有病率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：旭川市（令和４年 10 月１日現在） 
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14.1

14.1

62.0

61.3

16.1

16.8

1.0

2.2

6.7

5.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回調査

(n=2,516)

前回調査

(n=2,762)

よく知っている ある程度知っている あまり知らない 全く知らない 無回答

・認知症に関する支援 

本市は，医療・福祉や地域において認知症に関する支援体制を構築しており，必要に応じて連

携しながら，支援を行っています。 

市内の認知症に関する主な支援（R5.12.1現在） 

分野 支援名 概要 数 

医療 認知症疾患医療センター 認知症に関する専門医療相談や鑑別診断などを行う，

地域の認知症疾患対策の拠点。 
２か所 

もの忘れ外来設置医療機関 もの忘れ・認知症を心配する人を対象とした外来。もの

忘れ・認知症の原因精査と介護指導，必要に応じ治療

導入を行います。 

２か所 

福祉 地域包括支援センター 高齢者の，介護・福祉・保健・医療など様々な課題の総

合相談窓口。 
11か所 

認知症対応型共同生活介護 

（グループホーム） 

認知症の利用者を対象にして，家庭的な環境のもとで

食事や入浴などの日常生活上の支援や，機能訓練など

のサービスを提供します。 

82か所 

認知症対応型通所介護 認知症の利用者を対象にして，食事や入浴などの日常

生活上の支援や，機能訓練や口腔機能向上サービスな

どを日帰りで提供します。 

13か所 

連携 認知症初期集中支援チーム 認知症支援に携わる医療や介護の専門職がチームとな

り，認知症が疑われる人のご家庭を訪問し，適切なサー

ビスにつなぐ支援を行います。 

２チーム 

地域 認知症サポーター 認知症に対する正しい知識と理解に関する研修を修了

し，地域で認知症の人やその家族に対してできる範囲

で手助けする人。 

35,３１４人 

認知症カフェ 孤立しがちな認知症の人やそのご家族などが集い，交

流を行う場。 
１４か所 

認知症家族会 認知症の人の家族と，かつて経験したことのある家族の

つどい。介護講座，相談事業などの活動を行います。 
12か所 

 

・認知症について「よく知っている」人は約１割。 

認知症について知っている（「よく知っている」と「ある程度知っている」の合計）と回答した方の

割合が７６.１%，知らない（「あまり知らない」と「全く知らない」の合計）と回答した方の割合は，   

１７.１％となっています。前回調査との比較では，大きな変化はありません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：旭川市介護予防・日常生活圏域ニーズ調査（令和元年度，令和４年度） 
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12.9%

8.7%

30.0%
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18.4%

15.7%

0% 20% 40% 60%

認知症になっても、できないことを自ら工夫して補いながら、今ま

で暮らしてきた地域で 今までどおり自立的に生活できる

認知症になっても、医療・介護等のサポートを利用しながら 今ま

で暮らしてきた地域で生活していける

認知症になると、身の回りのことができなくなり、介護施設に入っ

てサポートを利用する必要がある

認知症になると、暴言，暴力など周りの人に迷惑をかけてしまうの

で、今まで暮らしていた地域で生活することが難しくなる

認知症になると、症状が進行していき 何もできなくなってしまう

無回答

今回調査

(n=2,516)

前回調査

(n=2,762)

・認知症に対する関心は高まっている。 

認知症に対して持つイメージとして「認知症になると，身の回りのことができなくなり，介護施設

に入ってサポートを利用する必要がある」と回答した方の割合が４９.６％と最も高く，次いで「認知

症になっても，医療・介護等のサポートを利用しながら，今まで暮らしてきた地域で生活していける」

と回答した方の割合が高くなっています。 

前回調査との比較では，全体的に回答した割合が高くなっており，認知症について調べたり考え

たりする高齢者が増加していることがうかがえます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：旭川市介護予防・日常生活圏域ニーズ調査（令和元年度，令和４年度） 

【第８期計画における市の取組】 

１ 地域ケア会議 

人口減少やひとり暮らし高齢者の増加等により，様々な課題の複合した困難事例が増加すること

が予想されることから，効果的なケアマネジメントによる課題解決や多職種連携ネットワーク構築，個

別課題の集積による地域課題の分析を目的として，自立支援型地域ケア個別会議等を令和３年度

（２０２１年度）から開催しています。 

 

２ 認知症対策 

・認知症サポーターの養成 

認知症の普及啓発を行う認知症サポーター養成講座と，認知症サポーターを地域でのボラン

ティア活動等につなげるための認知症サポーターステップアップ講座を開催しています。令和５年

（２０２３年）９月時点では，人口当たりの認知症サポーターは約１１％（３５,３１４人）となっており，

全国・北海道平均と同等の割合となっています。 

しかし，コロナ禍の影響で講座の開催が十分にできなかったことから，認知症サポーター養成

数は減少しています。このため，アフターコロナにおける講座の開催を積極的に進めていく必要が

あります。 
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・認知症初期集中支援チーム 

認知症に関する困難事例については，認知症初期集中支援チームでの対応をしており，多職

種連携による支援を実施しています。困難事例の対応が中心となっているため，軽度者を含む認

知症初期の支援を行うための取組を検討する必要があります。 

・認知症カフェ，認知症家族会 

認知症高齢者やその家族の相談やレスパイト※を目的として，地域包括支援センターにより認

知症カフェや認知症家族会を開催しています。コロナ禍で開催回数が減少傾向にありましたが，

今後，再開に向けて開催方法を検討する必要があります。 

・認知症高齢者見守り事業 

認知症に関する講習を受講した市民（提供会員）が，認知症高齢者の見守りや話し相手などを

行う事業を実施しています。活動件数は減少しており，今後，更に周知活動を行い，活動件数を

増やしていく必要があります。 

 

【総括】 

効果的なケアマネジメントによる課題解決や多職種連携ネットワーク構築，個別課題の集積による

地域課題の分析を目的とした自立支援型地域ケア個別会議を設置し，多職種連携による対応のでき

る体制整備に取り組みました。専門職の意見をケアプランに反映していく仕組みはまだ十分ではなく，

会議の運営について検討が必要ですが，多職種連携のための重要な取組であり，今後も継続して取

り組む必要があります。 

認知症対策は，これまでの取組を継続しています。コロナ禍の影響で，認知症サポーター養成講座

や認知症カフェ等の開催が減少しており，アフターコロナにおける開催のあり方を検討する必要があ

ります。認知症初期集中支援チームについては，認知症の方やその家族への初期の支援を包括的・集

中的に行い，住み慣れた地域で安心・安全な生活を送ることができる支援体制の整備を進めていく必

要があります。 

 

※レスパイト 育児や介護をしている家族に，一時的に育児や介護を肩代わりすることでリフレッシュしてもらうこと。 
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（３）心身ともに自立して健やかに暮らせる環境の充実 

【市の特性・課題】 

■在宅サービス利用率が増加。 

介護サービス利用率（受給率）は，介護予防・日常生活支援総合事業を開始した平成２９年度  

（２０１７年度）に在宅サービスが減少していますが，その後増加傾向にあります。 

介護サービス利用率※の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※高齢者に占めるサービス利用者の割合 

出典：地域包括ケア見える化システム（令和３・４年は暫定値） 

■介護予防に資する通いの場が充実している。 

市民が継続的に介護予防に取り組むためには，地域に介護予防に取り組む通いの場があることが

重要です。本市では，市民主体の通いの場が増加し続けており，特に平成２９年度（２０１７年度）から

令和２年度（２０２０年度）にかけて大幅に増えました。 

週１回以上開催の通いの場の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：地域包括ケア見える化システム（介護予防事業及び介護予防・日常生活支援総合事業の実施状況に関する調査） 
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本市における通いの場への参加率は，北海道や全国より高くなっています。また，高齢者人口が同

程度の中核市と比較しても，参加率が高く，本市の通いの場は充実していると考えられます。 

通いの場への参加率※ 

単位：％ 旭川市 北海道 全国 

週１回以上の通いの場への参加率 4.4 1.6 2.1 

月１回以上の通いの場への参加率 7.7 3.9 5.2 

※高齢者に占める参加した人の割合 

出典：地域包括ケア見える化システム（令和２年度実績から算出） 

【第８期計画における市の取組】 

第７期～第８期計画期間においては，特に市民主体の通いの場の立ち上げ支援に取り組んでおり，

筋肉らくらくアップクラブ（自主化支援強化プログラム）等の介護予防教室を，地域包括支援センターと

連携しながら実施しています。教室終了後には，参加者が自主サークルとして活動を継続することを促

進し，通いの場の増加につながっています。 

 

【総括】 

後期高齢者の増加に伴い，認定率が増加傾向にあり，主に在宅サービスの利用が増加しています。

地域での在宅生活を継続していくためには，必要に応じて在宅サービスを利用するとともに，市民一

人ひとりが介護予防や健康維持に取り組むことが重要です。このため，介護予防や交流に取り組む通

いの場は重要な拠点となります。 

国は地域支援事業実施要綱において，月１回以上の通いの場への参加率を８％とすることを目指す

と明記しており，本市は令和４年度で８．１％となっていますが，今後は後期高齢者が更に増加すること

が予想されるため，継続的に通いの場の開催促進に取り組む必要があります。 

 

（４）多様な活躍ができ，互いに支え合える地域社会づくり 

【市の特性・課題】 

■生活支援体制整備事業から重層的支援体制整備事業へ移行。 

本市は，高齢者の生活課題への支援のために生活支援体制整備事業を推進してきましたが，複合

的な課題を抱える世帯が増加している状況を踏まえ，令和４年度（２０２２年度）より，重層的支援体

制整備事業を実施することとしました。 

これに伴い，社会福祉協議会における体制は，従来の４名の生活支援コーディネーターから，統括

支援員１名・地域まるごと支援員８名となり，高齢者に限らず分野横断的に地域の福祉課題への対応

をすることとなりました。 

 

 

 



31 

 

■コロナ禍においてもボランティアの担い手に目立った減少はなし。 

市民によるボランティア活動は，コロナ禍による活動制限などはありましたが，登録団体や登録者

数は減少することなく推移しています。 

ボランティア活動登録団体の推移 

 平成 30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

ボランティア活動登録団体数（件） 145 265 275 275 279 

ボランティア活動登録者数（件） 442 500 496 497 525 

ボランティア新規活動団体数（件） 29 91 12 8 15 

ボランティア新規活動者数（件） 63 130 28 66 67 

資料：旭川市社会福祉協議会 事業報告（令和４年度） 

 

【第８期計画における市の取組】 

高齢者の日常的な生活課題を解消するためには，介護保険サービスで全てを対応するのは難しく，

地域の助け合い・支え合いが不可欠です。 

第８期計画期間においては，先述の生活支援体制整備事業から重層的支援体制整備事業への移行

を行い，地域の社会資源を高齢者に限らず福祉課題の解決につなげていくこととしました。福祉課題が

複合化・複雑化する中で，各地域で協議体を開催し，分野横断的な解決を図ることを目指しています。 

従来からの取組も継続して実施しており，特に市民同士の助け合いを促進するために，地域お助け

隊（自主的な有償ボランティア）や長寿社会生きがい振興事業（高齢者の支え合いや生きがい活動への

費用補助）を実施しています。また，福祉除雪サービスにより，自力で除雪の難しい高齢者の支援も継

続していますが，提供会員の不足によりマッチングのできないケースが出ており，提供会員の確保が必

要な状況です。 

 

【総括】 

コロナ禍でボランティアをやめる人や団体が全国的にみられる中，本市においては，新規の活動団

体・活動者に影響はみられたものの，ボランティアセンターの登録団体・登録者には目立った減少はあ

りませんでした。 

ひとり暮らし高齢者の増加や地域の関係性の変化などにより，複合課題が増加する中，分野横断的

な包括的な支援を行っていくために，ボランティア等市民と協働で新たな重層的な支援体制の構築を

していくことが重要です。地域課題に対して包括的な支援体制を検討する中で，地域の支援とのマッ

チングを行っていく必要があります。 

 

 

  



32 

 

（５）医療と介護の連携による切れ目のない支援体制の整備 

【市の特性・課題】 

■コロナ禍を通じ，自宅※１での死亡・老人ホーム※２での死亡の割合が増加するも，全国よりも低

水準。 

本市の自宅での死亡の割合は令和３年（２０２１年），老人ホームでの死亡の割合は令和元年   

（２０１９年）から令和２年（２０２０年）にかけて増加がみられます。コロナ禍により，病院へ入院した際

の面会制限があり，本人・家族が病院以外での最期を検討するようになったことがうかがえます。 

しかし，全国の水準と比較すると，自宅での死亡・老人ホームでの死亡の割合は低くなっています。 

自宅での死亡の推移 

単位：％ 平成 27年 平成 28年 平成 29年 平成 30年 令和元年 令和２年 令和３年 

旭川市 10.9 10.8 9.9 10.9 11.3 11.1 13.0 

全国 12.7 13.0 13.2 13.7 13.6 15.7 17.2 

老人ホームでの死亡の推移 

単位：％ 平成 27年 平成 28年 平成 29年 平成 30年 令和元年 令和２年 令和３年 

旭川市 3.9 4.8 4.6 4.5 5.4 6.5 6.0 

全国 6.3 6.9 7.5 8.0 8.6 9.2 10.0 

出典：人口動態調査（死亡総数に対する割合） 

※１「自宅」には，自宅の他にグループホーム，サービス付き高齢者向け住宅を含む。 

※２「老人ホーム」とは,養護老人ホーム及び特別養護老人ホーム，軽費老人ホーム，有料老人ホームをいう。 

 

病院以外での最期を検討する際には，地域の在宅医療の提供状況が重要です。類似都市（高齢

者数が１０万人以上，高齢化率３０％以上の中核市）と比較すると，本市の人口当たりの訪問診療・在

宅ターミナルケアの利用者数は高い水準ではありません。 

また，特に在宅ターミナルケアの利用者数が多い都市は，自宅での死亡の割合が高くなっていま

す。 

10万人当たり在宅医療の利用状況（他市比較） 

単位：人(10万人当たり) 旭川市 函館市 いわき市 横須賀市 奈良市 和歌山市 長崎市 

訪問診療（R1） 7,440 8,729 6,495 13,231 11,478 13,316 8,782 

在宅ターミナルケア（R1） 74 56 89 268 99 121 88 

自宅での死亡率（Ｒ３） 13.0 11.8 15.1 25.1 19.6 18.4 16.2 

※対 10 万人利用者比率（レセプト件数ベース） 

出典：訪問診療，在宅ターミナルケア利用者数は厚生労働省「医療計画作成支援データブック」から算定。 

自宅での死亡率は地域包括ケア見える化システム。 

  



33 

 

16.4

17.1

16.8

12.9

73.3

76.3

72.0

65.3

3.0

2.6

2.9

5.1

7.4

4.0

8.3

16.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(n=2,516)

65-74歳

(n=1,229)

75-84歳

(n=947)

85歳以上

(n=311)

よく知っている 言葉は聞いたことはあるが、詳しくは知らない 聞いたことがない 無回答

■在宅医療について「よく知っている」人は約２割。 

基礎調査では，在宅医療について「よく知っている」と回答した方は全体の１６.４％，「言葉は聞いたこ

とはあるが，詳しくは知らない」と回答した方は全体の７３.３％となっています。年齢別でみると，８５歳

以上の認知度が低くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：旭川市介護予防・日常生活圏域ニーズ調査（令和４年度） 

 

【第８期計画における市の取組】 

在宅医療及び介護連携推進検討会を継続的に開催し，医療・介護関係者の意見を踏まえながら，連

携推進に取り組んでいます。 

第８期計画期間においては，入退院支援に関することを重点的に取り組んできました。医療機関とケ

アマネジャー等の連携のための「旭川市入退院時の医療と介護の連携の手引」の普及啓発や，相談窓

口における対応（委託先：市立旭川病院）を推進するとともに，市民に対しては「あさひかわ安心つなが

り手帳」や「在宅医療・介護ガイドブック」を配布しました。 

 

【総括】 

医療と介護の連携が重要な場面は，①日常の療養支援，②入退院支援，③急変時の対応，④看取

りと考えられ，第８期計画期間においては②入退院支援について重点的に取り組みました。今後は，自

宅や施設で最期を迎えるための④看取りを重点的に取り組めるよう，在宅医療及び介護連携推進検

討会等において協議を進めていく必要があります。 
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第４章 基本理念・基本目標 
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基 本 目 標 

基本目標１ 高齢者の自立を支える適切なサービス提供基盤の整備 

基本目標２ 高齢者と家族が住み慣れた地域で安全・安心に暮らし続けられる支援体制の深化 

基本目標３ 介護予防のための市民の主体的な取組の推進 

基本目標４ 生きがいや役割を持ち，互いに支え合える地域社会づくりの促進 

基本目標５ 医療と介護の連携による切れ目のない支援体制の整備 

１ 計画の基本理念 

本市の最上位計画である第８次総合計画では，「世界にきらめく いきいき旭川 ～笑顔と自然あふ

れる 北の拠点～」を目指す都市像としています。また，総合計画における地域福祉や高齢者福祉の分

野については，「互いに支え合う福祉の推進」を掲げ，住み慣れた地域での福祉サービス整備や，地域

における支え合いの構築に取り組んでいます。 

国を先行する本市の高齢化の中で，これまで地域包括ケアシステムを構築してきましたが，地域課題

の複雑化・複合化や担い手不足の深刻化が依然課題として残っています。団塊の世代が全員７５歳以

上となる２０２５年を迎え，生産年齢人口の減少が加速する中で，誰もが住み慣れた地域で自分らしい

生活を継続していくためには，地域の支え合いの仕組みである「地域包括ケアシステム」を本市の地域

特性に合わせてより深化・充実させることが必要となります。 

こうしたことから，第９期計画ではこれまでの理念を継承し，引き続き基本理念の実現を目指した施

策を進めます。 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

２ 計画の基本目標 

（１）基本目標 

本計画の施策の展開に当たっては，これまでの取組を更に深化・推進することを目指すことから，こ

れまでの基本目標を継承し，次のように設定します。  

 

 

 

 

 

  

基 本 理 念 

市民が共に支え合い，高齢者が生きがいと尊厳を持ち，可能な限り 

住み慣れた地域で自分らしく活き活きと暮らすことができるまちづくり 
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（２）基本目標実現に向けた方向性 

基本目標１ 高齢者の自立を支える適切なサービス提供基盤の整備 

高齢者が介護を要する状態になっても，その方の能力に応じた自立した，自分らしい生活を支援す

るためのサービス提供体制の整備，介護人材の確保を図ります。また，介護保険事業運営の持続性を

確保するため，要介護等認定の適正化やケアプラン点検等を通じて介護給付の適正化に取り組みます。 

 

基本目標２ 高齢者と家族が住み慣れた地域で安全・安心に暮らし続けられる支援体制の深化 

高齢者とその家族が地域で孤立することなく，安全・安心に暮らすことができるよう，相談・支援体制

や地域の見守り，除雪支援体制等を整備します。また，認知症の高齢者が自分らしく暮らし続けること

ができる地域づくりを推進します。 

 

基本目標３ 介護予防のための市民の主体的な取組の推進 

それぞれの高齢者に対応した介護予防・重度化防止のための主体的な取組を推進するため，健康づ

くりや介護予防に関する普及啓発，地域における通いの場の充実を図ります。また，疾病から要介護状

態への進行を防止するため，保健事業と介護予防の一層の連携を図ります。 

 

基本目標４ 生きがいや役割を持ち，互いに支え合える地域社会づくりの促進 

高齢者が生きがいを持てるよう地域活動や就労的活動等の多様な活動機会の充実を図るとともに，

互いに支え合う地域社会づくりを促進します。また，地域包括支援センターや地域まるごと支援員を中

心に，市民と地域課題を共有し，その方策を検討します。 

 

基本目標５ 医療と介護の連携による切れ目のない支援体制の整備 

医療と介護を必要とする高齢者が，住み慣れた地域で安心して暮らし続けることができるよう，医療

機関と介護事業所等の連携体制を構築し，切れ目のない支援体制を整備します。 
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高齢者の自立を支える
適切なサービス
提供基盤の整備

生きがいや役割を持ち，
互いに支え合える

地域社会づくりの促進

高齢者と家族が
住み慣れた地域で安全・安心に

暮らし続けられる支援体制の深化

介護予防のための
市民の主体的な
取組の推進

医療と介護の連携に

よる切れ目のない支援

体制の整備

（３）基本目標と地域包括ケアシステムの関連性 

地域包括ケアシステムは，本人の選択と本人・家族の心構えに基づき，５つの構成要素（住まい，医療，

介護，予防，生活支援）が相互に関係しながら一体的に提供されるものとして，植木鉢のようなイメージ

が提示されてきました。 

本計画の基本目標（施策体系）と地域包括ケアシステムは次のような関連性を持ちます。この考えを

踏まえながら，地域特性や地域資源を考慮して，本市としての地域包括ケアシステムの深化・推進に向

けた施策を展開します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

市民が共に支え合い，高齢者が生きがいと尊厳を持ち，可能な限り 

住み慣れた地域で自分らしく活き活きと暮らすことができるまちづくり 

それぞれの施策が相互に関係し，連動しながら， 

地域包括ケアシステムを推進 
基

本

理

念

を
達

成

す
る
た
め
の
基

本

目

標 

旭
川
市
高
齢
者
保
健
福
祉
計
画
・
介
護
保
険
事
業
計
画
の
推
進 

基本理念 

地域包括ケアシステムのイメージとして，国は植木鉢に例えたイメージを示しています。 

本人・家族がどのように心構えを持つかという地域生活を継続する基礎を皿と捉え，生活の

基盤となる「住まい」を植木鉢，その中に満たされた土を「介護予防・生活支援」，専門的なサー

ビスである「医療・看護」「介護・リハビリテーション」「保健・福祉」を葉として描いています。 
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重点施策１ 介護人材確保の推進 重点施策２ 介護給付の適正化 

重点施策３ 認知症施策の推進 重点施策４  

重点施策５ 地域支え合い活動の推進 重点施策６ 在宅医療・介護連携の推進 

３ 施策体系 

基本理念   地域包括         基本目標                   施 策    
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 重点施策 

本市の地域包括ケアシステム深化・推進のために，特に重要な次の施策を，本計画の重点施策としま

す。 

 

 

 

 

 

医療と介護の連携による 

切れ目のない支援体制の

整備 

 

（１）介護人材確保の推進      重点 

（２）介護保険制度の円滑な推進  

（３）介護給付の適正化       重点 

（４）介護保険制度の周知 

（５）自立支援のための介護サービス 

提供の推進 

市
民
が
共
に
支
え
合
い
、
高
齢
者
が
生
き
が
い
と
尊
厳
を
持
ち
、
可
能
な
限
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住
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慣
れ
た
地
域
で
自
分
ら
し
く
活
き
活
き
と
暮
ら
す
こ
と
が
で
き
る
ま
ち
づ
く
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（１）在宅医療・介護連携の推進   重点 

高齢者と家族が住み慣れた

地域で安全・安心に暮らし

続けられる支援体制の深化 

高齢者の自立を支える適切

なサービス提供基盤の整備 

介護予防のための市民の

主体的な取組の推進 

生きがいや役割を持ち， 

互いに支え合える地域社会

づくりの促進 

 
（１）相談体制・支援体制の充実 

（２）生活支援体制の強化 

（３）認知症施策の推進         重点 

（４）権利擁護の推進 

（５）高齢者の住環境の整備 

（６）老人福祉施設の整備 

（７）雪対策等の推進 

（８）防犯・交通安全の推進 

 

（１）介護予防・重度化防止の推進 重点 

（２）健康づくりの推進 

（３）疾病の予防及び早期発見 

（４）感染症対策の推進 

 

（１）多様な学習・活躍機会等の提供 

（２）地域活動の推進 

（３）就業機会の充実 

（４）地域支え合い活動の推進    重点  

（５）交流機会の充実 

介
護 

住
ま
い 

予
防 
生
活
支
援 

医
療 

ケアシステム  
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第５章 日常生活圏域 
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１ 日常生活圏域の考え方 

日常生活圏域とは，高齢者が住み慣れた地域で生活を継続できるよう支援するための環境整備を

行う一つの単位で，市町村が地理的条件などを勘案して設定します。本市は，第６期計画以降，１１圏域

としています。 

本計画においては，第６期計画以降，地域の人口構成や特性に大きな変化が生じていないことから，

引き続き１１圏域において施策を展開することとします。 

 

 

 

 

 

 

  

高齢化率 

34.3% 

高齢化率 

35.3% 

高齢化率 

34.1% 

高齢化率 

37.1% 

高齢化率 

32.0% 

高齢化率 

32.5% 

高齢化率 

33.7% 

高齢化率 

37.0% 

高齢化率 

35.6% 

この地図の作成に当たっては，国土地理院長の承認を得て， 

同院発行の 2万 5千分の１地形図を使用した。 

（承認番号 平 26情使，第 202-GISMAP33458号） 

高齢化率 

39.5% 

高齢化率 

34.0% 

人口及び高齢者数は令和５年１０月１日現在 

（人）  

（人）  

（人）  

（人）  

（人）  

（人）  

（人）  

（人）  

（人）  

（人）  

（人）  
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２ 日常生活圏域の現状 

（１）中央圏域 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本情報 （R5.10.１現在） 

圏域面積 9.7km2 14歳以下人口 2,040人 

圏域内人口 27,071人 15～64歳人口 14,995人 

高齢化率 37.1% 65歳以上人口 10,036人 

施設系・居住系サービスの定員数 （R5.10.1 現在） ※サービス付き高齢者向け住宅の定員は居室数 

サービス名 事業所数/定員 サービス名 事業所数/定員 

介護老人福祉施設 1 100 介護付有料老人ホーム 3 160 

介護老人保健施設 1 86 健康型有料老人ホーム 1 6 

介護医療院 1 50 住宅型有料老人ホーム 25 555 

施設系サービス計 3 236 サービス付き高齢者向け住宅 7 296 

 養護老人ホーム 1 50 

認知症対応型共同生活介護 10 171 

居住系サービス計 47 1,238 

高齢者数に対する整備率 14.7% 

圏域内の医療機関等  

病院 一般診療所 歯科 薬局 訪問診療 訪問歯科 訪問看護 

17 56 32  49 10 11 8 

※ 訪問診療は病院，一般診療所の内数。訪問歯科は歯科の内数。 

※ 出典 「病院，一般診療所，歯科，薬局」：保健所保有情報から長寿社会課で編纂 

「訪問看護」：地域医療情報システム 

「訪問診療，訪問歯科」：北海道医療機能情報システム 

  以降の表も同様  

宮前１条１丁目，宮前２条１・２丁目，亀吉全域，曙全域，

曙北全域，常磐公園，上常盤町全域，中常盤町全域，

常盤通全域，宮下通・１条通１～17 丁目，２条通～10 条

通全域，11条通 19～23丁目（11条通 23丁目は朝日団

地を除く。）及び２条西～９条西全域 

 

地域 

・市役所（総合庁舎）や文化施設をはじめとする公共施

設，大規模商業施設や飲食店，総合的な病院等，高次

都市機能が多数集積している。 

・旭川駅や１条通を中心に，北海道中央部の公共交通の

総合的な結節点となっている。 

地域特性 

市民委員会：西，中央，大成，朝日 
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■地域包括支援センターと施設系サービスに係る施設の位置 

 

 

  

●介護老人保健施設 さくら館 

●沼崎介護医療院 

この地図の作成に当たっては，国土地理院長の承認を得て，同院発行の２万５千分の１の 

地形図を使用した。（承認番号 平 26情使，第 202-GISMAP33458号） 

●中央地域包括支援センター 

旭川駅 □ 

□ 

旭川四条駅 

●特別養護老人ホーム 楽生園 
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（２）豊岡圏域 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本情報 （R5.10.１現在） 

圏域面積 4.8km2 14歳以下人口 2,473人 

圏域内人口 23,448 15～64歳人口 12,924人 

高齢化率 34.3% 65歳以上人口 8,051人 

 

施設系・居住系サービスの定員数 （R5.10.１現在） 

サービス名 事業所数/定員 サービス名 事業所数/定員 

介護老人福祉施設 - - 介護付有料老人ホーム 4 113 

介護老人保健施設 1 100 住宅型有料老人ホーム 8 187 

介護医療院 1 17 認知症対応型共同生活介護 6 99 

施設系サービス計 2 117 居住系サービス計 18 399 

高齢者数に対する整備率 6.4% 

 

圏域内の医療機関等  

病院 一般診療所 歯科 薬局 訪問診療 訪問歯科 訪問看護 

1 12 16  11 1 9 0 

  

・中心市街地と郊外農業地の中間に位置し，住宅地が形成される地域。 

・中心市街地へのアクセスも良く，医療機関や商業施設もあり，生活利便は充実している。 

・隣接する東光地域や東旭川地域から，本地域内の商業施設等への往来がある。 

・公共交通は路線バスのみだが，運行本数は多い。 

地域特性 

11 条通 23 丁目（朝日団地），豊岡１・２条１～４丁目，

豊岡３条１～４丁目，豊岡４・５条１～７丁目（豊岡４条

５丁目は３～８番，豊岡４条６丁目は２～８番），豊岡６

～13 条１～９丁目，豊岡 14 条３～９丁目（豊岡 14 条

９丁目は１･２番），豊岡 15 条４～８丁目（豊岡 15 条８

丁目は１番）及び豊岡 16条７丁目 

地域 

市民委員会：愛宕，新豊岡，豊岡 
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■地域包括支援センターと施設系サービスに係る施設の位置 

 

 

 

  

●豊岡地域包括支援センター 

□ 

旭川四条駅 

●介護老人保健施設 フェニックス 

この地図の作成に当たっては，国土地理院長の承認を得て，同院発行の２万５千分の１の

地形図を使用した。（承認番号 平 26情使，第 202-GISMAP33458号） 

●佐藤内科医院介護医療院 

□ 

新旭川駅 
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（３）東旭川・千代田圏域 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本情報 （R5.10.１現在） 

圏域面積 154.5km2 14歳以下人口 2,956人 

圏域内人口 27,439人 15～64歳人口 14,805人 

高齢化率 35.3% 65歳以上人口 9,678人 

施設系・居住系サービスの定員数 （R5.10.１現在）※サービス付き高齢者向け住宅の定員は居室数 

サービス名 事業所数/定員 サービス名 事業所数/定員 

介護老人福祉施設 5 240 介護付有料老人ホーム 1 28 

介護老人保健施設 2 200 住宅型有料老人ホーム 15 268 

介護医療院 - - サービス付き高齢者向け住宅 2 70 

施設系サービス計 7 440 軽費老人ホーム 1 60 

 認知症対応型共同生活介護 9 152 

居住系サービス計 28 578 

高齢者数に対する整備率 10.5% 

圏域内の医療機関等  

病院 一般診療所 歯科 薬局 訪問診療 訪問歯科 訪問看護 

2 11 9 2 7 5 2 

  

豊岡１・２条７～10 丁目，豊岡３条８～10 丁目，豊岡

４・５条８～11 丁目，豊岡６～12 条 10・11 丁目，豊岡

14 条９丁目（３番），豊岡 15 条８丁目（２～４番）,豊岡

16 条８丁目，東光１～９条７～10 丁目，東光 10～26

条７～９丁目，東光 27 条８・９丁目，工業団地全域，

東旭川北・東旭川南全域及び東旭川町下兵村・上兵

村・桜岡・瑞穂・倉沼・東桜岡・日ノ出・米原・豊田・旭

正・共栄・忠別全域 

地域 

・主に地域の西側に住宅地が形成され，東側には農業地域が形成されている。 

・旭山動物園等の観光資源や，地域の歴史・文化を伝える施設がある。 

・合併以前からの旧市街地があり，医療機関も整備されており，中心地区の生活利便は充実している。 

・路線バスの運行本数はあまり多くないが，JRやデマンド交通等，地域に応じて多様な移動手段がある。 

地域特性 

市民委員会：東旭川中央，日の出倉沼，桜岡，豊田， 

        米原瑞穂，旭正，千代田 
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特別養護老人ホーム ①旭川緑苑 ②旭川緑苑（ユニット型） 

③宏生苑 ④共生園 ⑤共生園Ⅲ 

介護老人保健施設 ⑥みやびの森 ⑦ことぶき 

介護療養型医療施設 ⑧林医院

■地域包括支援センターと施設系サービスに係る施設の位置 

 

 

 

  ● 

③ 

□東旭川駅 
東旭川・千代田地域包括支援センター 

● 
●①・② 

□ 

桜岡駅 

●⑥ 

 

●④・⑤ 

●⑦ 

 

この地図の作成に当たっては，国土地理院長の承認を得て，同院発行の２万５千分

の１の地形図を使用した。（承認番号 平 26情使，第 202-GISMAP33458号） 
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（４）東光圏域 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本情報 （R5.10.１現在） 

圏域面積 6.6km2 14歳以下人口 3,457人 

圏域内人口 33,567人 15～64歳人口 18,656人 

高齢化率 34.1% 65歳以上人口 11,454人 

 

施設系・居住系サービスの定員数 （R５.10.１現在）※サービス付き高齢者向け住宅の定員は居室数 

サービス名 事業所数/定員 サービス名 事業所数/定員 

介護老人福祉施設 - - 介護付有料老人ホーム 2 83 

介護老人保健施設 - - 住宅型有料老人ホーム 20 464 

介護医療院 - - 健康型有料老人ホーム 2 75 

施設系サービス計 - - サービス付き高齢者向け住宅 2 53 

   認知症対応型共同生活介護 3 42 

 居住系サービス計 29 717 

高齢者数に対する整備率 6.3% 

 

圏域内の医療機関等  

病院 一般診療所 歯科 薬局 訪問診療 訪問歯科 訪問看護 

2 27 21 22 10 7 5 

  

宮前１条２～５丁目，宮前２条３丁目，宮下通 18～26

丁目，１条通 18～25 丁目，南各条通全域，豊岡１～

４条５・６丁目（豊岡４条５丁目は１,２,９～11 番，豊岡

４条６丁目は１,９～13番），東光１～14条１～６丁目，

東光15条２～６丁目，東光16条３～６丁目，東光 17・

18 条４～６丁目，東光 19～22 条５・６丁目及び東光

23条～25条６丁目 

 

地域 

・中心市街地と郊外農業地の中間に位置し，住宅地が形成される地域。 

・中心市街地へのアクセスも良く，総合病院や商業施設もあり，生活利便は充実している。 

・東光スポーツ公園を有し，スポーツ環境が充実している。 

・公共交通は路線バスのみだが，運行本数は比較的充実している。 

地域特性 

市民委員会：東豊中央，東光，東光南，東部東光， 

         啓明 
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■地域包括支援センターと施設系サービスに係る施設の位置 

 

 

 

  

● 

東光地域包括支援センター 

この地図の作成に当たっては，国土地理院長の承認を得て，同院発行の２万５千分の１の

地形図を使用した。（承認番号 平 26情使，第 202-GISMAP33458号） 

□ 

旭川四条駅
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（５）新旭川・永山南圏域 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本情報 （R5.10.１現在） 

圏域面積 12.3km2 14歳以下人口 3,224人 

圏域内人口 31,940人 15～64歳人口 18,481人 

高齢化率 32.0% 65歳以上人口 10,235人 

 

施設系・居住系サービスの定員数 （R5.10.１現在）※サービス付き高齢者向け住宅の定員は居室数 

サービス名 事業所数/定員 サービス名 事業所数/定員 

介護老人福祉施設（地域密着型を含む。）  3 109 介護付有料老人ホーム 1 51 

介護老人保健施設 2 84 住宅型有料老人ホーム 33 802 

介護医療院 - - サービス付き高齢者向け住宅 3 140 

施設系サービス計 3 193 認知症対応型共同生活介護 8 144 

 居住系サービス計 42 1,137 

高齢者数に対する整備率 13.0% 

 

圏域内の医療機関等  

病院 一般診療所 歯科 薬局 訪問診療 訪問歯科 訪問看護 

3 16 15 22 4 8 3 

  

金星町全域，東全域，新富全域，パルプ町全域，新

星町全域，大雪通全域，秋月全域，流通団地全域，

永山１～10条１～10丁目，永山 11～14条全域及び

永山町２～５丁目 

地域 

・住宅地，商業施設，工業施設等，都市機能が集積している地域。 

・ロードサイド型の商業施設が集積している。 

・中心市街地へのアクセスも良く，総合病院もあるため，生活利便は充実している。 

 

地域特性 

市民委員会：新旭川，永山第一，永山南四，永山南 
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■地域包括支援センターと施設系サービスに係る施設の位置 

 

 

 

  

●新旭川・永山南地域包括支援センター 

●地域密着型特別養護老人ホーム 新富宏生苑 

特別養護老人ホーム 養生の杜カムイ

養生の杜カムイ（地域密着型） ●

介護老人保健施設 旭泉苑 

旭泉苑（ユニット型） ● 

□ 

新旭川駅 

□南永山駅 

この地図の作成に当たっては，国土地理院長の承認を得て，同院発行の２万５千分の１の

地形図を使用した。（承認番号 平 26情使，第 202-GISMAP33458号） 
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（６）永山圏域 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本情報 （R5.10.１現在） 

圏域面積 23.0km2 14歳以下人口 2,201人 

圏域内人口 20,515人 15～64歳人口 11,638人 

高齢化率 32.5% 65歳以上人口 6,676人 

施設系・居住系サービスの定員数 （R5.10.１現在） 

サービス名 事業所数/定員 サービス名 事業所数/定員 

介護老人福祉施設 2 80 介護付有料老人ホーム 3 98 

介護老人保健施設 - - 健康型有料老人ホーム 1 18 

介護医療院 - - 住宅型有料老人ホーム 21 445 

施設系サービス計 2 80 軽費老人ホーム 1 50 

 認知症対応型共同生活介護 6 99 

居住系サービス計 32 710 

高齢者数に対する整備率 11.8% 

圏域内の医療機関等  

病院 一般診療所 歯科 薬局 訪問診療 訪問歯科 訪問看護 

0 14 14 13 2 9 1 

  

永山１～６条 11～24 丁目，永山７・８条 11～21 丁

目，永山９条 11～16 丁目，永山 10 条 11～15 丁

目，永山北全域及び永山町６～16丁目 

 

地域 

・住宅地，工業・流通地域，農地等，多様な土地利用がされている地域。 

・合併以前の旧市街地であり，旭川大学，上川総合振興局等，広域的な拠点機能を備える施設も立地し

ている。 

・ロードサイド型の商業施設が集積している。 

・路線バスのほか，都市間バスや JR等，多様な交通手段がある。 

 

地域特性 

市民委員会：永山第三，永山第二 
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■地域包括支援センターと施設系サービスに係る施設の位置 

 

 

 

  

北永山駅 

□ 

 
●永山地域包括支援センター 

特別養護老人ホーム 永山園  ● 

永山園（ユニット型） 

この地図の作成に当たっては，国土地理院長の承認を得て，同院発行の２万５千分の１の

地形図を使用した。（承認番号 平 26情使，第 202-GISMAP33458号） 

永山駅 

□ 
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（７）末広・東鷹栖圏域 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本情報 （R5.10.１現在） 

圏域面積 67.5km2 14歳以下人口 3,515人 

圏域内人口 32,305人 15～64歳人口 16,847人 

高齢化率 37.0% 65歳以上人口 11,943人 

 

施設系・居住系サービスの定員数 （R5.10.１現在）※サービス付き高齢者向け住宅の定員は居室数 

サービス名 事業所数/定員 サービス名 事業所数/定員 

介護老人福祉施設 3 190 介護付有料老人ホーム 2 58 

介護老人保健施設 - - 住宅型有料老人ホーム 14 283 

介護医療院 1 19 サービス付き高齢者向け住宅 2 70 

施設系サービス計 4 209 認知症対応型共同生活介護 5 90 

 居住系サービス計 23 501 

高齢者数に対する整備率 5.9% 

 

圏域内の医療機関等  

病院 一般診療所 歯科 薬局 訪問診療 訪問歯科 訪問看護 

1 22 9 17 9 6 6 

  

春光１条９丁目（14・15 番），春光５・６条９丁目（北斗

町内会地区），末広１～７条全域，末広８条１～３丁

目（末広８条２・３丁目は１番地），末広東全域，東鷹

栖全域，東鷹栖東全域，緑台全域，柏木全域及び

東山全域 

 

地域 

・住宅や企業，商店等，都市機能が集積する地区と，農地の広がる地区に分化した地域。 

・旭川北インターチェンジ近くに，物流団地が形成され，流通機能が集積されている。 

・医療機関が整備され，生活機能は充実している。 

・公共交通は中心地区に路線バスが多数運行しており，都市間バスもある。 

地域特性 

市民委員会：末広中央，末広，末広東， 

東鷹栖中央，東鷹栖東，東鷹栖西 
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■地域包括支援センターと施設系サービスに係る施設の位置 

 

 

 

  

末広中央介護医療院 

● 

 
●末広・東鷹栖地域 

包括支援センター 
特別養護老人ホーム たいせつの郷 

たいせつの郷（ユニット型） 

   ● ●特別養護老人ホーム 

末広たいせつの郷 

 

□ 

永山駅 

 

この地図の作成に当たっては，国土地理院長の承認を得て，同院発行の２万５千分の１の

地形図を使用した。（承認番号 平 26情使，第 202-GISMAP33458号） 

□ 

北永山駅 

 

□ 

比布駅 
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（８）春光・春光台圏域 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本情報 （R5.10.１現在） 

圏域面積 13.7km2 14歳以下人口 2,739人 

圏域内人口 27,688人 15～64歳人口 15,609人 

高齢化率 33.7% 65歳以上人口 9,340人 

施設系・居住系サービスの定員数 （R5.10.１現在）※サービス付き高齢者向け住宅の定員は居室数 

サービス名 事業所数/定員 サービス名 事業所数/定員 

介護老人福祉施設 3 320 介護付有料老人ホーム 1 26 

介護老人保健施設 2 172 住宅型有料老人ホーム 18 416 

介護医療院 - - サービス付き高齢者向け住宅 1 17 

施設系サービス計 5 492 養護老人ホーム 2 220 

 認知症対応型共同生活介護 10 171 

居住系サービス計 32 850 

高齢者数に対する整備率 14.4% 

圏域内の医療機関等  

病院 一般診療所 歯科 薬局 訪問診療 訪問歯科 訪問看護 

3 15 12 9 3 8 1 

 

  

地域 

・車両交通の便が良く，国道 40 号線や道道 90 号旭川環状線（環状 1 号線）沿いに商業施設が立地して
いる。 

・陸上自衛隊駐屯地や，歴史・文化施設が多数立地し，高等教育施設も立地している。 

・福祉施設が集積する鷹の巣福祉村があり，福祉を中心にした地域づくりが行われている。医療機関も多
数立地し，生活機能が充実している。 

・公共交通は中心地区に路線バスが多数運行している。 

地域特性 

春光１・２条７～９丁目（春光１条９丁目は 14・15 番

を除く。），春光３条６～９丁目，春光４～６条１～９

丁目（春光５・６条９丁目は北斗町内会地区を除

く。），春光７条２・３・５～９丁目，春光町全域，春光

台全域，住吉全域，花咲町４～７丁目（４丁目は

2272番地）及び末広８条２～12丁目（２・３丁目は１

番地を除く。） 

 

市民委員会：春光西，春光中央，春光東，春光台， 

        鷹の巣福祉村 
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■地域包括支援センターと施設系サービスに係る施設の位置 

 

 

  

●春光・春光台地域包括支援センター 

特別養護老人ホーム 愛善園 

● ●介護老人保健施設  

愛善ハイツ 

この地図の作成に当たっては，国土地理院長の承認を得て，同院発行の２万５千分の１の

地形図を使用した。（承認番号 平 26情使，第 202-GISMAP33458号） 

□ 

新旭川駅 

 

特別養護老人ホーム 敬生園 

● 
●特別養護老人ホーム 誠徳園 

介護老人保健施設 サニーヒル 
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（９）北星・旭星圏域 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本情報 （R5.10.１現在） 

圏域面積 8.2km2 14歳以下人口 2,961人 

圏域内人口 29,975人 15～64歳人口 16,817人 

高齢化率 34.0% 65歳以上人口 10,197人 

施設系・居住系サービスの定員数 （R5.10.１現在）※サービス付き高齢者向け住宅の定員は居室数 

サービス名 事業所数/定員 サービス名 事業所数/定員 

介護老人福祉施設（地域密着型含む。）  2 129 介護付有料老人ホーム 1 60 

介護老人保健施設 1 100 健康型有料老人ホーム 1 14 

介護医療院 1 109 住宅型有料老人ホーム 28 625 

施設系サービス計 4 338 サービス付き高齢者向け住宅 1 29 

 認知症対応型共同生活介護 8 108 

居住系サービス計 41 836 

高齢者数に対する整備率 11.5% 

圏域内の医療機関等  

病院 一般診療所 歯科 薬局 訪問診療 訪問歯科 訪問看護 

3 17 17 15 3 11 4 

  

旭町全域，大町全域，本町全域，緑町全域，錦町

全域，北門町全域，近文町全域，川端町全域，旭

岡全域，花咲町１～４丁目（４丁目は 2272番地を除

く。）及び字近文全域 

地域 

・住宅地だけでなく，教育，商業，工業施設等，多様な土地利用が進んでいる。 

・旭川鷹栖インターチェンジへのアクセス道路網の整備が進んだことに加え，大型商業施設が立地してい
ることにより，交通量が増加している。 

・北海道教育大学旭川校や３つの高等学校等の教育施設が多数立地している。医療機関も整備され，生
活機能が充実している。 

・公共交通は路線バスと JRがある。 

地域特性 

市民委員会：北星，旭星，旭星西，川端，近文東， 

        近文西 
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■地域包括支援センターと施設系サービスに係る施設の位置 

 

 

  

●北星・旭星地域包括支援センター 

地域密着型特別養護老人ホーム● 

     ヴィラ・プラタナス 

●介護老人保健施設 ふれあい 

●藤井病院介護医療院 

□旭川駅 

 

この地図の作成に当たっては，国土地理院長の承認を得て，同院発行の２万５千分の１の

地形図を使用した。（承認番号 平 26情使，第 202-GISMAP33458号） 

□近文駅 

 

特別養護老人ホーム● 

     エテルナ 
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（10）神居・江丹別圏域 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本情報 （R5.10.１現在） 

圏域面積 319.8km2 14歳以下人口 2,829人 

圏域内人口 29,722人 15～64歳人口 15,148人 

高齢化率 39.5% 65歳以上人口 11,745人 

施設系・居住系サービスの定員数 （R5.10.１現在）※サービス付き高齢者向け住宅の定員は居室数 

サービス名 事業所数/定員 サービス名 事業所数/定員 

介護老人福祉施設 3 170 介護付有料老人ホーム 2 89 

介護老人保健施設 - - 健康型有料老人ホーム 1 12 

介護療養型医療施設 1 49 住宅型有料老人ホーム 43 977 

施設系サービス計 4 219 サービス付き高齢者向け住宅 1 22 

 軽費老人ホーム 1 50 

認知症対応型共同生活介護 9 144 

居住系サービス計 57 1,294 

高齢者数に対する整備率 12.9% 

圏域内の医療機関等  

病院 一般診療所 歯科 薬局 訪問診療 訪問歯科 訪問看護 

1 19 12 14 5 5 3 

  

・豊かな自然環境と農地が地域の多くを占める。 

・酪農・畜産・そばの栽培等，特色ある農産品が多数ある。 

・市内全圏域の中で，最も高齢化の進む地域。 

・医療機関・福祉施設の整備は充実している。 

・公共交通は路線バス等がある。 

地域特性 

神居全域，忠和全域，神居町雨紛・共栄・御料・春志

内・上雨紛・神岡・神華・神居古潭・西丘・台場・忠

和・富岡・富沢・豊里全域，高砂台全域，台場全域，

台場東全域，南が丘全域及び江丹別町共和・春日・

清水・西里・拓北・中園・中央・富原・芳野・嵐山全域 

 

地域 

市民委員会：江丹別，嵐山，神居中央，神居東， 

        台場，忠和，神居雨紛，西神居 
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■地域包括支援センターと施設系サービスに係る施設の位置 

 

 

  

この地図の作成に当たっては，国土地理院長の承認を得て，同院発行の２万５千分の１の

地形図を使用した。（承認番号 平 26情使，第 202-GISMAP33458号） 

●神居・江丹別地域包括支援センター 

□旭川駅 

 

□近文駅 

 
特別養護老人ホーム 旭川のなか園 

旭川のなかの里● 

介護療養型医療施設 旭川高砂台病院● 

特別養護老人ホーム ねむのきの華 

● 
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（11）神楽・西神楽圏域 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本情報 （R5.10.１現在） 

圏域面積 127.0km2 14歳以下人口 4,037人 

圏域内人口 37,799人 15～64歳人口 20,314人 

高齢化率 35.6% 65歳以上人口 13,448人 

 

施設系・居住系サービスの定員数 （R5.10.１現在）※サービス付き高齢者向け住宅の定員は居室数 

サービス名 事業所数/定員 サービス名 事業所数/定員 

介護老人福祉施設（地域密着型含む。） 3 160 介護付有料老人ホーム 1 31 

介護老人保健施設 2 140 住宅型有料老人ホーム 22 473 

介護医療院 - - サービス付き高齢者向け住宅 3 187 

施設系サービス計 5 300 認知症対応型共同生活介護 7 111 

 居住系サービス計 33 828 

高齢者数に対する整備率 8.2% 

 

圏域内の医療機関等  

病院 一般診療所 歯科 薬局 訪問診療 訪問歯科 訪問看護 

3 22 14 18 4 4 4 

  

神楽全域，神楽岡全域，神楽岡公園，旭神全域，

旭神町全域，緑が丘全域，緑が丘東全域，緑が丘

南全域，西御料全域，西神楽全域，西神楽南全

域，西神楽北全域及び新開全域 

 

地域 

・東神楽町にまたがる旭川空港があり，北海道中央部の空の玄関ともいえる地域。 

・旭川医大や２つの高等学校等，教育機関が充実している。総合病院もあり，生活利便は高い。 

・忠別川を横断する橋梁が整備され，中心市街地への交通利便が向上している。 

・大雪アリーナや大雪クリスタルホール等，全市的な施設が立地している。 

・旭川空港のある西神楽地区の多くは，農地が展開している。 

 

地域特性 

市民委員会：神楽本町，神楽宮前，高野， 

神楽岡東，神楽岡，緑が丘，旭神， 

西御料地，緑が丘東， 

西神楽地区瑞穂，西神楽地区中央， 

西神楽地区聖和， 

西神楽地区千代ヶ岡
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■地域包括支援センターと施設系サービスに係る施設の位置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

この地図の作成に当たっては，国土地理院長の承認を得て，同院発行の２万５千分の１の

地形図を使用した。（承認番号 平 26情使，第 202-GISMAP33458号） 

神楽・西神楽地域包括支援センター 

● 

北美瑛駅□ 

 

□千代ヶ岡駅 

 

□西聖和駅 

 

□西神楽駅 

 

□西瑞穂駅 

 

西御料駅□ 

 

緑が丘駅□ 

 

神楽岡駅□ 

 

●②・③ 

①● 

 

⑤● 

④● 
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第６章 施策の展開 
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基本目標１ 高齢者の自立を支える適切なサービス提供基盤の整備 

（１）介護人材確保の推進 重点施策１  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ア 多様な人材の参入促進  

① 元気な高齢者の参入促進 

介護の周辺業務（掃除や食事の配膳，見守りなど）を担う介護助手の導入を進めるため，コーデ

ィネーターを配置し，介護事業所を対象とした介護助手受入のためのセミナー，元気な高齢者等を

対象とした説明会及びマッチングを行うことにより，介護人材の確保と高齢者の社会参加を支援し

ます。 

また，介護予防・日常生活支援総合事業における介護予防・生活支援サービス事業の多様化を

図り，元気な高齢者が担い手となって要支援者等に対する生活援助を行う訪問型サービスを整備

します。 

 

② 外国人介護人材の参入促進 

介護サービス事業所を対象とし，外国人介護人材を活用する事例や手法についての情報取得

を支援することで，外国人介護人材の参入促進を図ります。 

 

③ 資格取得の支援 

市内において特に不足する訪問介護員（ヘルパー）を確保するため，訪問介護員として就労する

ために必要な「介護職員初任者研修」を開催するとともに，研修費用の補助を行うことで資格取得

を支援します。 

 

  

施策方針 

介護人材確保を推進するため，第８期計画においては，「定着促進と人材育成」，「多様な人材

の参入促進」，「職業理解と魅力向上」を柱とし，介護従事者を対象とした研修会や交流会の実

施，介護の魅力発信のためのイベントの開催などに取り組んできました。 

しかし，市内において人材不足の課題を抱える事業所の割合は増加しており，利用者のニー

ズに対応したサービスを提供するための人材確保が大きな課題となっています。 

介護現場が地域の介護ニーズに応え，働き続けられる環境づくりを進めるため，「多様な人材

の参入促進」，「介護の魅力発信」，「介護現場の業務負担軽減」を柱とし，新たな取組として，元

気な高齢者の参入を促進するコーディネーターの配置，訪問介護員の確保のための資格取得支

援，若年層に向けた介護の魅力発信などに重点的に取り組みます。 
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 イ 介護の魅力発信 

学生等を対象とした介護の情報発信や出前講座を実施することで，介護の仕事の重要性や魅力を

啓発するとともに，広く市民に向けてパンフレットの配布やイベントを実施します。 

また，旭川市自立支援事例公表制度により，介護サービスによって豊かになった利用者の生活とそ

のための支援を実施した介護サービス事業所の取組を旭川市のホームページ等を活用し，市民に向

けて広く普及啓発を行います。 

 

 ウ 介護現場の業務負担軽減 

介護職の業務の機能分化と介護助手の活用により，業務負担の軽減を図ります。 

また，国の介護分野における文書負担軽減に向けた取組を踏まえ，指定申請や報酬請求等に係る

「電子申請・届出システム」を整備することにより，ICTを活用した業務の効率化を進めます。 

（担当課：長寿社会課・指導監査課） 

 

（２）介護保険制度の円滑な推進 

 

 

 

 

 

 ア 指定介護サービス事業者の指導・監査 

介護保険法及び関係法令を遵守し，サービスの質の確保と向上及び保険給付の適正化を図るため，

運営指導及び集団指導を行います。また，不正等が疑われる事業所に対しては，監査を実施し，制度

の適正化を図ります。 

第８期計画期間中は，新型コロナウイルス感染症の影響で十分な取組ができませんでしたが，今後，

感染症対策等の適切かつ効果的な手法を検討し，取組を推進します。 

 （担当課：指導監査課・保健総務課地域医療担当） 

項 目 単位 
実績値 見込値 計画値 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

運営指導及び監査（指導監査課）  件 100 73 221 ２４０ 240 240 

運営指導及び監査 

（保健総務課地域医療担当） 

 

件 ０ １ ２２ ２５ 25 25 

 

  

施策方針 

本市の介護保険事業運営を持続可能なものにしていくために，指定介護サービス事業者に対

し，適切な指導・監査を行うとともに，保険料収納率の向上を図ります。 
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 イ 介護保険料の収納率の向上 

安定した介護保険制度運営のため，第１号保険料の収納率向上を目指します。また，介護保険制度

の趣旨について，より一層の周知，啓発を行うため，被保険者証や介護保険料納入通知書発送時に

チラシを同封するほか，口座振替納付の推進と徴収員による戸別訪問活動等を通して，収納率の向

上に取り組みます。 

 （担当課：介護保険課） 

項 目 単位 
実績値 見込値 計画値 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

現年度分収納率 ％ 99.31 99.35 99.00 99.40 以上 99.40 以上 99.40 以上 

 

（３）介護給付の適正化 重点施策２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ア 要介護等認定の適正化 

要介護等認定を公平かつ適切に実施するため，認定審査会委員や訪問調査に従事する調査員に対

する研修会及び調査票点検等を通し，必要な知識の習得と質的向上を図るとともに，認定審査会にお

いて，各合議体間の審査判定の平準化を進めます。 

また，要介護等認定に係る申請の受付から結果の通知を行うまでの期間の短縮に努めます。 

（担当課：介護保険課） 

  

施策方針 

利用者に対する適切なサービスの確保や不適切な給付の削減が図られるよう，第８期計画に

おいては，「要介護認定の適正化」，「ケアマネジメントの適正化」，「ケアプランの点検」，「住宅改

修等の点検」，「医療情報との突合・縦覧点検」，「介護給付費の通知」の介護給付適正化主要５事

業に取り組んできました。 

本計画においては，国における見直しの方向性を踏まえ，「介護給付費通知」を廃止し，医療

等専門職の多職種の関与による「居宅介護支援事業所単位で抽出するケアプラン検証」等のケ

アプラン点検を充実させるなど，介護給付費の適正化の効果的な運用を進めます。 
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 イ ケアプランの点検等 

居宅介護支援事業所等の介護支援専門員（ケアマネジャー）が作成するケアプラン（介護又は介護予

防サービス計画）を抽出し，利用者に適したケアプランとなっているかの点検を行い，点検結果につい

てケアマネジャーへの助言を行います。また，その結果に基づき，ケアマネジャーを対象とした研修会を

行うことにより，自立支援に資するケアマネジメントの実践を促進します。 

また，住宅改修や福祉用具の適正な実施についても，専門職と連携しながら点検を行います。 

（担当課：長寿社会課・介護保険課） 

項 目 単位 
実績値 見込値 計画値 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

ケアプラン点検実施件数 件 ３２ ９１ 116 40 40 40 

住宅改修等の点検 

（写真等による確認） 
件 1,456  1,493  1,615  全件 全件 全件 

 

 ウ 縦覧点検・医療情報との突合  

① 介護報酬請求明細書点検事業（レセプト点検） 

北海道国民健康保険団体連合会から提供される介護報酬請求明細書（レセプト）に関する点検リ

ストを基に，不適切な請求の有無について点検を行います。 

（担当課：介護保険課） 

項 目 単位 
実績値 見込値 計画値 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

総点検数に占める返還金が生じ

た過誤件数の割合 
％ 0.30 0.30 0.37 0.３７以下 0.３７以下 0.３７以下 

 

② 診療報酬請求明細書との突合点検事業（突合点検） 

北海道国民健康保険団体連合会から提供される介護報酬請求明細書（レセプト）に関する点検リ

ストを基に，介護報酬請求明細書と診療報酬請求明細書との突合点検により，不適切な請求の有無

について点検を行います。 

（担当課：介護保険課） 

項 目 単位 
実績値 見込値 計画値 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

総点検数に占める返還金が生じ

た過誤件数の割合 
％ 2.1 4.4 2.7 2.７以下 2.７以下 2.７以下 
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（４）介護保険制度の周知 

                                                

 

 

 

 

 

 ア 介護保険制度趣旨普及事業 

高齢者に関わる様々な施策を紹介する冊子「いきいき長寿～高齢者の保健・福祉・介護～」や，介護

保険料納入通知書に同封するチラシ「介護保険料のご案内」の発行，配布等を通じ，介護保険制度や

相談窓口の理解を深めるための啓発を行います。 

（担当課：長寿社会課・介護保険課） 

項 目 単位 
実績値 見込値 計画値 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

いきいき長寿発行数 冊 17,500 17,500 17,500 17,500 17,500 17,500 

納入通知書同封チラシ 

発行数 
枚 124,000 124,000 124,000 124,000 124,000 124,000 

被保険者証同封案内文 

発送数 
枚 4,636 4,646 4,368 4,300 4,300 4,300 

 

 イ 介護保険制度に関する講座 

地域包括支援センターや市が，高齢者を中心とした市民に対して，介護保険制度の目的や在り方，

健康増進のための活用方法等に関する講座を開催します。 

（担当課：長寿社会課） 

項 目 単位 
実績値 見込値 計画値 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

講座開催回数 回 5 4 10 60 60 60 

 

 ウ 優良事例の啓発 

旭川市自立支援事例公表制度において，介護サービスの利用により生活課題の改善を図った高齢

者等の取組を旭川市のホームページ等で公表し，その活用方法や生活の改善状況，本人の感想等を

市民に広く啓発することにより，介護保険制度の効果的な活用方法や制度の趣旨の理解を促進し，介

護サービスが必要になった際の正しい方法による利用を促します。 

（担当課：長寿社会課） 

項 目 単位 
見込値 計画値 

令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

公表事例数 件 5 10 20 30 

  

施策方針 

介護保険制度の創設以来，高齢者のニーズに対応するため，介護保険サービスの多様化が進

んでいます。高齢者及びその家族が介護保険制度を理解し，適切なサービスを利用することが

できるよう，よりわかりやすい方法での制度の周知に努めます。 
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（５）自立支援のための介護サービス提供の推進 

 

 

 

 

 

 

 ア 包括的・継続的マネジメント支援業務 

介護サービスが必要になった一人一人の高齢者に対し，包括的かつ継続的なケアマネジメントが提

供される体制を整備するために，地域包括支援センターが，介護支援専門員と医療機関等の関係者

との連携体制を強化するとともに，多様な方法により介護支援専門員が効果的なケアマネジメントを

実施するための支援を行います。 

  （担当課：長寿社会課） 

項 目 単位 
実績値 見込値 計画値 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

意見交換・情報共有のため

の会合の開催 
回 － － － 3３ 3３ 3３ 

ケアプラン作成の指導・助言  回 － － － 1,300 1,300 1,300 

同行訪問支援 回 172 145 218 250 250 250 

研修会・事例検討会の開催 回 － － － 20 20 20 

※「-」については，令和 3～５年度の実績はあるが未集計の項目。 

 

 イ 旭川市自立支援型ケア会議 

様々な医療等専門職が出席する自立支援型ケア会議を定期的に開催し，専門的かつ多角的な視

点からの介護支援専門員への助言や支援内容の検討を行うことで，介護サービスを利用する高齢者

の自立支援及び介護支援専門員の資質向上を推進していきます。 

 （担当課：長寿社会課） 

項 目 単位 
実績値 見込値 計画値 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

自立支援型地域

ケア個別会議 

開催回数 回 ８ ２３ 24 ６６ ６６ ６６ 

検討事例数 例 ３２ 77 114 ２５０ ２５０ ２５０ 

自立支援型地域

ケア推進会議 
開催回数 回 ０ １ 1 １ １ １ 

 

  

施策方針 

高齢者等が支援や介護を要する状態となっても，尊厳を保持し，その有する能力に応じた自

立した日常生活を営むことができるよう，一人一人に合わせた適切なサービスを提供するため

の自立支援の考え方の普及を図ります。 
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基本目標２ 高齢者と家族が住み慣れた地域で安全・安心に暮らし

続けられる支援体制の深化 

（１）相談体制・支援体制の充実 

 

 

 

 

 

 

 ア 総合相談 

高齢者に関する総合相談窓口として，地域包括支援センターが，地域における様々な関係機関との

ネットワークを活用し，課題を抱える高齢者に対する総合的な支援を行います。 

また，高齢者に対する包括的支援を地域包括支援センターのみではなく，地域の多様な関係者が

主体となる体制構築に重点を置いて実施します。 

   （担当課：長寿社会課） 

項 目 単位 
実績値 見込値 計画値 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

地域包括支援センター相談

件数（延べ） 
件 27,611 28,206 28,258 27,500 26,700 26,000 

 

 イ 地域ケア会議  

地域包括支援センターが中心となり，介護支援専門員，医療関係者，民生委員，市民などが参加す

る「地域ケア個別会議」を開催し，個別の高齢者の支援内容について検討し，一人一人の課題の解決

と集積した個別の課題を基に地域課題の明確化を図っていきます。 

また，地域包括支援センターや市が中心となり市民委員会，地区社会福祉協議会，町内会，民生委

員，介護事業所などの関係者が参加する「地域ケア推進会議」を開催し，地域課題の解決を図ってい

きます。 

 （担当課：長寿社会課） 

項 目 単位 
実績値 見込値 計画値 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

地域ケア個別会議開催数 回 １５３ 153 216 264 264 264 

地域ケア推進会議開催数 回 １３７ 204 144 33 33 33 

 

  

施策方針 

高齢者の抱える個々の課題に適切に対応するため，相談体制の充実を図るとともに，支援を

必要とする方には早期に適切な支援を受けられるよう，地域ケア会議等の取組を推進するほ

か，関係機関・団体とのネットワークの構築を図ります。 
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 ウ 民生委員・児童委員活動の推進 

身近な相談役として，地域で様々な相談に応じ，必要な支援が受けられるよう専門機関につなぐ役

割を果たしている民生委員・児童委員の活動を推進します。また，民生委員・児童委員の役割につい

て，市民等の正しい理解につながるよう，周知を行います。  

（担当課：福祉保険課） 

項 目 単位 
実績値 見込値 計画値 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

委員数実数（各年４月１日現在） 人 ７６５ 759 762 786 786 786 

委員による相談・支援件数 件 21,604 22,708 25,000 28,000 28,000 28,000 

 

 エ 消費生活相談 

安心できる消費生活のため，商品やサービスの購入，契約，使用等に関する消費者からの苦情，問

合せを受け付け，それぞれの相談内容に応じた専門相談機関の紹介，情報提供を行います。 

（担当課：市民生活課） 

項 目 単位 
実績値 見込値 計画値 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

消費生活苦情相談件数 件 2,296 2,262 2,400 2,400 2,400 2,400 

 

 オ 旭川市自立サポートセンター 

生活困窮者の自立に向け，旭川市自立サポートセンターにおいて，本人の状況に応じた包括的かつ

継続的な伴走型支援を行います。また，関係機関と支援のネットワークを強化します。 

第８期計画期間中に，総合支援資金の特例貸付等の関連する制度内容が変更になったことから相

談者が大幅に減りましたが，生活困窮者の自立に向けては当該事業の意義は大きく，引き続き関係機

関との連携のもと，生活困窮者の早期発見・早期支援につなげます。 

 （担当課：生活支援課） 

項 目 単位 
実績値 見込値 計画値 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

相談者数（延べ） 人 2,549 1,888 3,073 3,160 3,318 3,483 
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（２）生活支援体制の強化 

 

  

 

 

 

 ア 地域まるごと支援員等による包括的支援体制整備事業 

困りごとを抱える本人や世帯が抱える複合化・複雑化した課題や，制度の狭間の課題を解決するた

め，各地域に配置する地域まるごと支援員（生活支援コーディネーター）を中心として，社会資源の把

握・開発，地域の組織・団体とのネットワーク構築，支援ニーズと生活支援サービス等のマッチングを行

います。 

また，地域における情報共有・関係者の連携強化を図るための協議体を開催します。 

本事業では，令和４年度（202２年度）以降，市内を４地域に分け，地域まるごと支援員を２人ずつ配

置していますが，地域で活動する地域住民や団体等との密接な連携・協力の元で取組を進める必要が

あることから，今後事業効果を見極めつつ，あらゆる地域住民や団体との連携を視野に入れながら支

援体制の充実を図ります。 

（担当課：福祉保険課） 

項 目 単位 
実績値 見込値 計画値 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

地域まるごと支援員数※ 人 ― ８ ８ 10 10 １２ 

※統括支援員は除く 

 イ 家族介護用品購入助成事業 

在宅で寝たきり又は認知症等の高齢者を介護する家族に対し，薬局等での相談の機会を提供する

とともに，介護に必要な紙おむつ等の介護用品に係る購入費用の一部を助成し，家族の身体的，精神

的及び経済的負担の軽減を図ることで，家族介護を支援します。 

 （担当課：長寿社会課） 

項 目 単位 
実績値 見込値 計画値 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用者数 人 614 628 652 635 654 672 

 

  

施策方針 

在宅の高齢者やその介護をする家族が，安心して在宅生活を継続できるように，日常生活を

送る上での生活に係る支援を行うとともに，複合的な課題を抱える方に対しては，多機関が協

働で支援を行えるよう体制の強化に取り組みます。 
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 ウ ふれあい収集 

自らごみステーションまでごみを排出することが困難で，他の人の協力を得ることができない高齢者

等に対し，分別された生活ごみの戸別収集と安否確認を行います。（利用するには一定の要件がありま

す。） 

（担当課：クリーンセンター） 

項 目 単位 
実績値 見込値 計画値 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

年度末認定者数（高齢者） 人 ４11 420 402 428 ４36 445 

  

エ 高齢者バス料金助成事業 

高齢者の積極的な社会参加と健康の維持増進を図り，生きがいのある生活を支援するため，市内の

乗降に限り，全てのバス路線（一部のオンデマンド型交通にも利用可）で利用できる寿バスカード（バス

路線のない一部の地域はＪＲ乗車券）を有料で交付します。 

（担当課：長寿社会課） 

項 目 単位 
実績値 見込値 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 

交付者数 人 25,684 25,702 26,000 

 

 オ 民間事業者と連携した見守りの強化事業 

民間事業者と連携し，市民による見守りに，事業者の取組を加えた重層的な見守りの仕組みを構築

することにより，ひとり暮らし高齢者等の安心で安全な生活を目指します。 

（担当課：長寿社会課） 

項 目 単位 
実績値 見込値 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 

協定締結事業者数 事業者 １３ 17 17 

  

カ 高齢者見守り配食支援事業 

配食による高齢者の見守りサービスを実施している民間配食業者の情報を地域住民や支援者等に

提供することで，高齢者の見守り機能の向上を図ります。 

（担当課：長寿社会課） 

項 目 単位 
実績値 見込値 計画値 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

登録事業者数 事業者 ― ― ７ ８ ９ １０ 
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（３）認知症施策の推進 重点施策３ 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 ア 認知症サポーター等養成事業 

認知症の正しい知識を持ち，認知症の方やその家族を見守る｢認知症サポーター」の養成を通じ，認

知症の理解の促進を図ります。また，認知症サポーターのうち，ボランティア活動等を希望する方に対し，

地域活動につなげるための講座（認知症サポーターステップアップ講座）を開催します。 

第８期計画期間中は，新型コロナウイルス感染症の影響で講座開催数が減少していましたが，今後，

感染症対策等への配慮をしつつ，従来の頻度で取組を推進します。 

（担当課：長寿社会課） 

 

項 目 単位 
実績値 見込値 計画値 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

講座開催数 回 ２７ ３４ 35 90 90 90 

認知症サポーター養成数 人 ９３９ 880 900 2,700 2,700 2,700 

 

 イ 認知症サポーター活動促進・地域づくり推進事業  新規 

認知症の方ができる限り地域のよい環境で自分らしく暮らし続けることができるよう，認知症の人

やその家族の支援ニーズと，認知症サポーターステップアップ講座を受講した認知症サポーターを中

心とした支援をつなぐ仕組み（チームオレンジ）を整備します。 

（担当課：長寿社会課） 

項 目 単位 
実績値 見込値 計画値 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

チームオレンジ数 箇所 ― ― ― ― １ １ 

 

  

施策方針 

認知症の方が地域において自分らしく暮らすことができるよう，市民一人一人が認知症につ

いて正しい理解を深める必要があります。 

これまで本市では，認知症サポーター等養成事業や，認知症高齢者見守り事業など，市民の

理解促進による認知症の一次予防及び早期発見の強化を目的とした取組と，認知症の方への

包括ケアを強化し，関係者へ普及させる取組を一体的に実施してきました。本計画においても，

第８期計画に引き続き一体的な実施に取り組みます。 

また，認知症の方とその家族が安心して日常生活を営むことができるよう，地域包括支援セ

ンターを中心として，関係機関と連携しながら，支援する体制を強化します。 



79 

 

 ウ 認知症総合支援のための体制整備 

① 認知症初期集中支援推進事業 

医療サービス・介護サービスを受けていない又は中断している認知症高齢者等を包括的な支援に

つなげるため，専門医・専門職によるチームが支援を行います。チームは，認知症疾患医療センター，

認知症サポート医，薬剤師，作業療法士，地域包括支援センター等により構成します。 

（担当課：長寿社会課） 

項 目 単位 
実績値 見込値 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 

支援対象者数（延べ） 人 ３ 4 6 

② 認知症地域支援・ケア向上事業 

認知症の方やその家族が適切な支援を受けられるよう，認知症に関する地域資源等の情報の普

及啓発を行います。また，各地域包括支援センターに認知症地域支援推進員を配置することにより，

認知症に関して専門的な相談支援を行います。 

医療機関を含む関係施設や地域の社会資源との連携・協力体制の強化を図るとともに，認知症の

方やその家族を支援するため，家族会，認知症カフェ等の開催，運営の支援を行います。 

（担当課：長寿社会課） 

項 目 単位 
実績値 見込値 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 

認知症に関する相談件数 件 3,441 2,878 3,000 

認知症カフェ 箇所 １６ １５ 14 

認知症家族会 箇所 １３ １４ 12 

 

 エ 地域の見守りの推進 

① 認知症高齢者見守り事業 

認知症に関する知識を備えた人が提供会員となり，認知症高齢者の見守りを行ったり，話し相手と

なることで，家族の介護負担を軽減し，認知症高齢者の生活の安定を図ります。 

第８期計画期間中は，新型コロナウイルス感染症の影響などのため利用者数が伸びませんでした

が，継続的に事業の周知を図りながら，必要とする高齢者が有効に活用できるよう取り組みます。 

（担当課：長寿社会課） 

項 目 単位 
実績値 見込値 計画値 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

活動件数 件 ３８６ 526 540 1,000 1,000 1,000 
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② 旭川地域“ＳＯＳやまびこ”ネットワーク（行方不明者等の対応） 

認知症の方（疑いのある方を含む。）の行方不明事案に対し，関係機関・団体の相互連携により，

行方不明者を早期に発見・保護し，生命・身体の安全を確保するとともに適切な事後措置を行い，再

発防止を図ります。 

（担当課：長寿社会課） 

項 目 単位 
実績値 見込値 計画値 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

行方不明者等無事発見率 % ９４.９ 94.8 94.0 100.0 100.0 100.0 

 

（４）権利擁護の推進 

 

 

  

 

 

 ア 地域で支える成年後見推進事業 

認知症，知的障がい及び精神障がい等により判断能力が低下している方の権利を守り，地域での

安心した生活に結び付くよう，「旭川成年後見支援センター」の運営を継続し，成年後見制度の普及を

図ります。また，市民後見人の養成を継続しながら，受任の促進を図ります。 

（担当課：福祉保険課） 

項 目 単位 
実績値 見込値 計画値 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

相談受付件数 件 1,092 1,718 1,724 1,800 1,800 1,800 

市民後見人養成研修修了者数 人 12 15 15 １５ １５ １５ 

市民後見人受任件数 件 5 5 10 10 10 10 

 

 イ 成年後見制度利用支援事業 

高齢者，知的障がい者及び精神障がい者等の福祉の向上のため，成年後見制度の利用に係る市

長申立てや報酬の助成を行い，利用支援を推進します。 

 （担当課：福祉保険課・長寿社会課・障害福祉課） 

項 目 単位 
実績値 見込値 計画値 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

市長申立て件数（高齢者） 件 5 11 10 １５ １５ １５ 

市長申立て件数 

（精神・知的障がい者） 
件 4 2 4 3 3 3 

報酬助成件数 件 106 118 120 150 150 150 

  

施策方針 

認知症や知的障がい及び精神障がい等により判断力が低下した高齢者に対する権利擁護の

ための活動を推進します。 
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 ウ 高齢者虐待の防止及び早期発見 

高齢者虐待の防止及び早期発見のため，市民や関係機関への普及啓発に取り組みます。 

また，虐待が疑われる場合には，介護１１９番が地域包括支援センターや介護保険事業所，医療機関

等の関係者と連携し，実態把握等を通じて，虐待を受けた高齢者やその養護者等の支援を行います。  

 （担当課：長寿社会課） 

項 目 単位 
実績値 見込値 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 

支援実施件数 件 ５８ ６５ ６７ 

 

（５）高齢者の住環境の整備 

 

 

 

 

 

 ア 市営住宅整備事業 

公営住宅法に基づき，住宅に困窮する低額所得者に対し，低廉な家賃で賃貸する住宅を供給する

とともに，老朽化している市営住宅を建て替えることで住環境の向上を図ります。 

（担当課：市営住宅課） 

項 目 単位 
実績値 見込値 計画値 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

建替戸数 戸 ０ ０ 36 ０ ０ ４１ 

 

 イ 公営住宅ストック総合改善事業 

公営住宅法に基づき，住宅に困窮する低額所得者に対し，低廉な家賃で賃貸する住宅を供給する

とともに，老朽化している市営住宅を改善することで住宅の長寿命化を図ります。 

（担当課：市営住宅課） 

 

 ウ シルバーハウジング 

ひとり暮らしの高齢者や高齢者のみの世帯等が安心して自立した生活ができるよう，バリアフリー

化され，緊急通報装置を設置した市営住宅に，安否確認や生活相談，緊急時の対応等を行う生活相

談員（LSA）を派遣します。 

（担当課：長寿社会課） 

  

  

施策方針 

高齢者が安全・安心に暮らせるよう，住まいの確保や住みやすい環境づくりを行い，居住安定

を図ります。 



82 

 

 エ 住宅改修支援事業 

要介護（要支援）認定を受けた被保険者が，介護保険の他の在宅サービスを利用していないために

居宅介護（予防）支援費を算定できない場合に，住宅改修理由書を作成した地域包括支援センター等

に手数料を支払います。 

 （担当課：介護保険課） 

項 目 単位 
実績値 見込値 計画値 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

住宅改修理由書作成件数 件 ２３２ 248 250 ３００ ３００ ３００ 

 

 オ 住宅確保要配慮者に対する民間賃貸住宅への円滑な入居の促進 

高齢者を含む住宅の確保に特に配慮を要する者（住宅確保要配慮者）の民間賃貸住宅への円滑な

入居の実現のため，協力不動産店制度などの支援策の実施や，セーフティネット住宅（住宅確保要配

慮者円滑入居賃貸住宅）の登録を促進するとともに，対象者一人一人の状況に応じ，入居後に必要と

なる支援体制を関係者により構築した上で，住宅確保のための支援を行います。 

（担当課：建築総務課） 

 

 カ サービス付き高齢者向け住宅等 

安否確認や生活相談等のサービスが提供されるサービス付き高齢者向け住宅や食事等のサービ

スが付いた有料老人ホームの整備が民間事業者により進められており，引き続きこれら高齢者向け

住宅の普及を図ります。 

（担当課：建築総務課） 

 

 キ 有料老人ホームの指導体制 

有料老人ホームにおける各種届出の受理等の業務を行うほか，有料老人ホームの適正な運営の確

保による利用者の処遇向上を図るべく，事業者に対し立入検査を実施します。また，虐待疑いに関す

る事案については，必要に応じて特別立入検査を行います。加えて，未届け有料老人ホームへの届出

勧奨を行います。 

第８期計画期間中は，新型コロナウイルス感染症の影響で立入検査ができない期間も多くありまし

たが，利用者の居住の安全確保の観点から，従来の実施件数を目指して取り組みます。 

 （担当課：指導監査課） 

項 目 単位 
実績値 見込値 計画値 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

立入検査 件 ２１ 22 100 １００ １００ １００ 

  

  



83 

 

 ク 公園緑地の整備 

老朽化した遊戯施設などの公園施設を，子どもや高齢者をはじめ誰もが安全に安心して利用でき

るよう，バリアフリーを考慮しながら改修・更新を行います。また，市民のスポーツ活動の場を充実し，

緑豊かで魅力ある都市空間を形成するため，東光スポーツ公園の整備を行います。 

 （担当課：公園みどり課） 

項 目 単位 
実績値 見込値 計画値 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

都市公園の面積 ｈa 720.70 721.05 721.05 722.42 722.42 722.42 

 

（６）老人福祉施設の整備 

 

 

 

 

 

 ア 養護老人ホーム 

６５歳以上の身の回りのことに軽い介助を必要としている方で，家庭環境や経済上の理由など，家

庭で生活することが困難な高齢者が入所する施設で，日常生活に必要なサービスを提供します。本計

画期間中は現状の定員数を維持します。 

（担当課：長寿社会課） 

 

 イ 軽費老人ホーム 

６０歳以上の一人暮らしの方や家族と一緒に暮らせない事情のある方で，身の回りのことは自分で

できる方が入所する施設です。本計画期間中は現状の定員数を維持します。 

① ケアハウス（介護利用型軽費老人ホーム） 

６０歳以上の高齢者（夫婦で入所する場合はどちらか一方が６０歳以上）で，身体機能の低下や高

齢等の理由から，自宅等で独立して生活することに不安がある方が入居する施設です。 

② 軽費老人ホーム（A型） 

６０歳以上の高齢者（夫婦で入所する場合はどちらか一方が６０歳以上）で，家庭環境・住宅事情

等の理由で家庭での生活ができない方が入居する施設です。 

（担当課：長寿社会課） 

 

 ウ 生活支援ハウス（高齢者生活福祉センター） 

６０歳以上の身体機能の低下や高齢等の理由から，自宅等で生活することに不安があり，一人暮ら

し又は夫婦のみの世帯に属する方で家族による援護が難しい高齢者が入居する施設です。日常生活

に必要なサービスを提供することにより，高齢者の生活を支援します。本計画期間中は現状の定員数

を維持します。 

（担当課：長寿社会課） 

施策方針 

様々な理由から在宅生活が困難な高齢者に対して，ニーズや社会的意義等を見極めながら，

適切な整備事業を継続します。 
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 項 目 単位 
実績値 

令和５年 4 月 1 日現在 

養護老人ホーム定員数 人 （3 施設）    270 

ケアハウス（介護利用型軽費老人ホーム）定員数 人 （7 施設）    375 

軽費老人ホーム（A 型）定員数 人 （2 施設）    100 

生活支援ハウス定員数 人 （2 施設）     38 

 

（７）雪対策等の推進 

 

 

 

 

 

 ア 高齢者等住宅前道路除雪 

８０歳以上又は７０歳から７９歳で要支援１以上の高齢者や身体障がい者等で構成される世帯が居

住する住宅において，道路除雪作業後の残雪の処理を行うことが困難な場合，残雪に配慮した道路

除雪を実施し，対象世帯の日常生活通路を確保します。 

なお，高齢化に伴う対象者世帯の増加や道路除雪作業の担い手不足等により，除雪車のオペレー

タ作業量が増加するなど，道路除雪そのものへ大きな影響を及ぼしていることから，道路除雪事業者

による現行制度について見直しが必要な状況となっています。対象世帯の明確化を検討するとともに，

市民による除雪支援の取組地域の拡大を図ります。 

  （担当課：長寿社会課・障害福祉課・雪対策課・土木事業所） 

 

項 目 単位 
実績値 見込値 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 

対象世帯数（長寿社会課） 世帯 3,336 2,615 2,600 

対象世帯数（障害福祉課） 世帯 ５０ ３９ 33 

 

 イ 高齢者等屋根雪下ろし事業 

７０歳以上の高齢者等で構成される低所得世帯が居住する家屋の屋根雪下ろしを自力や家族等で

行うことが困難な場合，その雪下ろし費用の一部を助成することにより，対象世帯の日常生活及び身

体の安全を確保します。 

 （担当課：長寿社会課） 

 

項 目 単位 
実績値 見込値 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 

対象世帯数 世帯 2,343 2,366 2,400 

 

施策方針 

高齢者人口の増加に伴い，除雪作業が困難な世帯が増加しているため，現状の取組における

課題を精査しながら，ニーズの増加に対応するための適切な除雪支援を検討していきます。 
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（８）防災・交通安全の推進 

 

 

 

 

 

 

 ア 避難行動要支援者名簿整備事業 

災害対策基本法に基づき，高齢者，障がい者等の災害時の避難に特に配慮を要する者（避難行動

要支援者）の名簿を作成するとともに，本人の同意を得た場合には，平常時から地域の避難支援等関

係者に情報提供を行い，避難支援に係る個別計画作成等を推進します。 

   （担当課：防災課・福祉保険課） 

項 目 単位 
実績値 見込値 計画値 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

避難行動要支援者等で平

常時の外部への情報提供

に係る新規同意者数 

人 469 487 500 500 500 500 

上記人数／当該年度同意

書発送者数 
％ 57.0 58.9 58.3 55.0 55.0 55.0 

 

 イ 福祉避難所の整備 

災害時に避難所での生活が困難な要配慮者の生活環境を確保するため，平常時において，福祉避

難所の指定等（人材派遣を含む。）に関する協定の締結や協定に定めている施設の受入体制等の福

祉避難所の開設に向けた調整を行います。 

（担当課：防災課・福祉保険課） 

 

 ウ ホットライン１１９ 

緊急事態が発生したとき，自動又は簡易な操作により消防本部に通報することができる専用機器を

高齢者等に貸与し，緊急時における迅速かつ適切な救護，救援を行うための連絡体制を確立します。

高齢者人口，利用申請者数等の推移を見極めながら通報機器の総数を適正に管理するとともに，通

報機器の計画的，継続的な更新を行います。また，本事業の普及啓発を継続的に行います。 

（担当課：市民安心課） 

項 目 単位 
実績値 見込値 計画値 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

通報機器管理数 組 3,900 3,900 3,900 3,900 3,900 3,900 

 

  

施策方針 

地震や豪雨等による災害に備え，地域の高齢者や高齢者施設に対し，災害時の避難や支援に

ついての体制整備に取り組みます。また，福祉避難所の整備に取り組みます。 

緊急時の対応や交通安全に対する市民の意識を高めます。 
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 エ 高齢者等安心カード配付事業 

高齢者等に，かかりつけ医療機関名や緊急連絡先等を記入する安心カードを配付し，緊急時に迅

速な対応がとれるようにすることで，安心できる居宅生活を支援します。  

 （担当課：長寿社会課） 

 

 オ 地域歩行空間等整備事業 

高齢者・障がい者などが指定避難所等に向かう避難経路となり得る道路について，円滑な避難や

避難障害の低減，介助者の負担軽減を目的として，バリアフリー化を含めた歩行空間整備を行います。 

 （担当課：土木総務課） 

 

 カ ほのぼの防火訪問 

高齢者世帯（７５歳以上のみの世帯）を対象に，住宅火災と住宅における救急事故の未然防止を図

るため，消防職員，消防団員，防火訪問協力員が戸別訪問し，住宅防火点検，防火指導，予防救急指

導などを行います。また，緊急時の支援情報として活用するため，対象者の身体状況等について調査

します。 

  （担当課：市民安心課） 

項 目 単位 
実績値 見込値 計画値 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

実施世帯数 世帯 2,154 2,202 2,499 3,０00 3,０00 3,０00 

 

 キ ふれあい防火教室 

高齢者の団体やグループを対象に防火・防災や救急についての講習を行うことにより，災害や急病

などの場合の対処法の普及啓発を図ります。 

 （担当課：市民安心課） 

項 目 単位 
実績値 見込値 計画値 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

ふれあい防火教室 人 36 247 155 ３５０ ３５０ ３５０ 

 

 ク 高齢者交通安全教室 

心身の能力低下に伴い，交通事故の被害に遭う危険性が高まる高齢者に対する安全意識の徹底

を図り，高齢者の交通事故防止につなげます。            

 （担当課：交通防犯課） 

項 目 単位 
実績値 見込値 計画値 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

延べ受講者数（交通安全教室） 人 184 ３５８ 340 500 500 500 

 

 

  



87 

 

基本目標３ 介護予防のための市民の主体的な取組の推進 

（１）介護予防・重度化防止の推進 重点施策４ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア あさひかわ健幸運動教室（仮称） 

これまでの介護予防運動教室全体の見直しを行い，異なる運動強度の２種類のコースを用意して，

自分たちで運動を行う方法等を指導し，教室参加者に対する通いの場の立ち上げ支援を行います。 

介護予防を目的としたストレッチ，筋力トレーニング等の運動プログラムや講話等を行い，地域にお

ける介護予防活動の促進と市民の自主的な活動への支援充実を図ります。 

（担当課：長寿社会課） 

項 目 単位 
実績値 見込値 計画値 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

参加者実人数 人 ― ― ― 660 660 660 

立ち上がった通いの場の数 団体 ― ― ― １５ １５ １５ 

 

  

施策方針 

住み慣れた地域で，活き活きと暮らし続けるためには，要介護状態となることを予防すると

ともに，要介護状態となっても，その重度化を予防することが大切です。 

本市では，これまで市民主体の通いの場の支援に重点的に取組み，現在，市内で６００以上の

団体が活動しています。 

本計画において，より自主化に重点を置いた教室を実施することにより，通いの場の更なる

立ち上げ支援に取り組むとともに，地域包括支援センターや専門職等と連携し，地域における

通いの場の継続した活動を支援します。 

また，ＩＣＴを活用した介護予防の普及啓発を推進します。 

介護予防の取り組みを支える「通いの場」とは 

通いの場とは，地域住民同士が気軽に集い，一緒に活動内容を企画し，ふれあいを通じて「生き

がいづくり」「仲間づくり」の輪を広げる場所です。地域の介護予防の拠点となる場所でもあります。 

本市では，公民館等において体操を行うサークルや交流を楽しむサロンなど，多くの市民団体が

活動を行っています。 
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 イ 認知症予防教室 

認知機能の低下を予防するための脳トレーニングや参加者同士の交流を行うこと等により，要介護

状態等になることを予防するとともに，地域における自主的な認知症予防・介護予防活動の推進を図

ります。 

（担当課：長寿社会課） 

項 目 単位 
実績値 見込値 計画値 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

参加者実人数 人 １１１ １09 105 １４４ １４４ １４４ 

立ち上がった通いの場の数 団体 3 3 3 ５ ５ ５ 

 

 ウ 普及啓発パンフレットの作成・配布 

介護予防に関するパンフレットの作成・配布を行い，介護予防に関する知識の普及啓発を図ります。 

（担当課：長寿社会課） 

項 目 単位 
実績値 見込値 計画値 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

パンフレット作成数 冊 ７,500 5,500 5,500 5,500 5,500 5,500 

 

 エ 介護予防把握事業  

市民や関係機関との連携や国保データベース（KDB）システム等の健診・医療・介護の情報の活用

により，フレイル等のリスクが疑われる方を早期に把握し，地域包括支援センター等による介護予防に

係る支援や市民主体の通いの場につなげるなどの支援を行います。 

（担当課：長寿社会課） 

項 目 単位 
実績値 見込値 計画値 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

把握人数 人 ４９１ ５88 615 600 ６５０ ７００ 

通いの場の参加につなが

った数 
人 32 67 87 100 150 200 

自主的（個人的）な介護予

防活動につながった数 
人 17 27 32 50 75 100 
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 オ 地域リハビリテーション活動支援事業 

市民主体の通いの場，生活課題を抱える高齢者の居宅等にリハビリテーション専門職，薬剤師，管

理栄養士・栄養士，歯科衛生士が訪問し，専門的知識に基づく助言・指導等を行うことにより，市民の

介護予防活動の機能強化を推進します。  

また，地域包括支援センターが開催する地域ケア会議に同専門職が出席し，困りごとを抱える高齢

者への効果的な支援方法を検討します。 

（担当課：長寿社会課） 

項 目 単位 
実績値 見込値 計画値 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

市民主体の通いの場の支

援団体数 
団体 ３３ 51 84 ７７ ７７ ７７ 

個別訪問支援の対象者数 人 ４０ ５0 11 ７７ ７７ ７７ 

地域ケア会議への出席回数 回 ０ 0 12 ３３ ３３ ３３ 

 

 カ 地域介護予防活動支援事業 

市民主体の通いの場を介護予防活動のための効果的かつ持続可能な地域資源とするため，団体

及び地域のニーズに応じた運営の援助や介護予防に関するボランティアの人材育成，運動指導者の

派遣等を通じて，市民主体の通いの場の活動を支援します。 

また，より効果的・継続的な運営を支援するため，令和４年度（202２年度）から開始したスポーツイ

ンストラクターによる活動支援を拡充して実施します。 

（担当課：長寿社会課） 

項 目 単位 
実績値 見込値 計画値 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

地域包括支援センターに 

よる活動支援回数 
回 1,640 2,278 2,234 2,000 1,800 1,600 

スポーツインストラクター

による活動支援回数 
回 ― 132 200 300 300 300 

介護予防のボランティア 

養成人数 
人 ３６ 188 260 ３００ ３００ ３００ 

介護予防のボランティアが 

参加している通いの場の数 
団体 － － － １５０ ２００ ２５０ 

 

 キ 一般介護予防事業評価事業 

介護保険事業計画において定める目標値の達成状況の検証を通じ，一般介護予防事業等の事業

評価を行い，その結果に基づき事業の実施方法等の改善を図ります。 

（担当課：長寿社会課） 
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 ク ICTを活用した介護予防の推進  

デジタルデバイド解消を図るため，高齢者に対してスマートフォンの使用方法に関する教室を開催

するとともに，「通いの場アプリ」を活用し，通いの場へ行けないときでも継続して体操や脳トレーニン

グ等の健康づくりに取り組めるよう，導入を促進します。 

また，「あさひかわ健幸アプリ」を活用し，歩数計測，ラジオ体操の実施，イベント等への参加に対し

てポイントを付与することにより，介護予防活動の動機付けと習慣化の支援を行います。 

（担当課：長寿社会課・健康推進課） 

項 目 単位 
実績値 見込値 計画値 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

スマホ教室開催箇所数 箇所 13 14 16 16 16 16 

スマホ教室参加者数 人 116 130 148 148 148 148 

「通いの場アプリ」における 

通いの場登録数 
団体 265 288 288 300 330 360 

「あさひかわ健幸アプリ」 

ダウンロード者数 
人 － － － 5,000 10,000 11,000 

 

 ケ 介護予防相談・介護予防出前講座 

市内で活動する６５歳以上の高齢者団体に対し，保健師等の専門職が相談や出前講座を通じた正

しい知識の普及を図ります。 

（担当課：長寿社会課） 

 コ 介護予防高齢者補聴器購入助成事業 

加齢により聴力が低下し日常生活に支障のある高齢者に対して，補聴器の購入費の一部を助成す

ることにより，補聴器の適正な利用を通じて外出機会の増加や積極的な地域交流を支援し，介護予防

の促進につなげます。 

令和６年度（２０２４年度）から令和７年度（２０２５年度）までは試行期間とし，対象要件を満たす高

齢者に対して補聴器購入費用の一部を助成します。また，補聴器装着前後の生活状況の変化等に関

するアンケート調査を実施するほか，聞こえの専門家の意見等をうかがいながら，令和８年度（２０２６

年度）以降の事業実施を検討します。 

（担当課：長寿社会課） 
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（２）健康づくりの推進 

 

 

 

 

 

 ア 健康増進・スマートウエルネス推進事業 

第３次健康日本２１旭川計画及びスマートウエルネスあさひかわプランに基づき，関係団体・協定締

結企業・関係各課等の多様な主体による健康づくりの取組を促進することで，健康寿命の延伸を目指

します。 

また，生活習慣の改善及び生活習慣病の発症・重症化予防に取り組み，スマートウエルネスあさひ

かわプランにおいては,活動量の増加や活動範囲を広げることを推進するとともに,ヘルスケアの向上

を支援する取組を実施します。「あさひかわ健幸アプリ」を活用し，歩数計測，ラジオ体操の実施，イベ

ント等への参加に対してポイントを付与することにより，介護予防活動の動機付けと習慣化の支援を

行います。 

 （担当課：健康推進課） 

 

 イ ７５歳以上の方に対する健康づくりへの支援 

国保データベース（KDB）システムや健診結果等を活用して健康寿命の延伸や医療費適正化に効

果的・効率的な保健事業を国保保健事業や地域支援事業と一体的に進めます。旭川市医師会や地域

包括支援センター等と連携して生活習慣病の予防やフレイル予防，介護予防に総合的に取り組みます。 

（担当課：国民健康保険課） 

項 目 単位 
実績値 見込値 計画値 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

個別支援(糖尿病性腎症重

症化予防) 
人 ３４ 33 36 ３５ ３５ ３５ 

個別支援(その他生活習慣

病重症化予防) 
人 ２４７ 269 270 ２６０ ２６０ ２６０ 

通いの場等への関与 圏域 １１ １１ １１ １１ １１ １１ 

 

 ウ 歯科保健推進事業 

生涯にわたって歯の健康を維持するため，８０歳になっても自分の歯を２０本以上保つことを目標と

した「８０２０運動」を推進し，オーラルフレイル（口の機能の虚弱）の予防等，口腔衛生意識の普及啓発

に係る各種事業を実施します。 

（担当課：健康推進課） 

 

  

施策方針 

市民一人一人が主体的に健康保持・増進に努めるよう，啓発活動や相談体制の充実等を通

じ，市民の意識向上を図ります。 
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 エ 栄養改善推進事業 

介護施設などの特定・多数給食施設の給食運営や栄養管理等の内容を把握し，必要な助言及び指

導を行うことにより，給食利用者の生活の質の向上や健康増進を図ります。 

また，市民の主体的な健康づくりを推進するため，各地域で食生活改善に取り組む「食生活改善推

進員」を養成し，その実践の場である食生活改善地域講習会で食事バランスガイドや減塩の必要性

及び手法を普及するなど，生活習慣病予防及びフレイル予防を推進します。 

（担当課：保健指導課） 

項 目 単位 
実績値 見込値 計画値 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

旭川市栄養管理報告書の

提出率 
％ １００ １００ 100 １００ １００ １００ 

食生活改善地域講習会 

受講者数（未就学児を除く） 
人 １６３ ２35 152 ３６０ ３６０ ３６０ 

 

（３）疾病の予防及び早期発見 

 

 

 

 

 

 ア がん検診事業 

がん検診の受診を促進し，早期発見・早期治療につなげることにより，がんによる死亡者数の減少

を図るとともに，がん予防意識の普及啓発を行うことで市民の健康寿命の延伸を図ります。 

（担当課：健康推進課） 

項 目 単位 
実績値 見込値 計画値 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

がん検診受診率（胃がん） ％ 5.3 5.7 5.7 10 以上 10 以上 10 以上 

がん検診受診率（肺がん） ％ 7.4 8.0 8.0 11 以上 11 以上 11 以上 

がん検診受診率（大腸がん） ％ 10.9 11.8 11.8 16 以上 16 以上 16 以上 

がん検診受診率（子宮頸がん） ％ 27.5 28.0 28.0 34 以上 34 以上 34 以上 

がん検診受診率（乳がん） ％ 22.6 23.5 23.5 32 以上 32 以上 32 以上 

 

 イ 特定健康診査 

国民健康保険加入者に対し，生活習慣病を早期に発見し，健康寿命の延伸と医療費・介護費の適

正化を図るため，特定健康診査を実施するとともに，受診率向上に向けた啓発等を行います。 

 （担当課：国民健康保険課） 

項 目 単位 
実績値 見込値 計画値 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

特定健診受診率 ％ 27.3 29.8 30.0 35.0 40.0 45.0 

施策方針 

疾病の予防及び早期発見は，高齢者の健康保持・増進だけでなく，介護予防・重度化防止にも

つながることから，健診（検診）受診の勧奨等を通じ，定期的な健康管理を促進します。 
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 ウ 75歳以上の方に対する健康診査 

後期高齢者医療被保険者の生活習慣病等の早期発見及び予防を図り，後期高齢者の健康の保持

増進に寄与するため，健康診査を実施するとともに，受診率向上に向けた啓発等を行います。 

（担当課：国民健康保険課） 

項 目 単位 
実績値 見込値 計画値 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

後期高齢者医療健診受診率 ％ 19.6 19.4 20.5 22.0 22.0 22.0 

 

 エ 生活保護受給者等健康診査 

健康増進法に基づき生活習慣病を予防するため，４０歳以上の医療保険未加入の生活保護受給者

等に，特定健康診査と同様の健康診査を実施します。 

（担当課：保健指導課） 

項 目 単位 
実績値 見込値 計画値 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

受診者数 人 81 101 100 100 100 100 

受診率 ％ 4.8 3.1 3.1 3.1 3.1 3.1 

 

（４）感染症対策の推進 

 

 

 

 

 

 

 ア 介護事業所等における感染症に対する予防・発生時対応の確立 

感染症の予防及び発生等に備え，介護事業所等が行うべき予防対策等の対応について，国が作成

した多様な感染症に対応する「介護現場における感染症対策の手引き」や市が作成した「旭川市感染

症予防計画」，「社会福祉施設等における新型コロナウイルス感染症対策マニュアル」に基づき，助言・

指導を行います。 

また，令和６年度（２０２４年度）から義務化された，介護事業所等における感染症の予防及びまん延

の防止の対策並びに業務継続計画（BCP）の策定等について，必要に応じ指導・助言を行います。 

 （担当課：指導監査課） 

  

  

施策方針 

新型コロナウイルス感染症の世界的な流行により，福祉施設運営などにおいて多様な課題が

あらためて認識されました。感染症の予防及び発生等に備え，より円滑な対応ができるよう，日

頃からの対応を推進します。 
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 イ 高齢者等予防接種事業 

高齢者等に対して予防接種費用の補助を行うことにより，インフルエンザ及び肺炎球菌感染症の発

病，重症化防止を図ります。 

 （担当課：健康推進課） 

項 目 単位 
実績値 見込値 計画値 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

インフルエンザ予防接種被

接種者数 
人 61,204 62,244 61,999 61,999 61,999 61,999 

肺炎球菌感染症予防接種被接

種者数 
人 3,871 3,561 3,839 3,839 3,839 3,839 
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基本目標４ 生きがいや役割を持ち，互いに支え合える地域社会づくりの促進 

（１）多様な学習・活躍機会等の提供 

 

 

 

 

 

 ア 就労的活動の支援 

地域まるごと支援員（就労的活動支援コーディネーター）により，元気な高齢者の活力や知識・技術

を生かしたボランティアを含む就労的活動につなげていくための支援を行います。 

（担当課：福祉保険課） 

項 目 単位 
実績値 見込値 計画値 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

ボランティアを含む就労的

活動のマッチング件数 
件 － 104 96 125 125 150 

 

 イ 高齢者の生きがい促進事業（旭川市シニア大学・百寿大学） 

高齢者が，健康で元気に生きがいづくりや仲間との交流に励み，学んだ成果や知識・経験を地域に

還元してもらうための生涯学習の場として，１６の百寿大学とシニア大学を実施します。 

（担当課：公民館事業課） 

項 目 単位 
実績値 見込値 計画値 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

在籍者数（年度当初） 人 ６０６ ５７９ ５１４ 800 800 ７４０ 

 

 ウ 図書宅配システム事業 

図書館に一人で来ることのできない身体障がい者，在宅高齢者等に図書館資料を宅配することに

よって，全ての市民に公平な図書館サービスの提供を図ります。また，宅配ボランティアの増員・充実

を図るため，ホームページ等において定期的にボランティア募集の周知を行います。 

 （担当課：中央図書館） 

項 目 単位 
実績値 見込値 計画値 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

貸出冊数 冊 2,720 3,251 2,700 前年度を上回る 

延べ利用者数 人 ４１１ 658 480 前年度を上回る 

 

  

施策方針 

高齢者が，学習を通じて市民意識を高め，身に付けた知識・技術等を，就労的活動や地域活

動につなげていくための環境を整備します。 
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 エ 世代間交流事業 

各公民館百寿大学とシニア大学を中心に，高齢者がこれまでの人生で培ってきた経験を生かし，昔

遊びや対話等を通して地域の幼児や小学生等との世代間交流を実施します。 

第８期計画期間中は，新型コロナウイルス感染症の影響でほとんどの取組みが中止になりましたが，

学校等と連携しながら，従来の実施件数を目指して取り組みます。 

（担当課：公民館事業課） 

項 目 単位 
実績値 見込値 計画値 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

実施回数 回 ３ 0 9 ３０ ３０ ３０ 

参加者数 人 １００ 0 424 2,500 2,500 2,500 

 

 オ 生涯学習ポータルサイト（まなびネットあさひかわ）の充実 

市民の自主的な学習意欲を学習活動に結び付けていくために，生涯学習ポータルサイト（まなび 

ネットあさひかわ）を運用し，学習者にとって必要な情報を迅速かつ的確に提供します。 

（担当課：社会教育課） 

項 目 単位 
実績値 見込値 計画値 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

アクセス数 件 122,329 158,690 150,000 151,875 155,250 158,625 

 

（２）地域活動の推進 

 

 

 

 

 

 ア 老人クラブ・高齢者いこいの家運営事業 

高齢者の生活を健全で豊かなものにするため，活発な地域活動を展開する老人クラブと，高齢者が

一日を楽しく過ごすことができる場所である高齢者いこいの家への助言・助成を行います。また，老人

クラブの活性化及び高齢者いこいの家の安定的な運営を維持するために，一体的な体制づくり等の

効率的な運営を図ります。 

（担当課：長寿社会課） 

項 目 単位 
実績値 見込値 計画値 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

老人クラブ運営クラブ数 クラブ ９２ ８７ 82 82 82 82 

高齢者いこいの家運営施設数 か所 １２４ １２０ 113 113 113 113 

老人クラブ会員数 人 5,234 4,539 4,178 4,100 4,100 4,100 

 

施策方針 

高齢者の社会参加を促進するために，老人クラブや自主的な活動は重要であり，安定的な運

営に向けた体制づくりを推進します。 
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（３）就業機会の充実 

 

 

 

 

 

 ア 高年齢者就業機会確保事業（旭川市シルバー人材センター） 

高年齢者の短期的・臨時的な就業ニーズに対応した就業機会を確保するため，就業機会の提供を

行う公益社団法人旭川市シルバー人材センターに助成し，高年齢者の福祉の増進とともに，高年齢者

の能力を生かした活力ある地域社会づくりに寄与します。 

（担当課：経済総務課） 

項 目 単位 
実績値 見込値 計画値 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

延べ就業者数 人 46,013 51,315 51,000 53,000 53,000 53,000 

 

 

（４）地域支え合い活動の推進 重点施策５ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ア ファミリーサポートセンター介護型 

高齢者等を抱えて働く人が，安心して仕事と家庭を両立できるように，高齢者等を抱えて働いてい

る「援助を受けたい人（依頼会員）」と「援助を行いたい人（提供会員）」を組織・調整し，市民の相互援

助活動を支援することで，高齢者の簡易な介護等のサービスを提供します。 

（担当課：長寿社会課） 

項 目 単位 
実績値 見込値 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 

活動件数 件 1,002 1,032 1,032 

施策方針 

社会参加を希望する高齢者の就業機会の確保を図るとともに，長年にわたって身に付けた

知識や技能を活かしながら地域社会に還元できるよう支援を推進します。 

施策方針 

地域における生活課題を市民同士の助け合いで解決できるよう，会員制の相互援助活動や

地域の協力団体による活動など，様々な取組を進めてきましたが，少子高齢化による現役世代

をはじめとした担い手不足が深刻化しており，提供会員や協力団体の確保が課題となっていま

す。 

市民それぞれが自分にできることや得意なことを活かして，地域で支え合いながら活き活き

と暮らすことができるよう，地域まるごと支援員や地域包括センター，関係団体等が連携しなが

ら，高齢者を支える仕組みづくりと援助活動を進めます。 

また，元気な高齢者が担い手となって，要支援者等に対する生活援助を行う訪問型サービス

を整備します。 



98 

 

 イ 福祉除雪サービス 

高齢者世帯等が冬期間も安心して暮らせるように，自力で除雪ができない高齢者等の「援助を受

けたい人（依頼会員）」と「援助を行いたい人（提供会員）」による地域の相互援助活動として，玄関か

ら公道までの生活通路の除雪を行います。 

  （担当課：長寿社会課） 

項 目 単位 
実績値 見込値 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 

活動件数 件 4,153 4,327 4,327 

 

 ウ 高齢者等除雪支援事業 

自力又は家族による除雪が困難な高齢者等の世帯を対象に，道路除雪作業後に間口（住宅の敷地

入り口部分）に残された雪を地域住民等の協力により処理を行う除雪支援の取組地域の拡大を図り

ます。 

（担当課：長寿社会課） 

項 目 単位 
実績値 見込値 計画値 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

協力団体数 団体 54 70 68 前年度を上回る 

協力者数 人 301 337 307 前年度を上回る 

対象世帯数 世帯 379 419 359 前年度を上回る 

  

 エ 長寿社会生きがい振興事業 

地域の高齢者等が安心して生活できるように，地域住民の支え合いによる在宅高齢者等への援助

事業及び地域での生きがい創造に関する事業等を支援します。 

（担当課：長寿社会課） 

項 目 単位 
実績値 見込値 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 

補助対象団体数 団体 １ １ １ 

補助実績 千円 5,500 5,500 5,500 

 

 オ 介護予防・生活支援サービス事業の拡充 

高齢者の在宅生活を支えるため，元気な高齢者が要支援者等の軽度者に対して，生活援助を行う

訪問型サービスを提供する体制の整備を進めます。 

（担当課：長寿社会課） 
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（５）交流機会の充実 

 

 

 

 

 

 ア 長寿健幸競技会（仮称）・高齢者文化祭 

高齢者の生きがいを高め，健康で文化的な日常生活に寄与するため，高齢者の趣味・活動の披露

の機会を設けます。 

第８期計画期間中は，新型コロナウイルス感染症の影響で開催ができませんでしたが，高齢者団体

等と連携しながら，取組を継続します。 

また，これまで実施してきた「長寿大運動会」を見直し，老人クラブに加入されている方に限らず加

入されていない方にも広く周知をしながら，健康増進のきっかけとして，参加された方が地域へ持ち帰

り継続して取り組むことができるニュースポーツの普及を目指す「長寿健幸競技会」を実施します。 

（担当課：長寿社会課） 

項 目 単位 
実績値 見込値 計画値 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

長寿大運動会参加者数 人 中止 中止 366 － － － 

長寿健幸競技会参加者数 人 － － － ２００ ２００ ２００ 

文化祭出展数 点 243 ２３４ 200 300 300 300 

文化祭芸能発表参加者数 人 中止 中止 92 200 200 200 

文化祭延べ観覧者数 人 ２３５ ５３７ 1,000 1,500 1,500 1,500 

 

 イ いきいきセンター（高齢者等健康福祉センター） 

高齢者の社会参加や生きがいづくり，健康の維持増進及び世代間交流のための施設として，市内 

３か所のいきいきセンターを運営します。新型コロナウイルス感染症の影響で利用者が減少していま

したが，引き続き利用者が安全に利用できる環境を整備しながら，事業を継続します。 

（担当課：長寿社会課） 

項 目 単位 
実績値 見込値 計画値 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用者数 人 43,911 56,829 59,000 75,300 75,300 75,300 

 

  

施策方針 

高齢者が地域で交流する機会の充実を図るため，イベントや交流施設を整備することで，高

齢者同士のつながりを強化します。 
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 ウ 老人福祉センター 

老人福祉法に規定する施設として，地域の高齢者の各種相談に応じ，健康の増進，教養の向上及

びレクリエーション等の場を提供する，市内２か所の高齢者専用のセンターを運営します。新型コロナ

ウイルス感染症の影響で利用者が減少していましたが，引き続き利用者が安全に利用できる環境を

整備しながら，事業を継続します。 

（担当課：長寿社会課） 

項 目 単位 
実績値 見込値 計画値 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用者数 人 25,417 35,876 43,000 54,400 54,400 54,400 

 

 エ 近文市民ふれあいセンター 

高齢者の社会参加や生きがいづくり，健康の維持増進及び世代間交流のための施設である高齢者

交流センターのほか，卓球やバドミントンなどができる多目的ホール，長さ２５メートルの温水プールを

持つ，近文市民ふれあいセンターを運営します。 

（担当課：長寿社会課） 

項 目 単位 
実績値 見込値 計画値 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用者数 人 76,075 92,978 95,209 108,900 108,900 108,900 
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基本目標５ 医療と介護の連携による切れ目のない支援体制の整備 

（１）在宅医療・介護連携の推進 重点施策６ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ア 在宅医療・介護連携推進事業 

本計画の基本理念を受け，これを目指すべき姿として，医療と介護の両方を必要とする状態の高齢

者が，住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人生の最期まで続けることができるよう，在宅医療と介

護を一体的に提供するために，医療機関と介護事業所等の関係者の連携を推進します。 

特に，地域住民の ACP（アドバンス・ケア・プランニング）に関する理解を深めるともに，対象者本人

の意思に寄り添った医療・介護を提供できる連携のあり方等について，医療・介護関係者と協議し取

組を進めます。 

  

 

 

 

① 地域の医療・介護の資源の把握 

市内の医療・介護の関係団体が公表している情報について,旭川市ホームページにリンク先を掲

載し，医療・介護関係者に必要な情報に円滑に接続することを引き続き支援します。 

また，地域包括支援センターとの協働により定期的に情報収集し集約している「入退院支援に係

る相談窓口一覧」（有床の医療機関編，居宅介護支援事業所編，地域包括支援センター編）につい

て情報を更新し，医療機関及び居宅介護支援事業所に提供して，関係者間の連携の円滑化に努め

ます。 

 

② 在宅医療及び介護連携推進検討会の開催 

本市の医療・介護に関わる１２の職能団体が参画する「旭川市在宅医療及び介護連携推進検討

会」を開催し，在宅医療及び介護の供給体制に関する課題の抽出や対応策，中でも看取りを含む

在宅療養支援体制について意見交換を行い，取組を進めます。 

  

施策方針 

高齢者の在宅生活の継続を支援するため，第８期計画においては，医療と介護の連携が必要

となる４つの場面（①日常の療養支援，②入退院支援，③急変時の対応，④看取り）のうち，②入

退院支援に取り組んできました。 

本計画では，自宅や施設で最後を迎えるための④看取りについて重点的に取組み，在宅医療

と介護の切れ目のない支援のためのネットワークを構築します。 

ACP（アドバンス・ケア・プランニング）とは 

もしものときのために，自分が望む医療やケアについて前もって考え，家族や近しい人，医療・介

護関係者等と話し合い，共有する取組のことです。「人生会議」と言う場合もあります。 
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③ 切れ目のない在宅医療と在宅介護の提供体制の構築推進 

医療・介護関係者とともに検討を重ねて作成した「入退院時の医療と介護の連携の手引」の活用

促進に努め，入退院時における医療機関とケアマネジャー等との情報交換と連携等を支援します。   

手引きには，医療・介護関係者が職種や専門性の違いを越えて，お互いに気持ちよく連携するた

めの基本ルールや連携に当たってのエチケット等を紹介しているほか，入院時情報提供書や退院時

連携シート等の連携ツールを掲載しており，手引きの更なる周知を図ることで，関係者の相互理解

とスムーズな連携の推進につなげます。 

 

④ 医療・介護関係者の情報共有の支援 

医療・介護関係者の連携の円滑化と情報共有を目的として，介護保険サービス利用者等に，「あ

さひかわ安心つながり手帳」を配付します。 

かかりつけの医療機関や利用している介護サービス事業所等の連絡先等を記載しておくことで，

支援者がいち早く連携相手を把握できることに加え，被保険者証やお薬手帳をひとまとめにできる

利便性もあり，表紙に旭川市のシンボルキャラクター「あさっぴー」が登場した黄色い手帳として浸

透しつつあります。 

今後も，地域に広く親しまれる手帳として，高齢者に日常的に利用していただけるよう周知を続け

ます。 

 

⑤ 在宅医療・介護連携に関する相談支援 

市立旭川病院内に設置している「旭川市在宅医療・介護連携に関する相談窓口」において，地域

の医療・介護関係者，地域包括支援センター等への在宅医療・介護連携に関する相談支援や情報

提供等を行います。相談窓口の機能等について更なる周知と利用促進に努めます。 

 

⑥ 医療・介護関係者の研修 

医療・介護関係者を対象に，在宅医療・介護連携に係る研修会を行います。介護支援専門員や施

設職員等に向けた看取りに関する知識や意識を深めるための研修や講演会，多職種による顔の見

える情報交換会等を引き続き実施します。 

 

⑦ 市民への普及啓発 

地域住民が在宅医療や看取り等について十分理解をしたうえで，本人の望む暮らしや最期の迎

え方を選択できるよう，市民向け講演会を開催して普及啓発を行います。 

また，在宅医療や介護で受けられるサービス内容や利用方法等についてのわかりやすい解説や，

旭川市の在宅療養を支える専門職，相談窓口等の情報を掲載した「在宅医療・介護ガイドブック～

住み慣れた地域でいつまでも～」の配布を通じて，在宅医療等への理解を推進します。 

（担当課：長寿社会課） 

  

項 目 単位 
実績値 見込値 計画値 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

あさひかわ安心つながり 

手帳配付数 
冊 1,912 1,605 1,600 1,600 1,750 1,800 
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 イ 在宅歯科診療 

高齢化に伴い需要増が見込まれる要介護者等の歯科医療ニーズに対応するため，体制整備の一

環として（一社）旭川歯科医師会が行っている歯科医療従事者養成事業を支援します。 

（担当課：保健総務課） 
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１ 介護保険サービス給付費の現状 

（１）第８期計画の計画値と実績 

第８期における各サービスの計画値とそれに対する実績については，次のとおりです。 

 

① 各サービスの実績値・計画値・対計画比 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度(12月末見込み) 

実績値 

（対計画比） 
計画値 

実績値 

(対計画比) 

（対計画比）

計画値 
実績値 

(対計画比) 

（対計画比）

計画値 

 介護老人福祉施設 
3,662,693 

(95.7%) 
3,829,234 

3,721,389 

(95.6%) 
3,893,383 

4,112,565 

(103.1%) 
3,988,291 

地域密着型介護老人福祉 

施設入所者生活介護 

320,165 

(95.9%) 
333,728 

329,028 

(98.5%) 
333,914 

327,075 

(98.0%) 
333,914 

介護老人保健施設 
3,067,073 

(99.3%) 
3,089,817 

3,041,232 

(98.4%) 
3,091,532 

3,008,624 

(97.3%) 
3,091,532 

介護医療院 
597,979 

(93.5%) 
639,241 

717,140 

(112.1%) 
639,596 

505,324 

(79.0%) 
639,596 

 介護療養型医療施設 
291,155 

(69.1%) 
421,263 

211,867 

(50.3%) 
421,497 

147,710 

(35.0%) 
421,497 

施設サービス費用計 
7,939,065 

(95.5%) 
8,313,283 

8,020,656 

(95.7%) 
8,379,922 

7,774,223 

(91.7%) 
8,474,830 

 特定施設入居者生活介護 
1,758,014 

(93.0%) 
1,890,647 

1,812,448 

(89.2%) 
2,032,403 

1,933,277 

(83.6%) 
2,313,321 

介護予防 

特定施設入居者生活介護 

175,277 

(90.7%) 
193,188 

170,515 

(82.3%) 
207,245 

157,614 

(69.6%) 
235,143 

地域密着型特定施設入居者 

生活介護 
- - - - - -  

認知症対応型共同生活介護 
3,751,015 

(91.2%) 
4,110,963 

3,746,889 

(85.8%) 
4,367,116 

3,775,460 

(86.3%) 
4,376,495 

 介護予防 

認知症対応型共同生活介護 

30,762 

(82.9%) 
37,108 

21,097 

(56.8%) 
37,128 

15,162 

(40.8%) 
37,128 

居住系サービス費用計 
5,715,068 

(91.7%) 
6,231,906 

5,750,949 

(86.6%) 
6,643,892 

5,881,513 

(84.5%) 
6,962,087 

 訪問介護 
8,860,883 

(99.1%) 
8,945,262 

9,269,402 

(98.7%) 
9,394,520 

9,579,092 

(99.0%) 
9,677,800 

 訪問入浴介護 
103,902 

(119.9%) 
86,638 

102,057 

(112.6%) 
90,666 

96,876 

(102.3%) 
94,707 

 介護予防訪問入浴 
1,894 

(165.3%) 
1,146 

1,753 

(152.8%) 
1,147 

1,572 

(137.1%) 
1,147 

 訪問看護 
477,203 

(105.8%) 
450,863 

499,236 

(106.3%) 
469,653 

514,908 

(105.7%) 
487,128 

 介護予防訪問看護 
66,373 

(109.4%) 
60,656 

70,498 

(112.6%) 
62,607 

68,888 

(107.2%) 
64,249 

 訪問リハビリテーション 
178,230 

(98.8%) 
180,384 

187,167 

(99.5%) 
188,157 

212,872 

(109.3%) 
194,801 

 介護予防訪問リハビリテーション 
47,186 

(131.2%) 
35,959 

44,481 

(120.7%) 
36,863 

47,937 

(126.2%) 
37,999 

 居宅療養管理指導 
237,225 

(123.3%) 
192,411 

260,673 

(130.1%) 
200,302 

304,234 

(146.3%) 
208,005 

 介護予防居宅療養管理指導 
15,757 

(123.6%) 
12,746 

16,134 

(123.5%) 
13,061 

17,027 

(126.4%) 
13,474 

（単位：千円） 
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 令和３年度 令和４年度 令和５年度(12月末見込み) 

実績値 

（対計画比） 
計画値 

実績値 

(対計画比) 

（対計画比）

計画値 
実績値 

(対計画比) 

（対計画比）

計画値 

 通所介護 
1,643,889 

(93.5%) 
1,757,715 

1,680,021 

(92.3%) 
1,820,072 

1,853,293 

(98.5%) 
1,881,970 

 地域密着型通所介護 
947,744 

(90.9%) 
1,042,741 

942,994 

(87.2%) 
1,081,579 

999,586 

(89.4%) 
1,118,186 

 通所リハビリテーション 
671,878 

(102.1%) 
658,271 

620,569 

(91.0%) 
682,290 

659,983 

(93.5%) 
705,775 

 介護予防通所リハビリテーション 
158,011 

(100.5%) 
157,223 

143,292 

(88.6%) 
161,767 

151,804 

(91.7%) 
165,481 

 短期入所生活介護 
420,916 

(93.0%) 
452,563 

433,916 

(91.5%) 
474,142 

496,890 

(100.5%) 
494,660 

 介護予防短期入所生活介護 
11,101 

(76.9%) 
14,433 

10,806 

(71.5%) 
15,106 

12,636 

(82.8%) 
15,270 

 短期入所療養介護（老健） 
30,572 

(71.9%) 
42,509 

33,603 

(77.6%) 
43,321 

37,843 

(83.3%) 
45,241 

 介護予防短期入所療養介護 

（老健） 

103 

(18.1%) 
570 

386 

(67.7%) 
570 

156 

(27.4%) 
570 

 短期入所療養介護（病院等） 0 3,302 0 3,304 0 3,304 

 短期入所療養介護 

（介護医療院） 
0 671 

88 

(13.1%) 
672 0 672 

 福祉用具貸与 
860,838 

(100.4%) 
857,769 

916,255 

(102.6%) 
892,638 

959,180 

(103.5%) 
926,996 

 介護予防福祉用具貸与 
131,484 

(107.2%) 
122,613 

143,606 

(113.9%) 
126,086 

160,050 

(123.8%) 
129,263 

 特定福祉用具購入 
28,613 

(109.1%) 
26,215 

28,125 

(104.0%) 
27,039 

26,016 

(91.3%) 
28,506 

 介護予防福祉用具購入 
14,890 

(86.1%) 
17,292 

17,663 

(98.6%) 
17,920 

15,477 

(84.9%) 
18,235 

 住宅改修 
56,919 

(83.2%) 
68,388 

56,954 

(73.2%) 
77,811 

51,645 

(63.0%) 
81,967 

 介護予防住宅改修 
57,764 

(65.8%) 
87,789 

65,216 

(65.1%) 
100,220 

60,627 

(54.8%) 
110,633 

 定期巡回・随時対応型訪問 

介護看護 

94,111 

(45.8%) 
205,389 

100,208 

(47.1%) 
212,796 

107,303 

(47.8%) 
224,453 

 夜間対応型訪問介護 
16,219 

(79.1%) 
20,497 

15,854 

(73.2%) 
21,669 

16,067 

(71.3%) 
22,524 

 認知症対応型通所介護 
161,211 

(81.2%) 
198,534 

141,110 

(68.1%) 
207,315 

134,779 

(62.7%) 
215,021 

 介護予防認知症対応型通所 

介護 
468 0  499 0  67 0  

 小規模多機能型居宅介護 
422,748 

(99.9%) 
423,301 

372,620 

(84.7%) 
439,780 

310,894 

(67.4%) 
461,105 

 介護予防小規模多機能型居宅

介護 

26,135 

(74.0%) 
35,316 

22,514 

(60.9%) 
36,941 

25,936 

(70.2%) 
36,941 

 看護小規模多機能型居宅介護 132 0  1,546 0  25,822 0  

 介護予防支援・居宅介護支援 
1,797,607 

(100.6%) 
1,786,263 

1,854,177 

(100.1%) 
1,851,754 

1,867,986 

(97.5%) 
1,915,090 

在宅サービス費用計 
17,542,006 

(97.8%) 
17,945,429 

18,053,423 

(96.3%) 
18,751,768 

18,817,446 

(97.1%) 
19,381,173 

合計 
31,196,139 

(96.0%) 
32,490,618 

31,825,028 

(94.2%) 
33,775,582 

32,473,182 

(93.3%) 
34,818,090 
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② その他費用の実績値・計画値・対計画比 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度(12月末見込み) 

実績値 

（対計画比） 
計画値 

実績値 

（対計画比） 
計画値 

実績値 

（対計画比） 
計画値 

特定入所者介護サービス費 
643,274 

(96.9%) 
666,168 

548,575 

(89.3%) 
614,337 

546,126 

(86.5%) 
631,068 

高額介護サービス等費 
957,478 

(104.5%) 
916,202 

970,704 

(103.5%) 
937,958 

891,948 

(92.6%) 
963,509 

審査支払手数料 
30,104 

(101.5%) 
29,659 

33,517 

(109.8%) 
30,526 

31,877 

(101.7%) 
31,358 

その他の給付計 
1,630,856 

(101.2%) 
1,612,029 

1,552,796 

(98.1%) 
1,582,821 

1,469,951 

(90.4%) 
1,625,935 

③ 地域支援事業の実績値・計画値・対計画比 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度(12月末見込み) 

実績値 

（対計画比） 
計画値 

実績値 

（対計画比） 
計画値 

実績値 

（対計画比） 
計画値 

介護予防・日常生活支援 

総合事業費 

1,428,976 

(93.0%) 
1,535,723 

1,455,634 

(91.9%) 
1,583,466 

1,510,560 

(93.4%) 
1,616,554 

包括的支援事業（地域包括支

援センター運営）・任意事業費 

620,664 

(97.7%) 
635,480 

633,776 

(98.7%) 
642,102 

650,516 

(97.5%) 
666,989 

包括的支援事業 

（社会保養充実分） 

70,195 

(90.0%) 
78,024 

61,523 

(72.4%) 
84,949 

65,464 

(76.9%) 
85,103 

地域支援事業費計 
2,119,835 

(94.2%) 
2,249,227 

2,150,933 

(93.1%) 
2,310,517 

2,226,540 

(94.0%) 
2,368,646 

④ 総給付費の実績値・計画値・対計画比 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度(12月末見込み) 

実績値 

（対計画比） 
計画値 

実績値 

（対計画比） 
計画値 

実績値 

（対計画比） 
計画値 

 在宅サービス費用計 
17,542,006 

(97.8%) 
17,945,429 

18,053,423 

(96.3%) 
18,751,768 

18,817,446 

(97.1%) 
19,381,173 

居住系サービス費用計 
5,715,068 

(91.7%) 
6,231,906 

5,750,949 

(86.6%) 
6,643,892 

5,881,513 

(84.5%) 
6,962,087 

施設サービス費用計 
7,939,065 

(95.5%) 
8,313,283 

8,020,656 

(95.7%) 
8,379,922 

7,774,223 

(91.7%) 
8,474,830 

その他の給付計 
1,630,856 

(101.2%) 
1,612,029 

1,552,796 

(98.1%) 
1,582,821 

1,469,951 

(90.4%) 
1,625,935 

保険給付費計 
32,826,996 

(96.3%) 
34,102,647 

33,377,824 

(94.4%) 
35,358,403 

33,943,133 

(93.1%) 
36,444,025 

地域支援事業費計 
2,119,835 

(94.2%) 
2,249,227 

2,150,933 

(93.1%) 
2,310,517 

2,226,540 

(94.0%) 
2,368,646 

介護費用計 
34,946,831 

(96.1%) 
36,351,874 

35,528,757 

(94.3%) 
37,668,920 

36,169,673 

(93.2%) 
38,812,671 

 

  

（単位：千円） 

（単位：千円） 

（単位：千円） 
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（２）第１号被保険者一人１月当たりの費用 

本市の第１号被保険者一人１月当たりの介護保険費用総額は，平成２６年度（２０１４年度）から平

成２９年度（２０１７年度）まで減少傾向にありましたが，平成３０年度（２０１８年度）から再び増加傾向

となっています。北海道，全国と比較すると，高水準で推移しています。 

 

費用総額と第１号被保険者一人 1月当たり費用額※の推移 

※費用額・・・保険給付額，公費負担額及び利用者負担額の合計額 

 

 

 

第 1号被保険者一人 1月当たり費用額の推移；北海道，全国との比較 

 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和 ２年度 

旭川市 24,643.2  24,917.6  24,702.3  24,723.4  24,183.0  24,217.5  24,667.1  24,992.0  

北海道 21,366.2  21,691.8  21,627.8  21,692.5  21,746.2  21,657.4  22,301.9  22,694.1  

全国 22,531.8  22,878.0  22,926.6  22,966.8  23,238.3  23,498.7  24,105.9  24,567.0  

 

  

14,000

16,000

18,000

20,000

22,000

24,000

26,000

10,000,000

20,000,000

30,000,000

40,000,000

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

費用額（在宅サービス） 費用額（居住系サービス）
費用額（施設サービス） 第1号被保険者一人1月あたり費用額

 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和 ２年度 

費用額 29,989,370 31,396,090 31,867,156 32,504,647 32,325,074 32,709,666 33,573,487 34,183,393 

 在宅サー

ビス 
15,628,272 16,899,708 17,426,812 17,922,663 17,735,120 17,973,650 18,583,493 19,021,866 

居住系サ

ービス 
5,803,337 5,833,960 5,701,511 5,870,883 6,170,275 6,192,833 6,199,332 6,334,956 

施設サー

ビス 
8,557,761 8,662,422 8,738,832 8,711,102 8,419,679 8,543,183 8,790,662 8,826,571 

第１号被保険者

一人１月当たり

費用額（円） 

24,643.2  24,917.6  24,702.3  24,723.4  24,183.0  24,217.5  24,667.1  24,992.0  

（出典）同上 

（千円） （円） 

（出典）厚生労働省「介護保険事業状況報告（年報）」 

単位（千円） 

単位（円） 
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２ 施設・居住系サービスの整備方針 

（１）特別養護老人ホーム（介護老人福祉施設） 

寝たきりや認知症などで，常に介護が必要で自宅での生活が難しい方のための施設です。入所によ

り，入浴・排せつ・食事などの介護，機能訓練，健康管理，療養上の世話などが受けられます。原則，要

介護３以上の方を対象としています。 

 

【入所状況】 

９０%以上の入所率で推移しており，令和５年（２０２３年）の空床数は１０７となっています。 

時 点 施設数 定員 入所者数 空床数 入所率 

平成 31年 
24 1,398 

1,333 65 95.4% 

令和２年 1,350 48 96.6% 

令和３年 

25 1,498 

1,365 133 ９１．１% 

令和４年 1,421 77 94.9% 

令和５年 1,391 107 92.9% 

各年４月１日 

【待機者状況】 

令和４年（２０２２年）の特別養護老人ホームの入所申込者状況調査によれば，調査時点では特に

入所の必要性が高い要介護３以上の待機者数は市内で７６人となっています。 

【整備方針】 

入所の必要性の高い申込者数は現在の空床数に収まるほか，今後の要介護認定者の増加を考慮

しても，現在の定員の範囲内であることから，本計画においては現状を維持することとします。 
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（２）介護老人保健施設 

入所者に対してリハビリテーションなどの医療サービスを提供し，家庭への復帰を目指す施設です。

ケアプランに基づき，医学的管理のもとで，看護，リハビリテーション，食事・入浴・排せつといった日常

生活上の介護などを併せて受けることができます。 

【入所状況】 

令和５年（２０２３年）の空床数は１１３，入所申込者数は５７となっています。 

時 点 施設数 定員※１ 入所者数 空床数 入所申込者数※２ 

平成 31年 

11 922 

856 66 62 

令和２年 850 72 55 

令和３年 833 89 35 

令和４年 815 107 64 

令和５年 809 113 57 

※1 R5.10.1 から定員変更をした施設があり，それ以降の定員は 882。 

※２ 同一人物の重複は除いていない。 

各年４月１日 

【整備方針】 

現状においても入所申込者数を上回る空床があり，今後の要介護認定者の増加を考慮しても，現

在の定員の範囲内であることから，本計画においては現状を維持することとします。 

 

（３）介護医療院 

日常的な医学管理が必要な重介護者の受入れや看取り・ターミナル等の医療機能と，生活施設とし

ての機能を兼ね備えた施設です。長期的な医療と介護ニーズを併せ持つ高齢者等を対象にしています。 

【整備状況】 

施設数 ５施設  総定員数 ２４４人 

※令和５年度末時点 残りの介護療養型医療施設（４９床）が介護医療院に転換した場合。 

【整備方針】 

第８期計画において，令和５年度末（２０２３年度）に廃止される介護療養型医療施設から介護医療

院への転換により，介護医療院の増床が進んできたことから，本計画においては現状を維持すること

とします。 
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（４）認知症対応型共同生活介護（グループホーム）      

認知症の高齢者が共同で生活する住居において，入浴，排せつ，食事等の介護，その他の日常生

活上の世話，機能訓練を行います。少人数（５人～９人）の家庭的な雰囲気の中で，症状の進行を遅

らせて，できる限り自立した生活が送れるようになることを目指す事業です。 

２５ページのとおり，本市の高齢者人口に占める認知症高齢者数（「認知症高齢者の日常生活自

立度」がⅡ以上）の割合は増加傾向であるほか，国においては，認知症の人が尊厳を保持しつつ希

望を持って暮らすことができるよう，施策を総合的かつ計画的に推進する「共生社会の実現を推進

するための認知症基本法」を制定しており，認知症高齢者のケアに効果的なグループホームの役割

はますます重要となっています。 

【整備状況】 

第８期計画においては，グループホームの安定した運営を図るため，定員が１８人（２ユニット）に満

たない施設の増床を優先し，６施設を定員１８人に整備しました。このほか，２ユニット以上の５施設を

増床し，合わせて１１３床の整備を行いました。 

 

 

 

 

 

 

※ 第８期計画期間中の廃止・定員数減の４施設分（６ユニット，５４人）を含む。   

【入居状況】 

令和５年（２０２３年）の空床数は８７，入居申込者数は６０となっています。 

時 点 施設数※1 定員※1 入居者数 空床数 入居申込者数※２ 

平成 31年 
８３ 1,352 

1,309 ４３ ９５ 

令和２年 1,301 ５１ ９７ 

令和３年 ８２ 1,334 1,282 ５２ ８９ 

令和４年 
８１ 

1,316 1,243 ６８ ５６ 

令和５年 1,319 1,232 ８７ ６０ 

※1 休止施設を除く。   ※２ 同一人物の重複は除いていない。 

各年４月１日 

【整備方針】 

近年の入居者数は減少傾向にあり，令和５年においては入居申込者数を上回る空床があるほか，

今後の要介護認定者の増加を考慮しても，第８期計画において整備した定員の範囲内と見込めるこ

とから，本計画においては現状を維持することとします。 

 

 

 

項 目 第７期末 
第８期末 

（見込み） 
増減 

認知症対応型共同生活介護 

（グループホーム） 

施設数 83 83 0 

定員 1,352 1,416 64 

ユニット数 152 157 5 
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（５）特定施設入居者生活介護 

介護付有料老人ホーム，介護保険の指定を受けたサービス付き高齢者向け住宅等が，入居している

利用者に対して入浴・排せつ・食事等の介護，その他必要な日常生活上の支援を行います。 

【整備状況】 

施設数 ３０施設  総定員数 １,５０４人   ※第８期末見込      

【関連施設状況】 

介護保険の指定を受けていないものを含めると，本市は住宅型有料老人ホームが多く，併設する

訪問介護事業所のサービス等で要介護者の受け皿となるケースが多くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

【整備方針】 

事業者に対する意向調査では，既存の有料老人ホーム及びサービス付き高齢者向け住宅から介

護付有料老人ホーム（特定施設入居者生活介護）への転換（３施設 ８４床），新規施設の創設（２施

設 １４０床），それぞれに意向がありました。 

第８期計画までは，既存の施設からの特定施設入居者生活介護への転換を基本とした整備方針

でしたが，要介護者の増加が見込まれるところ，より安心できる住まい環境を確保できるよう考慮す

ると，新規施設の創設にも意義が認められます。 

こうしたことから本計画においては，新規創設・転換を問わず２２４床を整備することとします。 

 

（６）第９期計画における介護保険施設等の定員数 

第９期計画における整備方針を踏まえた，第９期計画期間最終年度末（令和９年３月３１日）におけ

る介護保険施設等の定員数の見込みは次のとおりです。 

 施設数 定員 

有料老人ホーム 270 6,316 

 介護付有料老人ホーム 21 797 

住宅型有料老人ホーム 243 5,394 

健康型有料老人ホーム 6 125 

サービス付き高齢者向け住宅 22 884 

 介護付 3 233 

 一般 19 651 

 第８期末定員数 

（見込み） 
第９期末定員数 増減 

特別養護老人ホーム（地域密着型含む） 1,498 1,498 ― 

介護老人保健施設 882 882 ― 

介護医療院 ２４４ ２４４ ― 

認知症対応型共同生活介護（グループホーム） 1,4１６ 1,416 ― 

特定施設入居者生活介護 1,504 1,728 224 

令和５年４月１日時点 
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３ 介護保険サービスの量及び給付費の見込み 

本計画期間である令和６年度（202４年度）から令和８年度（202６年度）までの３年間に必要と見込

まれる介護保険給付費及び地域支援事業費の合計は約１,１６４億円になると見込まれます。 

※以下の表において，給付費は当該年度の合計額ですが，回数，日数，人数は月の平均数となっています。 

（１）介護予防サービス見込量及び給付費 

介護予防サービス 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和 12年度 令和 22年度 

 

介護予防訪問入浴介護 給付費（千円） 2,087  2,090  2,090  2,090  2,090  

回数（回） 21.9  21.9  21.9  21.9  21.9  

人数（人） 3  3  3  3  3  

介護予防訪問看護 給付費（千円） 74,852  76,743  78,346  85,145  89,408  

回数（回） 1,279.4  1,309.8  1,337.4  1,453.4  1,527.2  

人数（人） 242  248  253  275  288  

介護予防訪問リハビリテーション 給付費（千円） 47,225  48,342  49,467  53,534  56,677  

回数（回） 1,496.6  1,530.0  1,565.7  1,694.4  1,794.3  

人数（人） 174  178  182  197  208  

介護予防居宅療養管理指導 給付費（千円） 15,320  15,759  16,077  17,443  18,295  

人数（人） 146  150  153  166  174  

介護予防通所リハビリテーション 給付費（千円） 148,780  152,622  155,733  168,754  178,484  

人数（人） 394  404  412  447  469  

介護予防短期入所生活介護 給付費（千円） 11,285  11,299  11,299  12,394  13,274  

日数（日） 146.2  146.2  146.2  159.8  171.7  

人数（人） 23  23  23  25  27  

介護予防短期入所療養介護（老健） 給付費（千円） 0  0  0  0  0  

日数（日） 0.0  0.0  0.0  0.0  0.0  

人数（人） 0  0  0  0  0  

介護予防短期入所療養介護 

（病院等） 

給付費（千円） 0  0  0  0  0  

日数（日） 0.0  0.0  0.0  0.0  0.0  

人数（人） 0  0  0  0  0  

介護予防短期入所療養介護 

(介護医療院) 

給付費（千円） 0  0  0  0  0  

日数（日） 0.0  0.0  0.0  0.0  0.0  

人数（人） 0  0  0  0  0  

介護予防福祉用具貸与 給付費（千円） 158,884  162,393  165,753  180,140  189,708  

人数（人） 2,411  2,465  2,516  2,735  2,869  

特定介護予防福祉用具販売 給付費（千円） 18,054  19,062  20,354  19,693  18,369  

人数（人） 55  58  62  60  56  

介護予防住宅改修 給付費（千円） 67,012  68,976  68,976  75,870  78,796  

人数（人） 68  70  70  77  80  

介護予防特定施設入居者生活介護 給付費（千円） 163,292  220,212  259,193  280,967  291,922  

人数（人） 179  239  280  304  318  
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地域密着型介護予防サービス 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和 12年度 令和 22年度 

 

介護予防認知症対応型通所介護 給付費（千円） 0  0  0  0  0  

回数（回） 0.0  0.0  0.0  0.0  0.0  

人数（人） 0  0  0  0  0  

介護予防小規模多機能型居宅介護 給付費（千円） 25,256  25,288  25,288  23,689  20,490  

人数（人） 30  30  30  28  24  

介護予防認知症対応型共同生活介護  給付費（千円） 22,651  22,680  22,680  14,175  14,175  

人数（人） 8  8  8  5  5  

介護予防支援 給付費（千円） 159,020  161,041  162,533  180,591  189,285  

人数（人） 2,883  2,916  2,943  3,270  3,427  

合計 給付費（千円） 913,718  986,507  1,037,789  1,114,485  1,160,973  

 

（２）介護サービス見込量及び給付費 

居宅サービス 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和 12年度 令和 22年度 

 訪問介護 給付費（千円） 9,891,915  10,399,412  10,842,732  12,277,917  14,939,515  

回数（回） 308,909.8  324,222.9  337,956.0  382,630.1  465,360.9  

人数（人） 5,701  5,912  6,124  6,857  8,087  

訪問入浴介護 給付費（千円） 91,109  98,120  102,881  117,282  146,566  

回数（回） 634.0  681.7  714.7  814.5  1,017.2  

人数（人） 160  172  180  205  256  

訪問看護 給付費（千円） 534,611  556,636  578,103  648,942  768,397  

回数（回） 8,223.4  8,559.7  8,895.4  9,992.6  11,853.3  

人数（人） 1,223  1,268  1,314  1,471  1,731  

訪問リハビリテーション 給付費（千円） 215,515  223,754  231,136  259,204  306,062  

回数（回） 6,395.4  6,630.9  6,849.5  7,680.5  9,065.9  

人数（人） 626  648  669  749  881  

居宅療養管理指導 給付費（千円） 316,378  331,060  344,383  388,285  466,335  

人数（人） 2,927  3,060  3,184  3,592  4,320  

通所介護 給付費（千円） 1,876,495  1,931,759  1,992,103  2,212,310  2,553,243  

回数（回） 21,550.4  22,099.0  22,764.2  25,202.8  28,831.9  

人数（人） 2,512  2,574  2,651  2,932  3,344  

通所リハビリテーション 給付費（千円） 667,800  691,097  713,238  797,322  934,050  

回数（回） 6,499.5  6,692.5  6,895.6  7,677.7  8,886.7  

人数（人） 911  937  965  1,073  1,237  

短期入所生活介護 給付費（千円） 469,407  490,271  509,449  578,096  699,297  

日数（日） 4,480.4  4,663.2  4,840.2  5,483.8  6,600.1  

人数（人） 382  395  409  460  543  

短期入所療養介護 

（老健） 

給付費（千円） 40,064  41,242  44,635  49,226  57,843  

日数（日） 279.6  287.8  310.8  342.6  401.0  

人数（人） 37  38  41  45  53  

短期入所療養介護 

（病院等） 

給付費（千円） 0  0  0  0  0  

日数（日） 0.0  0.0  0.0  0.0  0.0  

人数（人） 0  0  0  0  0  

短期入所療養介護 

(介護医療院) 

給付費（千円） 91  91  91  91  91  

日数（日） 0.6  0.6  0.6  0.6  0.6  

人数（人） 1  1  1  1  1  

福祉用具貸与 給付費（千円） 971,233  1,013,755  1,053,637  1,188,219  1,427,679  

人数（人） 6,784  7,025  7,270  8,135  9,569  
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居宅サービス 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和 12年度 令和 22年度 

特定福祉用具販売 給付費（千円） 30,691  31,876  33,130  31,204  27,351  

人数（人） 85  88  91  86  76  

住宅改修 給付費（千円） 54,536  54,536  57,580  63,848  72,151  

人数（人） 60  60  63  70  79  

特定施設入居者生活介護 給付費（千円） 2,028,561  2,289,382  2,474,447  2,501,473  2,589,026  

人数（人） 871  983  1,063  1,070  1,109  

地域密着型サービス 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和 12年度 令和 22年度 

 定期巡回・随時対応型訪問介護

看護 

給付費（千円） 104,565  108,494  112,042  127,812  153,821  

人数（人） 54  55  59  64  75  

夜間対応型訪問介護 給付費（千円） 16,772  17,326  17,747  16,486  13,965  

人数（人） 64  68  70  66  58  

地域密着型通所介護 給付費（千円） 1,045,155  1,075,575  1,110,436  1,236,603  1,433,691  

回数（回） 11,424.0  11,708.5  12,068.7  13,390.9  15,363.1  

人数（人） 1,429  1,464  1,509  1,673  1,915  

認知症対応型通所介護 給付費（千円） 132,828  135,585  139,422  131,500  117,587  

回数（回） 1,004.4  1,023.1  1,051.4  993.0  893.2  

人数（人） 102  104  107  101  91  

小規模多機能型居宅介護 給付費（千円） 313,144  313,540  313,540  299,415  271,165  

人数（人） 132  132  132  127  117  

認知症対応型共同生活介護 給付費（千円） 3,952,578  4,021,249  4,021,249  3,957,579  3,957,579  

人数（人） 1,245  1,265  1,265  1,245  1,245  

地域密着型特定施設入居者 

生活介護 

給付費（千円） 0  0  0  0  0  

人数（人） 0  0  0  0  0  

地域密着型介護老人福祉施設

入所者生活介護 

給付費（千円） 327,847  328,262  328,262  342,138  342,138  

人数（人） 94  94  94  98  98  

看護小規模多機能型居宅介護 給付費（千円） 188,544  251,443  314,515  299,157  268,443  

人数（人） 64  85  101  96  86  

施設サービス 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和 12年度 令和 22年度 

 介護老人福祉施設 給付費（千円） 3,852,324  3,857,199  3,857,199  3,857,199  3,857,199  

人数（人） 1,191  1,191  1,191  1,191  1,191  

介護老人保健施設 給付費（千円） 3,016,478  3,020,295  3,020,295  3,020,295  3,020,295  

人数（人） 843  843  843  843  843  

介護医療院 

 

給付費（千円） 964,895  966,116  966,116  966,116  966,116  

人数（人） 202  202  202  202  202  

居宅介護支援 給付費（千円） 1,758,984  1,801,080  1,844,723  2,105,424  2,466,930  

人数（人） 9,442  9,640  9,862  11,229  13,077  

合計 給付費（千円） 32,862,520  34,049,155  35,023,091  37,473,143  41,856,535  
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（３）その他 

単位：千円 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和 12年度 令和 22年度 

特定入所者介護サービス費 663,224 677,802 677,803 660,580 723,880 

高額介護サービス等費 986,122 1,009,112 1,032,497 1,105,394 1,211,320 

審査支払手数料 33,527 34,533 35,569 34,754 38,085 

その他の費用計 1,682,873 1,721,448 1,745,869 1,800,728 1,973,285 

 

（４）地域支援事業 

単位：千円 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和 12年度 令和 22年度 

介護予防・日常生活支援総合事業費 1,549,926 1,606,654 1,663,970 1,706,361 1,765,873 

包括的支援事業（地域包括支援センター運

営）及び任意事業費 
631,445 642,466 650,376 641,429 641,429 

包括的支援事業（社会保障充実分） 76,242 76,242 82,106 62,460 60,859 

地域支援事業費計 2,257,613 2,325,362 2,396,452 2,410,251 2,468,162 

 

（５）保健福祉事業 

単位：千円 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和 12年度 令和 22年度 

保健福祉事業費計 6,719 6,908 7,083 6,910 6,530 

 

（６）介護保険費用額 

単位：千円 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和 12年度 令和 22年度 

 在宅サービス費 19,447,612  20,310,267  21,111,439  23,647,686  27,979,058  

居住系サービス費 6,167,082  6,553,523  6,777,569  6,754,194  6,852,702  

施設サービス費 8,161,544  8,171,872  8,171,872  8,185,748  8,185,748  

その他の給付 1,682,873 1,721,448 1,745,869 1,800,728 1,973,285 

保険給付費計 35,459,111 36,757,110 37,806,749 40,388,356 44,990,793 

 地域支援事業費 2,257,613 2,325,362 2,396,452 2,410,251 2,468,162 

介護保険費用額 37,716,724 39,082,472 40,203,201 42,798,607 47,458,954 
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27.0%国

20.0%

道

17.5%

市

12.5%

第１号保険料

23.0%

第２号保険料

27.0%
国

25.0%

道

12.5%

市

12.5%
第１号保険料

23.0%

国

38.5%

道

19.25%

市

19.25%

４ 介護保険料 

（１）基本的な考え方 

６５歳以上の方の介護保険料は，前述の介護保険給付費等の見込みを基に，算定を行います。 

介護保険給付費等に係る費用負担については，４０歳以上の方が納める保険料で５０％，国・北海

道・市の公費で５０％を負担します。また，保険料割合５０％のうち，第９期の第１号被保険者（６５歳以

上の方）の負担割合は２３％，第２号被保険者（４０～６４歳の医療保険加入者）の負担割合は２７％と，

第８期と同水準となっています。 

このほか，高齢化や市民の所得の状況によって交付される調整交付金があります。本市の現況よ

り，国の負担割合は２５％以上となり，その分第１号被保険者の保険料の軽減が見込まれます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

介護給付費 

（居宅分） 

介護給付費 

（施設分） 

※調整交付金５％程度 

 を含む。 
※調整交付金５％程度 

 を含む。 

を含む。

地域支援事業費 

（介護予防・日常生活支援総合事業） 

地域支援事業費 

（包括的支援事業・任意事業分） 

令和６年度から令和８年度までの第１号被保険者負担率→23％ 

  第２号被保険者負担率→27％ 

＊第８期と同じ負担割合 

※調整交付金５％程度 

 を含む。 
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（２）介護保険料基準額の算出 

第１号被保険者の介護保険料は，計画期間の介護保険事業にかかる費用の見込額（介護保険料

収納必要額）を基に算出します。介護保険給付費の増加や制度的要因により，介護保険料収納必要

額は第８期計画よりも増加していますが，準備基金を活用することで保険料負担の抑制が可能です。 

したがって，第９期計画においては第８期計画と同額の保険料基準額とします。 

 

単位：千円 令和６年度 令和７年度 令和８年度 合計 

 在宅サービス費用計 19,447,612  20,310,267  21,111,439  60,869,318 

居住系サービス費用計 6,167,082  6,553,523  6,777,569  19,498,174 

施設サービス費用計 8,161,544  8,171,872  8,171,872  24,505,288 

その他の給付計 1,682,873 1,721,448 1,745,869 5,150,190 

介護保険給付費計 35,459,111 36,757,110 37,806,749 110,022,970 

 地域支援事業費計 2,257,613 2,325,362 2,396,452 6,979,427 

介護保険費用額 37,716,724 39,082,472 40,203,201 117,002,397 

介護保険サービス費用総額（117,002,397千円）×第１号被保険者負担率（23%） 

↓ 

介護保険料収納必要額 約 269.1億円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

介護保険料収納必要額から，次のとおり算出します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※各市町村が行う自立支援・重度化防止の取組に対し，評価指標の達成状況に応じて交付される交付金 

 

 

 

 

 

 

 

 

（被保険者を所得に応じた段階に分け，各段階の負担割合を乗じて算出） 

介護保険料収納必要額                             約 269.1 億円 

調整交付金相当額（標準的に交付される額）           約 57.4 億円 

調整交付金見込額（市の現状より実際に交付される額） 約 84.7 億円 

予定保険料収納率                                   99.0% 

第１号被保険者数（補正後被保険者数）                   303,299 人 

第９期保険料基準額 年額 74,280円：月額 6,190円 

介護給付費準備基金取崩額               17.3 億円 

軽減額 

約 27.3 億円 

保健福祉事業費                     2,071 万円 

保険者機能強化推進交付金※              1.7 億円 
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【参考】介護保険料への影響要因 

本計画において，本市の介護保険料に影響を与える要因の内訳を，概算したものは次のとおり

です。 

 

第９期介護保険料に影響する主な要因（概算） 

要 因 影響割合 影響推計額 

第８期計画期間の介護保険料基準額   6,190円 

サービス等の利用増加による費用増加 2.4％ 149円 

高齢者人口の減少による費用負担額増加 2.4％ 148円 

調整交付金の増加 ▲2.2％ ▲139円 

介護報酬改定 1.54％ 95円 

その他要因による変動 2.1％ 226円 

合計 479円 

 

今回の月額４７９円の増加分は，準備基金を活用することにより，保険料を増額することなく，第９

期計画の介護保険料を維持することになります。 

 

（３）段階別の保険料年額 

本市では，負担能力に応じた負担割合とする考え方に基づき，第８期計画では保険料段階を１３段

階としていました。これは，国の標準段階である９段階を踏まえ，本市の実情に応じて多段階化した

ものでした。 

第９期計画において，国は介護保険制度の持続可能性を確保する観点から，第 1号被保険者間の

所得再分配機能を強化するため標準段階を 13 段階とし，高所得者の負担を引き上げる一方，低所

得者の負担軽減を図ることとしました。 

国の示す標準段階を踏まえ，本市の第９期計画においては 15 段階を標準段階とした介護保険料

の設定を行うこととします。 
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本市の介護保険料は，次の表のとおり，所得等に応じた 15 段階となります。各段階の保険料年額

は，基準額年額７４,２８０円×負担割合（１００円未満は四捨五入）で算出します。 

 

所得段階 対象者 
負担 

割合 

保険料年額

（月額） 

第１段階 

生活保護を受けている方 

中国残留邦人等支援給付を受給されている方 
0.285  

21,200 

(1,766) 

本
人
が
住
民
税
非
課
税 

世
帯
全
員
が
市
民
税

非
課
税 

合計所得金額と課税年金収入額の合計が 80万円以

下の方または老齢福祉年金を受給されている方 

第２段階 
合計所得金額と課税年金収入額の合計が 80万円を

超えて 120万円以下の方 
0.36 

26,700 

(2,225) 

第３段階 第１段階，第２段階以外の方 0.68  
50,500 

(4,208) 

第４段階 
同
一
世
帯
に

市
民
税
課
税

者
が
い
る 

合計所得金額と課税年金収入額の合計が 80万円以

下の方 
0.90  

66,900 

(5,575) 

第５段階 

(基準額) 

合計所得金額と課税年金収入額の合計が 80万円を

超える方 
1.00  

74,300 

(6,190)  

第６段階 

本
人
が
住
民
税
課
税 

合計所得金額が 120万円未満の方 1.20  
89,100 

(7,425)  

第７段階 合計所得金額が 120万円以上 210万円未満の方 1.30  
96,600 

(8,050)  

第８段階 合計所得金額が 210万円以上 320万円未満の方 1.50  
111,400 

(9,283)  

第９段階 合計所得金額が 320万円以上 420万円未満の方 1.70  
126,300 

(10,525)  

第 10段階 合計所得金額が 420万円以上 520万円未満の方 1.90 
141,100 

(11,758) 

第 11段階 合計所得金額が 520万円以上 620万円未満の方 2.00 
148,600 

(12,384) 

第 12段階 合計所得金額が 620万円以上 720万円未満の方 2.20 
163,400 

(13,616) 

第 13段階 合計所得金額が 720万円以上 820万円未満の方 2.30 
170,800 

(14,233) 

第 14段階 合計所得金額が 820万円以上 1,000万円未満の方 2.60 
193,100 

(16,091) 

第 15段階 合計所得金額が 1,000万円以上の方 3.00 
222,800 

(18,566) 

※合計所得金額とは，収入から必要経費等（給与の場合は給与所得控除額，公的年金等の場合は公的年金等控

除額）を差し引いた金額の合計額で，土地・建物等の譲渡所得（特別控除後），並びに確定申告又は市町村民税

の申告をした配当所得及び株式譲渡所得（譲渡損失の繰越控除前）も含まれます。なお，社会保険料控除，配

偶者控除，扶養控除，医療費控除などの所得控除は適用されません（第１段階から第５段階の合計所得金額に

は，年金所得を含みません。）。 
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５ 低所得者支援 

（１）介護保険料の軽減対策 

第９期計画においては，第８期計画同様に介護保険料第１段階から第３段階の方に対し，消費税を

財源として，負担割合の軽減を行います。これにより，第１段階では０.455 の負担割合が０.285，第

２段階では０.56の負担割合が０.３６，第３段階では０.685の負担割合が０.６８となっています。 

 

（２）介護保険利用者負担の軽減対策 

ア 居宅サービス利用者負担軽減制度について 

居宅サービスの利用者負担については，次の要件を満たす被保険者（生活保護受給者を除く。）を

対象に，利用料とそのサービスに伴う食費・滞在費の利用者負担を半分に軽減する助成を行ってお

り，今後も引き続き軽減対策を実施します。 

○対象者（ア～ウのいずれかの条件を満たす方） 

（ア）市民税非課税世帯であって，老齢福祉年金を受給している方。 

（イ）介護保険の高額介護サービス費の負担上限額について，１５,０００円の基準の適用を受けるこ

とにより，生活保護を必要としないと判定された方。 

（ウ）次の全ての条件を満たす方（別世帯に同一生計者がいる場合は世帯員に含む。）。 

・世帯全員の合計した年間収入の見込額がその世帯の年間の生活保護基準額以下。 

・世帯全員が活用できる資産（居住用資産は除く。）を所有していない。 

・世帯全員の合計した預貯金等の額がその世帯の年間の生活保護基準額の２倍以下。 

・負担能力のある親族等に扶養されていない（税法上の扶養親族となっている場合を含む。）。 

・介護保険料を滞納していない。 

・生活保護を受給していない（生活保護停止中を含む。）。 

 

イ 社会福祉法人による利用者負担軽減制度について 

社会福祉法人では，その公益的な役割等により，当該法人が提供する訪問介護，通所介護，短期

入所生活介護，特別養護老人ホーム等のサービスに関する利用者負担について，次の要件を満たす

被保険者を対象に，利用料と食費，居住費等について，法人の負担による軽減を実施しています（あ

らかじめ軽減を実施する旨を届け出た法人に限る。）。今後も引き続き軽減対策が実施されるよう，

関係機関との調整を行います。 
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○対象者（生活保護受給者及び次の全ての条件を満たす方（別世帯に同一生計者がいる場合は世

帯員に含む。）） 

（ア）市民税非課税世帯。 

（イ）年間収入が単身世帯で１５０万円，世帯員が１人増えるごとに５０万円を加算した額以下。 

（ウ）預貯金等の額が単身世帯で３５０万円，世帯員が１人増えるごとに１００万円を加算した額以

下。 

（エ）世帯全員が居住用資産及びその他日常生活に必要な資産以外に活用できる資産を所有して

いない。 

（オ）負担能力のある親族等に扶養されていない（税法上の扶養親族となっている場合を含む。）。 

（カ）介護保険料を滞納していない。 
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第８章 計画の推進について 
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１ 本計画のＰＤＣＡサイクル 

本計画の策定に当たっては，社会福祉審議会高齢者福祉専門分科会や旭川市地域包括ケアシステ

ム庁内推進委員会における審議等により，地域包括ケアシステム構築・推進に向け，より具体的な方向

性の検討に努めました（Ｐｌａｎ）。 

今後，本計画に基づき，旭川市の地域包括ケアシステムの推進を目指し，本市・事業者・団体・地域

等が協力し，取組を進めます（Ｄｏ）。 

計画の進捗状況等については，毎年度，社会福祉審議会高齢者福祉専門分科会で評価・審議（Ｃｈ

ｅｃｋ）を行い，取組を改善（Ａｃｔｉｏｎ）し，地域包括ケアシステムの深化・推進を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

地域包括ケアシステム実現 
のためのプラン(Plan) 実際の取組(Do) 

評価・審議(Check) 取組の改善(Action) 

第９期旭川市高齢者保健福祉・ 

介護保険事業計画 市が実施する事業等 

事業者，団体，地域等の取組 

 

評価・審議（Check）において

挙げられた意見等を精査し，取

組の改善策を検討する。 

社会福祉審議会 

高齢者福祉専門分科会 

旭川市地域包括ケアシステム 

庁内推進委員会 
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２ 指標の設定 

計画の基本理念に基づき，本市の地域包括ケアシステムの深化・推進を目指すため，指標を次のと

おり設定します。 

また，基本目標ごとの取組（施策）については，年度ごとに，進捗状況の評価を行います。 

基本目標１ 高齢者の自立を支える適切なサービス提供基盤の整備 

指標 現状値 目 標 

人材不足を感じている事業所の割合 

※「大いに不足」「不足」「やや不足」を合わせた割合 

（介護サービス事業所実態調査） 

66.0％ 

（令和４年度） 
現状値を下回る 

相談窓口としての地域包括支援センターの認知度 

※地域包括支援センターを知っていると回答した方の割合  

（介護予防・日常生活圏域ニーズ調査） 

68.2％ 

（令和４年度） 
現状値を上回る 

 

基本目標２ 高齢者と家族が住み慣れた地域で安全・安心に暮らし続けられる支援体制の深化 

指標 現状値 目 標 

暮らしやすいと感じている６０歳以上の方の割合 

※旭川市は暮らしやすいまちだと思うと回答した方の割合 

（旭川市民アンケート） 

60～69歳：31.2% 

70歳以上：42.4% 

（令和３年度） 

現状値を上回る 

認知症に関する相談窓口の認知度 

※認知症に関する相談窓口を知っていると回答した方の割合  

（介護予防・日常生活圏域ニーズ調査） 

29.9％ 

（令和４年度） 
現状値を上回る 

 

  



128 

 

基本目標３ 介護予防のための市民の主体的な取組の推進 

指標 現状値 目 標 

高齢者を対象とした市民主体の通いの場の数及び高齢

者の参加率※１ 

通いの場の数 

635か所 

高齢者の参加率 

8.1％ 

（令和４年度） 

通いの場の数 

680か所 

高齢者の参加率 

8.7％ 

（令和７年度） 

要介護等認定者の要介護度の改善率及び重度化率※２ 

要支援者 

 改善率 5.7％ 

重度化率 27.5％ 

（令和４年度） 

要支援者 

 改善率 10.0％ 

重度化率 23.0％ 

（令和８年度） 

要介護者 

 改善率 14.3％ 

重度化率 29.4％ 

（令和４年度） 

要介護者 

 改善率 20.0％ 

重度化率 25.0％ 

（令和８年度） 

※１ 市民主体の通いの場及び高齢者の参加率 

    市内において，高齢者等が集まり，市民が主体的に運営する，体操，茶話会，趣味活動等を行う介護予防に資する活動 

のうち，月に１回以上活動を行っている通いの場の数及び参加率 

※２ 要介護等認定者の要介護度の改善率及び重度化率 

    各年度において，要介護認定の更新又は変更を行った要支援者及び要介護者（更新月の過去６か月間に介護サービス

の利用実績がないものを除く。）のうち，前回認定時と比較して要介護度が軽度化している者の割合を「改善率」，重度化

している者の割合を「重度化率」とする。 

 

基本目標４ 生きがいや役割を持ち，互いに支え合える地域社会づくりの促進 

指標 現状値 目 標 

週 1回以上趣味や地域活動，仕事等何らかの活動に参

加している方の割合 

（介護予防・日常生活圏域ニーズ調査） 

42.1％ 

（令和４年度） 
現状値を上回る 

地域住民同士の助け合いを感じている 60歳以上の方の

割合 

※お互いに助け合いながら暮らしていると「感じている」又は

「少し感じている」を合わせた割合（旭川市民アンケート） 

60～69歳：39.9% 

70歳以上：55.0% 

（令和４年度） 

現状値を上回る 

 

基本目標５ 医療と介護の連携による切れ目のない支援体制の整備 

医療と介護の連携に係る取組は，第 7期計画から推進してきました。 

本計画では，計画期間における取組状況とその到達状況を評価します。 



 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第９期旭川市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画（案） 

 
令和６年（2024年） 月 

旭川市福祉保険部長寿社会課 

〒070-8525 旭川市７条通９丁目 

☎(0166)25-9797 

 

https://www.city.asahikawa.hokkaido.jp 

 

 


